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この報告書 は、 日本 自転車振興会か ら競輪収益の一部で ある

機械工業振興資金 の補助を受 けて、平成3年 度 に実施 した 「産

業界の システム構築のあ り方 に関す る調査研究 」の一環 と して

と りまとめた ものです。





序

経済 の国 際化、市場 開放 によ る産業構造 の改革によ り、企業 を とりま く環境が大 きく変化 して

お り、企業活動 にとって情報化への取組 は重要な課題 とな っている。

情報化 の波 は、産業 ・社会 ・生活の各分野 において多様 な形で進展 してお り、特 に産業の情報

化 は、我が 国経済の発展 に大 きなイ ンパ ク トを与えてい る。

我が国の産業界 にお ける情報化 は、情 報処理技術 と通信技 術の急速 な進歩 とその融合 によ り、

企業内活動 の効率化や迅速化 にとどま らず企業間の情報 ネ ッ トワー クの構築へ と急速 に進展 して

いる。

とりわけ、通信回線の 自由化後のVANの 登場な どによ り、大企業のみな らず中小企業 も含め

た全産 業的な規模への広が りを 見せて いるのが現状であ る。

このよ うな情 報ネ ッ トワー ク化への対応は、一部の先進 的な業界を除けば種 々の事情 によ り情

報 ネ ッ トワー クを構築す るためのイ ンフラス トラ クチ ャーが整備 されてお らず、情報ネ ッ トワー

クを構築す る上での大 きな障害 とな って いる。そのため、業界全体 と して情報ネ ッ トワーク化へ

の対応が今後の重要 な課題 とな って いる。

本調査研究で は、 こう した観点 か らプラスチ ック日用品 ・王法榔業界 における情報ネ ッ トワーク

化の実態を調査 ・分析 し、現状 における情報ネ ッ トワー ク化の動向 にっいて取 りまとめ ることと

した。

なお、 当該業界におけ る情報 ネ ッ トワー ク化の実態調査 につ いて は、 日本プラスチ ック日用品

工業組合 に業務を委託 し、実施 しま した ことを付記 させて いただ きます。

ここに、本調査研究を進め るに当た って、 ご協 力を賜 った関係各位 に対 し厚 くお礼 申 し上 げま

す。

平成4年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー





は じ め に

我が国の情報化 、 システム化の進展 にはめ ざま しいものがあ ります。特 に、通信 回線の開放後

にお ける、業 界VAN、 地域流通VANの 出現 には、目をみ はる ものがあ り、 また、ナ シ ョナル

チ ェー ンス トアーを中心 として、導入 、活用 されて きたPOSシ ステ ムは、近年、 コンビニエ ン

ス ・ス トア、百 貨店 にまでおよび、マーケテ ィング ・デー タの収集 、分析、活用に拍車をか けて

お ります。

今 日、 これ らの流通 環境 の変革に対 応で きるか、否かが製造 業に 、大 き く問いか け られてお り

ます ことはご高承の通 りであ ります。

そ こで 当組合で は、(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進 セ ンターの ご協力を得て、

プラスチ ック日用品 ・王法螂業界 にお ける情報ネ ッ トワー ク化の進捗状況 につ いて調査す る機会を

得 ることがで きま した。

調査方法は、 アンケー ト調査の他 に、今回 は日用品製品100%、 外注100%、 日用品+産 業資

材、上場企業、地場産業 、瑳榔業界等 の企業 に面接、聞 き取 り調査 で補 強いた しま した。

当業界 にお ける情 報ネ ッ トワー ク化 については、企業間の格差 が明確な点 もあ りますが、それ

を以 って是非を論ず るもので はな く、む しろ、夫 々の企業戦略の結 果 と しての実態を理解すべ き

ではないか と思 います。

この調査結果が、各位の今後の経営指針に少 しで も活用 されれば幸 いで あ ります。

ここに、本調査研究を進あ るに当た って、 ご協 力を賜 った元全 日本 プラスチ ック成形工業連合

会専務理事 井手勝也氏、目印(株)西 部弘司氏な らびに関係各位 に対 し、厚 くお礼 申 し上 げま

す。

平成4年3月

日本 プラスチ ック日用品工業組合

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク 化 委 員 会
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第1章 業 界 の概 況

1.1工 業統計表 の概要

工業統計調査 の集計結果 は、 「産業編 」、 「品 目編」、 「市町村編 」、 「用地 ・用水編 」、

「企業統計編 」、 「工業地区編 」並 びに 「企業多角化等調査編」 と して公表 されて いる。 ここ

で はプ ラスチ ック日用品業界 と珪螂製 品業界の概要を、平成元年工業統計 表の 「産業編 」 と

「品 目編 」の中で主 な項 目について抜枠 して掲載 することとす る。

平成元年工業統計調査 は、平成元年12月31日 現在で実施 され、平成3年5月 に公表 された も

のであ る。 また、平成元年の調査 は、従業者3人 以下の事業所を調査 の対 象か ら除外す るいわ'

ゆ る裾切調査 で実施 された ため、従業者4人 以上 の事業所の調査結果 とな っている。

工業統計調 査における産業分類 は、昭和60年 調査か ら大幅改訂が行われ 、プラスチ ック製品

の分類格上 げによ り、同年の調査か ら 「プラスチ ック日用品雑貨 ・食卓用品製造業」 として分

類計上 され る こととな った。

工業統計表 において は、 プラスチ ック日用品製造業及び王法榔製品製造業 は次の ように分類 さ

れてい る。

〔プ ラスチ ック日用品雑貨 ・食卓用品〕

(頒番号)

2291プ ラスチ ック日用 品雑貨 ・食卓用品製造業

229111日 用品雑貨 ・台所用品 ・食卓用品 ・浴室用品

(ま な板、 ボール、食器、盆、漆器下地 、洗 面器、腰掛 け等)

229191日 用品雑貨、食卓用品等(賃 加工)

〔1法榔 製 品 〕

2591

259111

259112

259119

ζ

259191

王法榔鉄器製造業

台所、食卓用瑳榔鉄器

(1海郎引 き食器、琉榔 なべ等)

王法1郎製衛生用品

(浴槽、洗面器、手洗器等)

その他董法王郎鉄器

(建築用1法榔製 品、電灯笠、f法螂製看板 ・標識 、1法榔製流 し台 ・調理 台等)

王法榔鉄器(賃 加工)
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1.2産 業編 にお ける関連統計

(1)プ ラスチ ック日用品雑貨 ・食卓用品製造業

〔事業所数〕

① 平成元年 におけるプラスチ ック日用品雑 貨 ・食卓用品製造業(以 下 「プ ラスチ ック日

用品製造業」 と省略)の 事業所数 は1,516事 業所で、前年に比べ107事 業所 の減少(前

年比6.6%の 減少)で あ り、昭和61年 以来(そ れ以前 は分類されて いないために不明)

初めて減少 した。平成元年の事業所数 は全製造業(工 業統計産業分類の中分類 の22業 種)

において もすべて前年比減少 とな っている。

② 事業 所数 を従業者規 模別で み ると、従 業者数4～9人 規模 の事業所 数が878事 業所

(構成比57.9%)で 半数以上を 占め、10～19人 規模が317事 業所(同20.9%)、20～29

人規模が153事 業所(同10.1%)、 この従 業者30人 未満の事業所数が90%に 近 く、全産

業の平均 と比べてみる と小規模事業所数 の比率が若干高 い。30人 以上の事業所 数は168

事業所(同11.1%)で ある。

③ 通商産業省統計部で推計 した1～3人 規模 の事業所数 は782事 業所で あるが、 これを

加算 したプラスチ ック日用品製造業の全事 業所数 は2,298事 業所 とな り、全事業所数 に

対 し1～3人 規模 の事業所数の比率 は34.0%に なる。

〔従業者数 〕

① 平成 元年 のプラスチ ック日用品製造業の従業者数 は26,683人 で、前年 に比べ833人 が

減少(前 年比3,0%減 少)し 、事業所数の場合 と同様 に昭和61年 以来初 めて従業者数 は

減少 した。全製造業平均で は前年比0.5%の 微増で あるが、22業 種 の うち12業 種で従業

者数が増加 し10業種 で減少 して いる。

② 従業者数 を従業者規模別でみ る と、4～9人 規模の従業者数の構成比 が20.4%で 最 も

多 く、30～49人 規模 は9.7%、200人 以上の規模 は7.4%(x表 示 のため実数 は不明)

で若干少な く、他の規模 の従業者数 は15%前 後の構成比 となってい る。

③1事 業所 当た りの平均従業者数 につ いてみ ると、従業者4～29人 規模 では10人(全 製

造業平均で は10人)、30人 以上 の規模で は78人(同122人)と な ってい る。

④ 通商産業省統計部で推計 した1～3人 規模の事業所 の従業者数 は1,731人 で 、 これを

加算 した プラスチ ック日用品製造業 の全従業者数 は28,414人 とな り、全従業者数 に対 し

1～3人 規模の従業者数の比率 は6.1%に なる。
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〔出荷額等 〕

① 平成 元年 のプ ラスチ ック日用品製造業の出荷 額等は4,965億 円で 、前年 に比べ172億

円増加(前 年 比3.6%増 加)し た。最近の推移をみ ると、昭和61年 の出荷額等 は前年 に

比べ減 少 したが 、62年 以 降3年 間 は増加 して いる。平成 元年 の全製造業 の 出荷 額等 は

8.9%の 高い増加率で、全製造業の22業 種 のす べてにおいて出荷額 は増加 した。

② 出荷額等を従業者規模別でみ ると、50～99人 及 び100～199人 規模 の出荷額等 は、そ

れぞれ1千 億 円(構 成比22.1%、20.1%)を 超えて他の規模よ り構成比 は高 い。200人

以上の規模 はx表 示 とな って いるが、 この出荷額等 は410億 円(同8.3%)で あ る。

③1事 業所 当た りの出荷額等 についてみ ると、従業者4～29人 規模 では1億4,408万 円

(全 製造 業平 均 で は1億3,813万 円)、30人 以 上 の規 模で は17億8,053万 円(同40億

6,519万 円)で ある。

④ 従業 者1人 当 た りの出荷 額等 につ いてみ る と、従業者4～29人 規模 で は1,424万 円

(全 製造業平均で は1,359万 円)、30人 以上の規模では2,259万 円(同3,332万 円)で

ある。

⑤1事 業所 当た り又 は従業者1人 当た りの出荷額等を全製造業 と比較 す ると、プ ラスチ

ック日用品製造業の出荷額等 は従業者4～29人 規模では若干多 く、30人 以上 の規模 では

か な り少 な くな ってい る。

⑥ 通商産業省統計部で推計 した1～3人 規模の事業所の出荷額等 は105億 円で あ るが、

これ を加算 したプラスチ ック日用品製造業の全 出荷額等 は5,071億 円 とな り、全 出荷額

等 に対 し1～3人 規模の出荷額等の比率 は2.1%に な る。

(注)出 荷額等 は、製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額、製造工程 か ら出た く

ず及 び廃物 の出荷額及びその他の収入額の合計である。

〔付加価値額〕

① 平成 元年 のプ ラスチ ック日用品製造業の付加価値額 は2,081億 円で、前年 に比 べ54億

円増加(前 年比2.7%増 加)し 、61年 以来続 いて増加 して きて いる。全製造業 の付加価

値額 についてみ ると、平成元年の平均で は前年比8.0%増 であるが、石油製 品 ・石炭製

品製造 業は11.0%と 大幅 に減少 し、他の業種で は増加 している。

② 付加価 値額 を従業者規模別でみ ると、50～99人 及 び100～199人 規模の付加価 値額 は

他の規模 よ り構成比 は高 く、多少 の違い はあるが 出荷額等 とほぼ同様な構成比 とな って

いる。

③1事 業所 当 た りの付 加価値額 についてみ ると、従 業者4～29人 規模 で は6,559万 円
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(全 製造業で は6,450万 円)、30人 以上 の規模で は7億3,816万 円(同14億8,504万 円)、

であ る。

④ 従業者1人 当たりの付加価値額 は、従業者4～29人 規模で は648万 円(全 製造業では

634万 円)、30人 以上 の規模で は、936万 円(同1,232万 円)で ある。

図1-1事 業所数、従業者数、出荷額の対前年比推移

〈プ ラスチ ック日用品製造業 〉
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出所:平 成元年工業統計表 産業編

4



図1-2

〈プ ラ スチ ック 日用 品 〉
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〔有形 固定資産〕

① プ ラスチ ック日用品製造業の平成元年の年初現在の有形固定資産 額、(従 業者10人 以

上 の事業所)は1,104億 円で、同年 末現在高は1,150億 円で ある(年 末現在高=年 初現

在高+取 得額 一除去額 一減価償却額)。

②1事 業所当た りの平成元年の有形固定資産投 資総額(従 業者30人 以上)は1億1,834

万円(全 製造業 は2億3,850万 円)と な っている。(投 資総額=取 得額+建 設仮勘定)
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〔従業者1人 当た り現金給与額〕

プ ラスチ ック日用 品製造業の従業者1人 当た りの年 間現金給与額は、従業者4～29人 規模

で は246万 円(全 製造業で は279万 円)、30人 以上 の規模で は305万 円(同393万 円)で あ

る。(従 業者4～29人 規模 と30人 以上の規模 の数 値の算 出方法 は若干異 なる)。

(注)1事 業所 当た り又は従業者1人 当た りの数 値において、従業者4～29人 規模で はプ

ラスチ ック日用 品製造業 と全製造業 ともに大差 はな く、30人 以上の規模で は大 きな違

いがみ られ るが、 これ は全製造業には化学工 業、鉄鋼業又 は自動車工業等 の超大企業

の事業所 の数値が含 まれて いるためで あ る。

(2)王 法榔製品製造業

〔事業所数〕

① 平成元年 におけ る 「王法榔鉄器製造業」(工 業統計 における業種 名)の 事業所数 は60事

業所で、前年 に比 べ2事 業所の減少(前 年比3.2%の 減少)で ある。最近 の推移 をみ る

と、昭和60年 は7事 業所が増加(前 年比10.4%増)し たが、以後 は漸減 し、平成元年 は

最近5年 間で は最低 の事業所数 とな った。

② 事業所数 を従 業者規模別でみ ると、従 業者 数4～9人 規模の事業所数が15事 業所(構

成比25.0%)、10～19人 規模 が7事 業 所(同11.7%)、20～29人 規模が10事 業所(同

16.7%)、30～49人 規模が14事 業所(同23.3%)で 、 この50人 未満の事業所 数が4分 の

3以 上を 占あ る。従業者50人 以上の事業所数 は14事 業所(同23.3%)で あ る。他 の製造

業 と比べて事業所 の従業者規模が若干大 き くな っている。

③ 通 商産業省統 計部 で推計 した1～3人 規模 の事業所数 は9事 業所であ るが、 これを加

算 した砿榔鉄 器製造 業の全事業所数 は69事 業所 とな り、全事業所数 に対 し1～3人 規模

の事 業所数の比 率 は13.0%に なる。

〔従業者数〕

① 平成元年の瑳 榔鉄器製造業 の従業者数 は3,200人 で、前年 に比べ324人 の減少

(前年比9.2%減 少)で ある。最近の推移をみ ると、昭和60年 は前年比で事業所数 は増

加 したが従業者数 は27.3%の 大幅 な減少 とな り、以後 は事業所数 と同様 に漸減 し、最近

5年 間では同 じく最低の従業者数 となって いる。

② 従業者数を従業者規模別で み ると、30～49人 規模の従業者数の構成比が17.3%、50～

99人 規模が8.3%、100～199人 規模が23.7%、200人 以上の規模は36.2%(x表 示 の

ため実数 は不明)で 、比較 的大 きな規模の従業者数の比率が高 く、全製造業又 はプ ラス
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チ ック日用品製 造業 とはかな り違 った規模別従業者数の構成比 とな ってい る。

③1事 業所 当た りの平均従業者数 にっいてみる と、従業者4～29人 規模で は14人 、30人

以上の規模 で は98人 とな ってい る。

④ 通商産業省統 計部で推計 した1～3人 規模 の事業所の従業者数 は22人 で、 これを加算

した1法螂鉄 器製 造業の全従業者数 は3,222人 とな り、全従業者数 に対 し1～3人 規模 の

従業者数の比 率 は0.7%と 低率である。

〔出荷額等〕

① 平成元年の1法榔鉄器製造業 の出荷額等 は785億 円で、前年 に比べ10億 円弱増加(前 年

比1.2%増 加)し た。最近の推移をみる と、昭和60年 の出荷額等は前年比35.7%激 減 し

たが 、61年 以降 は各年6～7%前 後増加 し、元年 は1.2%の 微増に とどま った。

② 出荷額等を従業者規模別でみると、30～49人 規模の出荷額等の構成比が18.1%、50～

99人 規模が6,6%、100～199人 規模が29.1%、200人 以上の規模は36.4%(x表 示の

ため実数 は不 明)で 、従業者数 の規模別構成比 とほぼ同様で ある。

③1事 業所 当た りの出荷額等についてみ ると、従業者4～29人 規模で は2億3,592万 円、

30人 以上 の規模 では25億2,440万 円である。

④ 従業者1人 当た りの出荷額等につ いてみ ると、従業者4～29人 規模で は1,634万 円、

30人 以上の規模 で は2,575万 円である。

⑤1事 業所 当た り又 は従業者1人 当た りの出荷額等を全製造 業 と比較す ると、1法榔鉄器

製造業の出荷額 等 は、従業者30人 以上規模で は少 ないが、30人 以上 の規模で はかな り多

いのが 目立 って いる。

⑥ 通商産業省統計部で推計 した1～3人 規模の事業所 の出荷額等は約1億 円であ るが、

これ を加算 した舷1郎鉄器製造業の全出荷額等 は786億 円 とな り、全出荷額等 に対 し1～

3人 規模の 出荷額等 の比率 は0.1%に 過 ぎない。

〔付加価値額〕

① 平成 元年の瑳榔鉄器製造業の付加価値額 は279億 円で、前年 に比べて出荷額等 は増加

したが付加価値額 は17億 円減少(前 年比6.0%減 少)し た。最近の推移 をみ ると60年 は

前年比42.8%の 大幅減少 とな ってい るが、61年 は18.1%増 、62年 は7.4%増 、63年 は

6.5%増 、元年 は6.0%減 と変動が激 しい。

② 付加価値額 を従業者規模別でみ ると、30～49人 及び100～199人 規模の付加価値額 は

他の規模よ り構 成比 は高 く、200人 以上の規模で は38.8%で 、多少の違 いはあ るが 出荷
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額等 とほぼ同様 の構成比 とな って いる。

③1事 業所当た りの付加価 値額 につ いてみ ると、従業者4～29人 規模 では1億1,822万

円、30人 以上の規模で は8億7,043万 円で ある。

④ 従業者1人 当た りの付加 価値額 は、従業者4～29人 規模で は818万 円、30人 以上の規

模で は888万 円である。

⑤1事 業所当た り又は従業者1人 当た りの付加価値額で、従業者4～29人 規模の額 は全

製造業 と比べて極 めて多い。

図1-3事 業所数 、従業者数、 出荷額の対前年比推移

〈董法榔製品製造業 〉

(%)
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60

事業所数
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出荷額等

昭和60年61年 62年 63年 平成1年

出所:平 成元年工業統計表 産業編
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図1-4従 業者規模別統計構成比
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〔有形固定 資産〕

① 王法榔鉄器製造業の平成元年の年初現在の有形 固定 資産額(従 業者10人 以 上の事業所)

は147億 円で 、同年末現在 高は144億 円で ある(年 末現在高=年 初現在高+取 得額 一除

去額 一減価償却額)。

②1事 業所 当た りの平成元年の有形 固定資産投資総額(従 業者30人 以上)は8,144万 円

となってい る(投 資総額=取 得額+建 設仮勘定)。

〔従業者1人 当た りの現金給与額〕

① 瑳榔鉄器製造業の従業者1人 当た りの年間現金給与額 は、従業者4～29人 規模では318

万円、30人 以上 の規模では397万 円(同393万 円)で ある。

② 王法榔鉄 器製造業で は全製造業 に比 べて 、30人 以上 の規模で は殆 ど同額であ るが、4～

29人 規模 では10%以 上 も多 くなっている。
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図1-5従 業者1人 当た りの統計 の比較
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1.3品 目編 における関連統計

(1)プ ラスチ ック日用品雑貨、台所用品、食卓用品、浴室用品

〔産 出事業所数〕

① 品 目編 にお ける平成元年 のプラスチ ック日用品雑貨 、台所用品、食卓用品、浴室用品

(以下 「プラスチ ック日用品」と省略)の 産出事業所数 は1,701事 業所で、前年 に比べ

88事 業所 の減少(前 年比4.9%の 減少)で ある。最近数年 間の事業所数の推移 につ いて

み ると、概ね1,700事 業所前後で推移 し大 きな変化 はない。

産業 編における事業所数は1,516事 業所で、品 目編 の事 業所数 は これよ り185事 業所

多 くな ってい るが 、これ は、工業用品 プラスチ ック製 品製造 業やプラスチ ック容器製造

業等、他の産業で製造 されているプ ラスチ ック日用品のすべてが集計 されてお り、また

加工賃収入事 業所等 は別途集計 され ているため、品 目編 と産業編 との数値 は一致 しない。

② 都道府県別の産 出事業所 についてみると、47都 道府 県でプ ラスチ ック日用品の事業所

が全 くないのは高知県 、長崎県、宮 崎県及び沖縄県の4県 のみで、 この他の43都 道府県

に分布 してい る。都道府県別の産 出事業所数についてみ ると、1,701事 業所の うち、大

阪府の事業所数 が319事 業所(構 成比18.8%)で 最 も多 い。次 いで東京都が150事 業所

(同8.8%)、 愛知県が133事 業所(同7.8%)、 埼玉県が117事 業所(同6.9%)、

奈良県が88事 業所(同5.2%)、 新潟県が80事 業所(同4.7%)の 順 となってい る。

〔出荷額〕

① 平成元年の出荷額 は4,868億 円で前年 に比べ255億 円増加(前 年比4.9%増 加)し た。

最近の推移をみ ると、前年比で昭和61年 は2%の 減少で あるが他の各年は増加 し、産 業

編 の出荷額等 とは多少異 な った推移がみ られ る。

② 都道府県別の出荷額 にっいてみ ると、大阪府の出荷額が851億 円(構 成比17.5%)で

事業所数 の場 合 と同様 に最 も多 い。 次いで愛知県 が498億 円(同10,2%)、 奈良 県が

389億 円(同8.0%)、 新潟県が278億 円(同5.7%)、 富 山県が250億 円(同5.1%)、

埼玉県が246億 円(同5.1%)の 順 とな ってお り、事業所数 の順位又 は構成比 とはか な

り違 った ものとなってい る。

〔加工賃収入〕

品 目編で は加工賃収入 は出荷額 とは別 に集計 されてい る。平成元年 の加工賃収入の あ っ

た事業所数 は656事 業所で、収入額 は225億 円とな ってい る。
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(2)王 法榔製品

〔産出事業所数〕

品 目編 における磁榔製品 は、台所 ・食卓用1法郷鉄器、珪榔製衛生用品、その他 の瑳榔鉄器

の3品 目に分類 されて いる。

① 平成元年の瑳榔製品の産 出事業所数 は、台所 ・食卓用瑳榔鉄器(以 下 「台所用品」 と

省略)の 産 出事業所数 が29事 業所 で前年比2事 業所の 減少、瑳榔製衛 生用品が(以 下

「衛生用品 」と省略)18事 業所で 同2事 業所 の増加 、その他の王法榔鉄 器(以 下 「その他

用品」 と省略)が39事 業所 で同5事 業所の増加 、合計86事 業所(延 数)で 同5事 業所の

増加である。

最近 数年間の事業所数 の推移 につ いてみ ると、台所用品の事業所数 は昭和60年 と比べ

てll事 業所の減少(27.5%減 少)、 衛生用品は同 じく2事 業所の減少(10.0%減 少)、

その他用品 は同 じく5事 業所の増加(14.7%増 加)と な ってお り、台所用品の事業所数

の減少が特 に目立 っている。

② 都道府県別の琉榔製品の産 出事業所 は、47都 道府県の うち、台所用品 の事業所が10都

道府県 、衛生用品が9都 道府県、その他用 品が14都 道府県、合計17都 道府県 にそれぞれ

分布 して いる。

都道府県別の産 出事業所数 は、事業所数が1又 は2の ため秘匿 されていることか らx

表示が多 くな っているが、事業所数 が3事 業所以上 につ いてみ ると、台所用品で は愛 知

県の事業所数 が7事 業所(構 成比24.1%)、 三重県が6事 業所(同20,7%)、 埼玉県、

東京都及び大阪府が それぞれ3事 業所(各 同10.3%)で あ る。衛生用品で は愛知県の事

業所数が5事 業所(同27.8%)、 福 岡県が3事 業所(同16.7%)で ある。 またその他用

品では、愛知 県の事業所数が10事 業所(同25.6%)、 大阪府が5事 業所(同12.8%)、

福 岡県が4事 業所(同10.3%)、 埼玉県及 び東京都がそれぞれ3事 業所(各 同7,7%)

である。各品 目において愛知県の事業所数が4分 の1前 後を 占めている。

〔出荷額〕

① 品目編における平成元年の麩榔製品 の出荷額 は、台所 用品が168億 円、(前 年比19.2

%減 少)、 衛生用品が198億 円(同8.9%増 加)、 その他用品が385億 円(同25.9%増

加)、 合計753億 円(8.0%増 加)で ある。

最近の推移 をみ ると、昭和60年 と平成元年の出荷額 との比較 では、台所用品は42.8%

減少、衛生用 品は25.1%増 加、その他用品 は63.0%増 加 、合計 は9.0%増 加 とな ってお

り、 この間、台所用品の出荷額 は大幅 に減少 し、その他用 品の出荷額 は大幅に増加 して
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いる。

この ような大幅な増減のために、昭和60年 と平成 元年の 出荷額の構成比を比較 してみ

ると、台所 用品の構成比は昭和60年 の42.8%か ら平成 元年 は22.4%、 衛生用品 は同 じく

23.0%か ら26.4%、 その他用品 は同 じく34.3%か ら51.2%へ と大 き く変動 した。

② 都道府県別出荷額 は事業所の場合 と同様 に事業所数 が3事 業所以上にっ いて 集計 され

て いる。都道府県別の台所用品の出荷額 は、愛 知県が51億 円(構 成比30.4%)、 大阪府

が30億 円(同18.1%)、 埼玉県が24億 円(同14.5%)、 三重県が19億 円(同11.6%)、

東京都が6億 円(同3.7%)で あ る。 同 じく衛生用品の出荷額 は、福岡県が80億 円(同

40.7%)、 愛知県が34億 円(同17.1%)で ある。 また、その他用品の出荷額 は、愛知県

が114億 円(同29.8%)、 福 岡県が94億 円(同24.4%)、 埼玉県が10億 円(同2.7%)、

大阪府が4億 円(同1.2%)、 東京都が3億 円(同0,8%)で ある。

1法1郎製品合計で は、愛知県の出荷額が200億 円(同26.6%)、 福 岡県が174億 円(同

23.2%)、 埼玉県が34億 円(同4.6%)で この3県 の出荷額 が54.4%以 上を 占めて い る

が、他 の都道府県 はx表 示のため実数は不 明で ある。

〔加工賃収入〕

平成元年 における瑳榔製 品の加工賃収入のあ った事業所 は30事 業所 で、 この収入額 は41億

円とな ってい る。
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図1-6平 成元年プ ラスチ ック日用品の出荷額100億 円以上 の都道府県
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出所:平 成元年工業統計表 品目編
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第2章 ア ン ケ ー ト調 査 結 果

2.1凡 例

(D今 回 の調査 は、プ ラスチ ック日用品業界 と1法榔製品業界の両業界の調査を実施 したため、

各調査 項 目について はそれぞれ分類 して集計 した。

(2)プ ラスチ ック日用品業界は、或 る調査項 目にっいては、東 日本(本 社が関東通産局以北)、

中 日本(同 中部通産局)、 西 日本(同 近畿通産局以西)の 地域別 に分類集計 した。

(3)従 業者数規模別分類 は、次の区分 とした。

A

B

C

D

E

F

規 模

ノノ

〃

ノノ

ノノ

ノノ

1～10人

11～30"

31～50"

51～100"

101～300"

301人 以 上

(4)ア ンケー ト調査 に係 る実態調査表及びその集計結果表 について は、第4章 の資料編を参照

され たい。

2.2調 査集計企業の概 要

(1)企 業数

〈プ ラスチ ック日用品 〉

この調 査で集計 したプ ラスチ ック日用品製造業の企業数 は107社 で ある。 これ を地 区別 に

分類 してみ ると、東 日本の企業数 が34社(構 成比31.8%)、 中 日本が14社(同13.1%)、 西

日本が59社(同55.1%)と な ってお り、西 日本地区の企業数が半数以上 を占めてい る。

これ を従業者数規模別 に分類 す ると、A規 模(1～10人)の 企 業数が11社(構 成 比10.3

%)、B規 模(11～30人)が17社(同15,9%)、C規 模(31～50人)が21社(同19.6%)、

D規 模(51～100人)が20社(同18.7%)、E規 模(101～300人)が26社(同24.3%)、

F規 模(301人 以上)が12社(同11,2%)と な って いる。

各地 区別 に規模別企業数をみ ると、東 日本は各規模の企業数 は殆 ど同数 となってお り、西

日本 は比較的大 きな規模 の企業が多 くな ってい る。

なお、集計企業 のなかには、株式上場企業がE規 模 に1社 、F規 模に3社 、計4社 が含 ま

れてい る。
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〈1法榔 製 品 〉

この調 査 で集 計 した1法榔 製 品 製 造 業 の 企 業数 は7社 で あ る。 集 計 表で は地 区 別分 類 は して

い な いが 、 この所 在 地 は 東京 都 が4社 、愛知 県 が3社 で あ る。

従 業 者数 規 模 別 に分類 す る と、C規 模(31～50人)の 企 業 数 が1社(構 成比14.3%)、D

規 模(51～100人)が4社(同57.1%)、E規 模(101～300人)が2社(同28 .6%)と な

って お り、A、B、F規 模 の企 業 はな い。

② 資本金

くプラスチ ック日用品 〉

プラスチ ック日用品製造業の資本金総額 は、1,307億3,855万 円で ある。規模別 の金額 をみ

ると、F規 模の資本金が1,233億 円で全体の94.3%と 大 きな比率 を しめてい るが 、 この うち

大企業のS社 の資本金が900億 円を超 えているため に特 に比率 が高 くな っている。 したが っ

て これを除外すれば資本金総額は381億 円とな る。

企業の組織形態 につ いて は、社 名か ら判断 して、有限会社 が西 日本 に1社 み られ るが、他

はすべて株式会社組織 となってい る。

〈王法榔製品>

1法榔製品製造業の資本金総額 は、1億9,500万 円であ る。 資本 金1億 円以上の企業が1社 あ

る他 は5千 万円以下の資本金額 とな っている。

企業組織形態 はすべて株式 会社組織 である。

(3)従 業者数

くプ ラスチ ック日用品 〉

この調査で集計 したプ ラスチ ック日用品製造業の従業者総数 は18,753人 であ る。規模別の

従業者数をみる と、F規 模 の従業者数が11,609人 で全体の61.9%と 比率が高いが、資本金の

場合 と同様に、S社 の従業者数が5,000人 を超えて いるた めに高い比率 とな ってい る。 した

が って これを除外 した従業者総数 は13,453人 となる。

従業者数を社員 とパ ー ト・アルバ イ トに分けて回答を求 めたが、パー ト・アルバイ トを採

用 していない(記 入がなか った)企 業数 は、東 日本 は3社 、 中日本は4社 、西 日本 は14社 、

計21社(全 企業数の19.6%)で あ る。

従業者数の うち(S社 の従業者数 を除 く、以下同 じ)、 社員が11,134人(構 成比82.8%)、

パー ト・アルバ イ トが2 ,319人(同17.2%)で あ る。規模別でみ ると、A規 模で はパー ト・
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ア ルバ イ トの 比 率 が34.3%で 、平 均 の2倍 の 比 率 とな って い る。 また 、地 区 別 で み る と、 パ

ー ト ・ア ルバ イ トの 比 率 が 東 日本 で は20
.7%、 中 日本 は8.7%、 西 日本 は16.6%と な って お

り、東 日本 の パ ー ト ・ア ルバ イ ト数 の比 率 が 高 く中 日本 の 比 率 が 低 い。

従 業 者 数 の なか で 営 業 マ ンの数 に つ いて は、 営業 マ ンを 置 いて い な い(記 入 が な か った)

企 業 数 は 、東 日本 は3社 、 中 日本 は2社 、 西 日本 は4社 、 計9社(全 企 業 数 の8.5%)で あ

る。 記 入 の あ った 営 業 マ ンの 数 は 、1,777人 で 全従 業 者 数 の13.2%で あ るが 、A及 びB規 模

で は20%以 上 と営 業 マ ンの 比 率 が 高 くな って い る。

〈王法1.良β製品 〉

磁榔製品製造業の従業者総数 は708人 であ る。 この うち社員が528人(構 成比82.2%)、

パ ー ト・アルバ イ トが126人(同17 .8%)で 、構成比 はプラスチ ック日用品製造業 とほぼ同

率 となって いる。

営業 マ ンは25人 で、全従業者数 に対 して3.5%と なってお り、プラスチ ック日用品製造業

と比べて営業マ ンの比率 は極 めて低 い。

(4)売 上高

〈プ ラスチ ック日用 品製造業 〉

この調査で集計 したプ ラスチ ック日用品製造業の総売上高は1兆945億 円であ る。 資本金

や従業者数の場合 と同様にS社 の売上高が全体 の50%以 上を 占めて いる。

この総 売上高 の うち、プ ラスチ ック日用 品の売上高 は2,667億 円で 、総 売上 高に対 して

24.4%と 約4分 の1で あ る。総売上高に対す るプラスチ ック日用品の売上高の比率 を企業規

模別でみ ると、A規 模 は97.1%、B規 模は82.4%、C規 模 は72.5%、D規 模 は67.4%、E規

模 は81.6%、F規 模 は8.8%と なってお り、規模が大 きくな るの にともな ってプ ラスチ ック

日用品の売上 高比率 は低 くなる。特 にF規 模 は、プ ラスチ ック日用品の比率 の低 いS社 の売

上高 も含まれてい るため、プラスチ ック日用品の売上 高は10%に も満たない。

〈磁榔製 品 〉

瑳榔製 品製造業 の総売上高 はll1億 円であ る。 この うち瑳榔製品の売上 高は109億9千 万

円で、総売上高 に対 して99,0%と な ってお り、王法榔製品以外の売上 高は1%以 下 である。規

模 別にみ ると、D規 模 の2社 で融榔製 品以外の製品の売上があ るが、他 の5社 は100%が 瑳

榔製品 の売上高 とな っている。
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(5)1企 業 当た りの従業者数 と売上高及 び従業者1人 当 たりの売上高(表1-1参 照)

〈プ ラスチ ック日用品 〉

(この項で は、F規 模のS社 の数値 は、平均値 が異常 とな るため計算か ら除外す る)

①1企 業 当た りの従業者数 は、全体平均で は127人 であ る。地区別でみ ると、東 日本の

平均従業者数 は135人 、中 日本は96人 、西 日本 は130人 となってい る。東 日本及び西 日

本はほぼ同数であるが、中 日本は他地区よ りかな り少ない。

②1企 業 当た りの売上高 は、全体 平均で は45億400万 円である。地区別 でみ ると、東 日

本の平均売上高は40億4,900万 円、中 日本 は33億4,500万 円、西 日本 は50億5,100万 円 と

な ってお り、3地 区で大 きな違いがみ られ る。なお、東 日本及 び西 日本 はS社 を除いた

上場企業の売上高 も含 まれて いる。

③ 従業者1人 当た りの売上高 にっ いてみ ると、全体平均では3,568万 円であ る。地区別

でみ ると、東 日本の平均売上高 は3,003万 円、中 日本 は3,474万 円、西 日本は4,467万

円で西 日本が最 も多 く、西 日本の売上高 と比べ東 日本 は約1,500万 円、同 じく中 日本 は

約1,000万 円それぞれ少 な くなって いる。

従業者規模別で平均売上高をみ ると、A規 模の平均売上高は2,930万 円で最 も少 な く、

B規 模 は4,283万 円で最 も多 く、他の規模で は3,300万 円～3,700万 円とな っている。

〈瑳榔製品 〉

磁榔製品 は調査集計企業数 が7社 と少 ないため、実態を示す もの とは考え られな いが、一

応集計企業について分析 してみ ることとす る。

①1企 業当た りの平均従 業者数 は101人 とな ってお り、プラスチ ック日用品の平均従 業

者数 よ り20%程 度少ない。

②1企 業当た りの売上高は、全体平均 で は15億8,600万 円 とな ってお り、各規模別の平

均売上高 も、プラスチ ック日用品 の平均 売上高 と比べてかな り少ない。

③ 従業者1人 当た りの売上高につ いてみ ると、全体平均では1,568万 円で あ る。従業者

規模別で平均 売上高をみ ると、C規 模 の平均売上高 は952万 円、D規 模 は1,724万 円、

E規 模 は1,544万 円とな ってい る。
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表1-11企 業 当た り従業者数 と売上高及び従業者1人 当た り売上 高

規 模 1企 業当た り 1企 業当た り 従業 者1人
業 種

地 区 従 業 者 数 売 上 高 当たり売上高

人 百万円 万円
A 6 184 2930
B 21 899 4 283
C 39 945 3 304

プ ラ スチ ック D 77 1,931 3 751
E 168 4,587 3 349

日 用 品 F 574 20,855 3 636

東日本 135 4,049 3,003
中日本 96 3,345 3,474
西日本 130 5,051 4,467

計(平 均) 127 4,504 3,549

C 42 400 952
王法 榔 製 品 D 58 1,000 1,724

E 217 3,500 1,544

計(平 均) 101 1,586 1,568

(万 円)

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

一

4,467

4,283

～

3,751

3,304
3,349

3,636

3,474
3, 549

2,930
3,003

一

A
規
模

図1一 了 従業者1人 当た り売上高

(プ ラスチ ック日用品)

5,000

BCDEF

〃 〃 〃 〃 〃
計

西
日
本

中
日
本

東
日
本

4,000

3,000

2,000

1,000

0

(瑳榔製品)

計
E

〃

D

〃

C

規
模
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2.3事 業所数(通 産局別)

〈プラスチ ック日用品 〉

① プ ラスチ ック日用品製造業の107企 業の事業所数 は600事 業所で 、 この うち東 日本の

企業 の事業所数は168事 業所(構 成比28.0%)、 中 日本の企業 は70事 業所(同11.7%)、

西 日本の企業 は362事 業所(同60.3%)と な っている。

1企 業当た り平均事業所数 は全体で は5.6事 業所であ る。 同 じく地区別でみ ると、東

日本 の企業 は4.9事 業所、中 日本 は5事 業所 、西 日本 は6.1事 業所 となってお り、西 日

本の企業 の平均事業所数 は若干 多 い。

② 事業所 の種類別の事業所 数にっいてみ ると、600事 業所 の うち、支店 ・支社が81事 業

所(構 成比13.5%)、 営業所 が232事 業所(同38.7%)、 出張所が55事 業所(同9.2%)

工場が173事 業所(同28.8%)、 物 流セ ンターが56事 業所(同9.3%)、 その他が3事

業所(同0.5%)と なってい る。

各地 区 とも営業所数の構 成比 が最 も高 く、また種類別事業所数 の構成比に も大 きな違

いはない。

③ 通産局別事業所数 についてみ ると、600事 業所の うち、北海道通産局の事業所数が32

事 業所(構 成比5.3%)、 東北 が41事 業所(同6.8%)、 関東が170事 業所(同28.3

%)、 中部が72事 業所(同12.0%)、 近畿が166事 業所(同27.7%)、 中国が35事 業所

(同5.8%)、 四国が17事 業所(同2.8%)、 九州が61事 業所(同10.2%)、 海外が6

事業所(同1.0%)と な ってい る。

地 区別で通産局別事業所数 をみ ると、東 日本の企 業は関東通産局の事業所数が45.2%、

中 日本の企業は中部通産局 の事業所数が42.9%、 西 日本 の企業 は近畿通産局 の事業所数

が37,0%と 、それぞれ地元 の事業所数 の比率が最 も高 くな って いるが、中 日本及 び西 日

本の企業 は関東通産局 に もそれ ぞれ20%以 上の事業所 を配置 して いる。

〈瑳榔製品 〉

① 融榔製品製造業の7企 業 の事業所数 は14事 業所で 、1企 業平均事業所数 は2事 業所で

ある。

② 事業所の種類別の事業所数 にっ いてみ る と、14事 業所の うち、支店 ・支社が2事 業所

(構成比14.3%)、 工場が11事 業所(同78.6%)、 物流 セ ンターが1事 業所(同7.1%)

となってお り、営業所及 び出張所等 はない。

③ 通産局別事業所数にっいてみ る と、14事 業所の うち、東北通産局の事業所数が1事 業

所(構 成比7.1%)、 関東が6事 業所(同42.9%)、 中部が5事 業所(同35.7%)、 海
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外 が2事 業所(同14.3%)と な って い る。

表1-2事 業所数(通 産局別)

通産局
東 日 本 中 日 本 西 日 本 プラ日用品合計 王法王郎 製 品

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

北海道
東 北
関 東
中 部
近 畿
中 国
四 国
九 州
海 外

10
.14

76

13
26

8

4

14

3

%

6.0
8.3

45.2
7.7

15.5

4.8

2.4

8.3

1.8

4

5

15
30

6

2

2

6

%

5.7
7.1

21.4

42.9

8.6

2.9

2.9

8.6

18
22

79

29

134

25

11

41

3

%

5.0

6.1
21.8

8.0

37.0

6.9

3.0

11.3

0.8

32

41

170

72

166

35

17

61

6

%

5.3

6.8
28.3

12.0
27.7

5.8

2.8

10.2

1.0

1

6

5

2

%

7.1

42.9
35.7

14.3

合 計 168 100.0 70 100.0 362 100.0 600 100.0 14 100.0

2.4仕 入先数(通 産局別)

〈プ ラスチ ック日用品 〉

① 仕入先数 につ いて回答のあ った102企 業(無 回答5社)の 仕入先数 は6,339社 であ る。

この うち東 日本 の33企 業の仕入先数 は1,967社(構 成比31.0%)、 中 日本の12企 業の仕

入 先数 は703社(同11.1%)、 西 日本の57企 業 の仕入先数 は3,669社(同57.9%)と な

っている。

1企 業 当た り平均仕入先数 は全体で は62社 である。同 じく地 区別でみ ると、東 日本の

企業 の平均仕入先数 は60社 、中日本 は59社 、西 日本 は64社 とな ってお り、西 日本の企業

の仕入先数 は他地区よ り若干多 い。

② 仕入先 の種別数 についてみ ると、6,339社 の うち、商品仕入 先数 が1,891社(構 成比

29.8%)、 原材料仕入先数 が1,690社(同26.7%)、 副資材 仕入先数 が2,082社(同

32.8%)、 その他仕入先数が676社(同10.7%)と な ってい る。 その他仕入先にっいて

は、殆 どが外注先 とみ られ る。

地 区別で仕入先数をみる と、東 日本で は商品仕入先数 が39.0%、 中 日本で は副 資材仕

入先数が39.0%、 西 日本で は原材料仕入先数が35.0%で 、それ ぞれ最 も比率が高 くな っ

てお り、地 区によって仕入先数の種別構成比がかな り異 な ってい る。

③ 通産局別及 び海外の仕入先数についてみ ると、6,339社 の うち、北海道通産局 の仕入

先数が16社(構 成比0.2%)、 東北通産局 が67社(同1.1%)、 関東通産局が1,889社
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(同29.8%)、 中部 通産局が729社(同11.5%)、 近畿通産局が3,392社(同53.5%)、

中国通産局が108社(同1.7%)、 四国通産局が25社(同0.4%)、 九州通産局が46社

(同0.7%)、 海外か らの仕入先数が67社(同1.1%)と な っている。

地区別で通産局別仕入先数をみ ると、東 日本の企業 は関東通産局 の仕入先数が77.5%、

中 日本の企業 は中部通産局 の仕入先数が73.5%、 西 日本 の企業 は近畿通産局の仕入先数

84.7%と 、当然の ことなが ら、それぞれ地元の仕入先数 の比率が圧倒 的に高 くな って い

る。

〈王法榔製品 〉

① 堪榔製品製造業の7企 業の仕入先数 は344社 で、1企 業 当た りの平均仕入先数 は49社

である。

② 仕入先 の種別数 にっ いて み ると、344社 の うち、商品仕 入先数が51社(構 成比14.8

%)、 原材料仕入先数が88社(同25.6%)、 副資材仕入先数が104社(同30.2%)、 そ

の他が101社(同29.4%)で あ る。その他の仕入先数 の比率が高 くな っているが、 その

内容 は記入が ないため不 明であ る。

③ 通産局 別 の仕 入先数 にっ いてみ る と、344社 の うち、東北 通産局 の仕入先数 が7社

(構成比2.0%)、 関東通産局 が113社(同32,8%)、 中部 通産 局が205社(同59.6

%)、 近畿通産局 が19社(同5.5%)と な ってお り、仕入先 はこの4地 区に限 られ てい

る。

表1-3仕 入先数(通 産局別)

東 日 本 中 日 本 西 日 本 プラ日用品合計 琉 榔 製 品
通産局

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

% % % % %
北海道 1 0.1 9 1.3 6 0.2 16 0.3

東 北 39 2.0 5 0.7 23 0.6 67 1.1 7 2.0

関 東 1,525 77.5 112 15.9 252 6.9 1,889 29.8 113 32.8

中 部 93 4.7 517 73.5 119 3.2 729 11.5 205 59.6
近 畿 238 12.1 47 6.7 3,107 84.7 3,392 53.5 19 5.5
中 国 11 0.6 2 0.3 95 2.6 108 1.7
四 国 5 0.3 2 0.3 18 0.5 25 0.4

九 州 22 1.1 7 1.0 17 0.5 46 0.7

海 外 33 1.7 2 0.3 32 0.9 67 1.1

合 計 L967 100.0 703 100.0 3,669 100.0 6,339 100.0 344 100.0
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2.5得 意 先 数(通 産 局別)

〈 プ ラ ス チ ッ ク日用 品 〉

① 得 意 先 数 に っ い て回 答 の あ った104企 業(無 回 答3社)の 得 意 先数 は31,072社 で あ る。

この う ち東 日本 の33企 業 の得 意 先 数 は7,056社(構 成 比22 .7%)、 中 日本 の13企 業 の 得

意 先 数 は2,493社(同8.0%)、 西 日本 の58企 業 の得 意 先 数 は21 ,523社(同69.3%)と

な って い る。

1企 業 当 た りの 平 均 得意 先 数 は全体 で は299社 で あ る。 同 じく地 区別 でみ る と、 東 日

本 は214社 、 中 日本 は192社 、西 日本 は371社 とな って お り、 西 日本 の得 意 先 数 は他 地

区 と比 べて 極 めて 多 い 。

② 得 意 先 の 種 別 数 につ い てみ る と、得 意 先 の31,072社 の うち 、問 屋 が28,984社(構 成 比

93.3%)で 大 部 分 を 占めて お り、 この 他 で は通 信 販 売 先が485社(同1 .6%)、 海外 取

引 先 が329社(L1%)、 そ の他 の 取 引 先1,274社(同4.1%)と な って い る。 そ の他

取 引 先 の 内 容 は殆 ど無 記 入 の た め不 明 で あ る。

地 区 別 で 得意 先数 をみ る と、問 屋 の 比 率 は 、東 日本で は97.3%、 中 日本 で は93 .5%、

西 日本 で は9L9%と な って お り、東 日本 の 問屋 の 比率 が 他 地 区 よ り高 い 。

③ 通産 局 別及 び海 外 の 得意 先数 にっ い て み る と、 得意 先 数31,072社 の う ち、北 海 道 通 産

局 が1,008社(構 成 比3.2%)、 東 北 通 産 局 が1,567社(同5.0%)、 関 東 通 産 局 が

10,952社(同35.2%)、 中 部 通 産 局 が3,443社(同11.1%)、 近 畿 通 産 局 が7 ,818社

(同25.2%)、 中 国 通 産 局 が1,744社(同5.6%)、 四 国 通 産 局 が1,074社(同3.5

%)、 九 州 通 産 局 が3,167社(同10,2%)、 海外 の得 意 先が299社(同1 .0%)と な っ

て い る。

地 区 別 で通 産 局 別得 意 先 数 を み る と、 東 日本 、 中 日本及 び西 日本 の 何 れ の地 区 で も関

東 通産 局 の 得 意 先数 が 最 も多 くな って い る。

〈王法榔製品 〉

① 瑳榔製品製造業 の7企 業の得意先数 は419社 で、1企 業当た りの平均 得意先数 は60社

であ る。

② 得意先の種別数 についてみると、419社 の うち、問屋が360社(構 成比85.9%)、 通

信販売先が31社(同7.4%)、 海外取 引先が21社(同5.0%)、 その他取 引先が7社

(同1.7%)と なっている。その他取引先 については記入がないたあ不 明で ある。

③ 通産局別 及 び海外の得意先数につ いてみ ると、北海道通産局が24社(構 成比5.7%)、

東北 通産 局 が22社(同5.3%)、 関東 通産 局が135社(同32.2%)、 中部 通産 局 が

一23一



73社(同17.4%)、 近 畿通 産 局 が109社(同26.0%)、 中 国通 産 局 が14社(同3.3%)、

四 国通 産 局 が7社(同1.7%)、 九 州 通 産 局 が23社(同5.5%)、 海 外 が12社(同2.9

%)と な って い る。

(注)調 査 表 に、 得 意 先 の種 別 に 「海 外 取 引 」 の 項 目が あ り、 ま た、 地 区 別 に も 「海 外 」

の 項 目が あ って 、 設 問が 不 適 切 で あ っ たが 、 回 答 をそ の ま ま集 計 した。

表1-4得 意先数(通 産局別)

東 日 本 中 日 本 西 日 本 プラ日用品合計 1法榔 製 品

通産局

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

% % % % %

北海道 241 3.4 82 3.3 685 3.2 1,008 3.2 24 5.7

東 北 372 5.3 173 6.9 1,022 4.7 1,567 5.0 22 5.3

関 東 3,311 46.9 895 35.9 6,746 31.3 10,952 35.2 135 32.2

中 部 765 10.8 452 18」 2,226 10.3 3,443 11.1 73 17.4

近 畿 1,239 17.6 413 16.6 6,166 28.6 7,818 25.2 109 26.0

中 国 343 4.9 137 5.5 1,264 5.9 1,744 5.6 14 3.3

四 国 185 2.6 100 4.0 789 3.7 1,074 3.5 7 1.7

九 州 532 7.5 220 8.8 2,415 11.2 3,167 10.2 23 5.5

海 外 68 1.0 21 0.8 210 1.0 299 1.0 12 2.9

合 計 7,056 100.0 2,493 100.0 21,523 100.0 31,072 100.0 419 100.0

2.6得 意先別販売金額

前項 の調査結果でみ るとお り、直接の得意先 は大部分が問屋であ るが、 これ らの得意先か ら

どのよ うなと ころへ販売 されているか、販売先別金額のおよその比率 にっいて回答 を求 め、前

出の売上高 に対 し、 この比率 によ り按分計算 して販売先別販売金額を算出 した。

<プ ラス チ ッ ク日用 品>

107社 の うち、回 答 が あ った の は94社 で この販 売 金 額 は4,279億 円 、 無 回答 が13社 で この

販 売 金額 は6,666億 円で あ る。無 回 答 企 業 の販 売 金 額 が 多 くな って い るが 、 この なか に は大

手S社 の販 売 金額 も含 まれ て い る。

① 回 答 の あ った94社 の 販 売 金額 は4,279億 円で 、 この 販売 先 別 に 販 売 金 額 の多 い順 で み

る と、量 販 店へ の販 売 が83社 で1,210億 円(構 成 比28.3%)、 ホ ー ムセ ンターが84社 で

995億 円(同23.3%)、 小 売 店が81社 で843億 円(同19.7%)、 百 貨 店 が68社 で267億 円

(構 成 比6.3%)、 生協 ・農 協 が68社 で232億 円(同5.4%)、 通 信 販 売 が54社 で161億

円(同3.8%)、 海 外 販 売 が39社 で92億 円(同2.2%)、 そ の 他 が45社 で476億 円(同
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ll.1%)で ある。 このよ うに量販店、 ホームセ ンター及 び小売店への販売金額が71.3

%を 占めて主要 販売先 とな っている。その他販売先へ の販売金額 は比較的多 くな ってい

るが、 この内容 は、代理店、商社 、外食産業等が販 売先 としてあげ られて いる。

② 地区別でみ ると、東 日本 は量販店への販売金額 が31.1%、 中 日本 はホームセ ンターが

26.2%、 西 日本 は量販店が27.3%と 、それ ぞれ最 も多 く販売 され てお り、 この他の販売

金額の構成比 に も若干の違 いがみ られる。

③ 企業規模別でみ ると、C規 模 はホームセ ンターへの販売金額が最 も多 いが 、他の規模

で は何れ も量販店への販売 金額が最 も多 くな って いる。

図1-8プ ラスチ ック日用品の得意先別販売高構成比

海外 販売
2.2%

通信販売
3.8%

5.4%

生 協 ・農 協

百 貨 店6.3%

そ の他

11.1%

小 売 店

19.7%

販 売 高

4,279億 円

量 販 店

28.3%

ホ ー ム セ ン タ ー

23.3%

〈1法榔 製 品 〉

①1法 榔 製 品 製 造 業 の7社 の 販売 金 額 は111億 円で 、 この 販 売 先別 に 販 売 金額 の多 い順 で

み る と、百 貨 店 へ の販 売 金 額 が7社 で43億2,000万 円(構 成 比38.9%)、 量 販店 が7社

で19億500万 円(同17.2%)、 小 売 店が7社 で17億3,700万 円(同15.6%)、 ホー ム セ ン

ンター が7社 で5億8,700万 円(同5.3%)、 通 信 販 売 が5社 で4億5,700万 円(同4.1%)、

海 外 販 売が4社 で4億100万 円(同3.6%)、 生協 ・農協 が6社 で3億7,400万 円(同3.4

%)、 そ の他 が4社 で13億1,900万 円(同11.9%)で あ る。 この よ う に百 貨 店 、 量 販店

及 び小 売店 へ の 販 売 金額 が71.7%を 占め て 主 要 販 売 先 とな って い る。 そ の 他 販 売 先 の 内

容 は記 入 が な い た め 不 明 で あ る。
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② 企業規模 別でみ ると、C規 模で は小売店へ の販売金額が40.0%、D規 模で は量 販店へ

の販売金額が25.3%、E規 模で は百 貨店への販売金額が56 .0%と 、それぞれ構成比が最

も高 くな っている。

図1-91法 螂製 品の得意先別販売高構成比

そ の他

生 協 ・農 協

3.4%11.9%

/海 外

覧灘(罐 鷲
＼

小 売 店

15.6%量 販 店

17.2%

2.7受 注 ・発 注の方法

受注又は発注 の場合、どのよ うな方法で行 ってい るか、方法別の金額比率 によ って回答を求

めた。回答数 は複数回答で ある。

(1)受 注の場 合

くプ ラスチ ック日用品 〉

① 受注方法別比率 につ いて回答のあ った企業 は105社 で無回答 は2社 であ る。回答数 は

延べ253社 で 、 この うち、FAX・ 電話 交信 によ って受 注す る企業が102社(構 成 比

40.3%)で 最 も多 く、次いで訪問受 注が68社(同26.9%)、 注文書受信が34社(同19.4

%)、 オ ンライン利用が29社(同11.5%)、 その他が5社(同2.0%)と な って お り、

媒体MT/FDに よる受注は全 くない。

② 企業規模別でみ る と、何 れの規模 もFAX・ 電話交信の利用企業 が多 く、規模が小 さ

くな るに したが ってFAX・ 電話交 信による受注の企業比率 は高 くな って いる。F規 模

ではオ ンライ ンで受注 している企業比率が比較的高い。
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③ 受 注 方 法 別 に そ れ ぞ れ の利 用 比 率 につ いて み る と、1～19%を 利 用 して い る企 業 は 、

訪 問受 注 で は69.1%、 注 文書 受 信 で は71.4%、 オ ンライ ンで は65.5%、 その 他 で は89.0

%と な って い るが 、FAX・ 電 話 交信 で は、1.0%に 過 ぎな い。 これ と は反 対 に 、80%

以上 を利 用 して い る企 業 は、注 文 書受 信 で は8.1%、 オ ンラ イ ンで は3.4%、 訪 問 受 注

及 び その 他 で は全 くな い が 、FAX・ 電 話 交 信 で は66.7%と な って お り、 利 用 比 率 は圧

倒 的 に高 くな って い る。

受 注 方 法別 に 利 用 比率100%の 企 業 は、 注 文書 受 信 で 受 注 す る企業 で は3社 、FAX

・電 話 交 信 で は15社 、 オ ン ライ ンで は1社 、計19社 で あ る。

〈王法榔製品 〉

① 受注方法別比 率について回答のあ った企業は7社 で ある。回答数 は延べ18社 で、 この

うちFAX・ 電 話交信 によ って受注する企業が7社(構 成比38.9%)で 、回答企業の全

社がFAX・ 電話交信 による受注を行 っている。 この他で は訪問受注が5社(同27.8%)、

注文書受信が5社(同27.8%)、 オ ンラインが1社(同5.6%)で ある。

② 受注方法別 にそれぞれ の利用率 についてみる と、7社 の うち、FAX・ 電話交信 によ

る受注を80%以 上 行 っている企業が6社 、訪問受注 を80%以 上 行 って いる企業が1社 で

ある。

(2)発 注の場合

くプ ラスチ ック日用 品 〉

① 発注方法別比率 にっ いて回答のあ った企業 は96社 で無回答は11社 であ る。回答数 は延

べ150社 で、 この うち、FAX・ 電話交信 によ って発注す る企業が90社(構 成比60 .0%)

で受 注 の場 合 よ り更 に比 率が 高 くな って お り、次 いで注 文書 発信 に よ る発注 が34社

(同22.7%)、 訪 問発注が21社(同14.0%)、 オ ンライ ン利用 によ る発注が1社(同

0.7%)、 その他が4社(同2.7%)と な ってお り、発注方法別企業数の構成比 は、受

注の場合 の構成比 とは大 きな違 いがみ られ る。

② 企業規模別でみ る と、受注の場合 と同様 に、何れの規模 において も発注 はFAX・ 電

話交信 の利用企業が多 く、規模が小 さ くなるに したが ってFAX・ 電話交信 による発注

の企業比率 は高 くな って いる。 オ ンライ ンで発注 している企業 はE規 模 の1社 だけで あ

る。

③ 発注方法別 にそれぞれの利用比率 についてみ ると、1～19%を 利 用 している企業 は、

訪問発注で は71.4%、 注文書発信で は38.2%、 オ ンライ ンで は100,0%、 その他で は
人}
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75.0%で あるが、FAX・ 電話交信で は4 .4%と 低率で ある。 これ とは反対 に、80%以

上 を利用 して いる企業は、訪問発注で は4 .8%、 注文書発信では23.5%、 オ ンライン及

びその他 は全 くな いが 、FAX・ 電話交信で は84 .5%と な って いる。発注方 法別 に利

用比率100%の 企 業 は、 注文書発信 で は6社 、FAX・ 電話交信 で は44社 、計50社 で

ある。 このよ うに発注 に当たって は、回答企業96社 の うち、52%の 企業が注文書発信又

はFAX・ 電話交信 を100%利 用 してい る。

〈王法榔製品 〉

① 発注方法別比率 につ いて回答のあ った企業 は7社 で ある。回答数 は莚 べ13社 で、 この

うちFAX・ 電話 によ って発注 す る企業が6社(構 成比46.2%)、 注文 書発信が5社

(同38.5%)、 訪問発注が2社(同15.4%)で あ る。

② 発注方法別 にそれぞれの利用率 につ いてみ ると、80%以 上を利用 して いる企業 は、訪

問発注では1社(構 成比50.0%)、 注文書発信で は2社(同40,0%)、FAX・ 電話で

は4社(同66.6%)で ある。

図1-10受 ・発注方法の構成比(回 答企業比率)

〈プラスチ ック日用品 〉 50 1(D%

受注の場合

発注の場合

〈舷榔製品〉
0.7

0

7

受注の場合 27.8 27.8 38.9 5.6

発注の場合

晶 ㎜ 騒 口
(訪 問受 ・発 注)(注 文 書 受 信 ・発 信)(FAX・ 電話)(オ ン ライ ン)(そ の他)
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図1-11受 ・発注方法別回答数 の比 率

〈プラスチ ック日用品 〉
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2.8使 用伝票

受注又 は発注の場合、 どの よ うな伝票 を使用 しているか、種 類別におよその使 用枚数 の比率

につ いて回答を求めた。回答数 は複数回答で ある。

(1)受 注の場合

くプ ラスチ ック日用品 〉

① 受注の場合、使用伝票の種類別比率 にっいて回答 のあ った企 業は105社 で無 回答 は2

社であ る。 この回答数 は延べ243社 で 、この うち、指定専用伝 票を使用す る企業が120

社(構 成比49.4%)で 約半数、業界統一伝票 の使用企業が63社(同25,9%)、 自社独 自

伝票の使用企業が60社(同25.9%)で ある。指定専用伝票 の中では、得意 先専用伝票の

使用企業が89社(同36.6%)で 約4分 の3を 占め、チ ェンス トア統一伝票の使用企業が

24社(同9,9%)、 百貨店統一伝票の使用 企業が7社(同2.9%)と な ってい る。

② 企業規模別でみ ると、A規 模で は他の規模 と比 べて業界統一伝票使用企業の比率が高

く、指定専用伝票使用企業の比率が低 いが、他の規模 では、何 れ も指定専 用伝票使用の

企業比率が最 も高 くな って いる。 この他では特 に使用伝票 の種類 の構成比 について規模

別の傾 向はみ られな い。

③ 伝票 の種類別 にそれぞれの使用比率 についてみ る と、80%以 上使用 してい る企業 は、

業界統一伝票で は63.5%、 自社独 自伝票では43.4%、 指定専用伝票で は2.5%で 、 これ

とは反対 に、1～19%使 用 して いる企業 は、業界統一伝票で は19.0%、 自社独 自伝票で

は8.3%、 指定専用伝票で は65.8%と なってお り、業界統一伝票及 び自社独 自伝票で は

使用比率の高い企業が多 く、得意先専用伝票で は使用比率 の低 い企業が多い。

伝票別の使用比率100%の 企業 は、業界統一伝票で は6社 、 自社独 自伝 票では7社 、

指定専用伝票で は2社 、計15社 で、回答企業数の14.3%に 当たる。

〈融榔製 品 〉

① 受注の場 合、使用伝 票の種類別比率 について回答 のあ った企業 は7社 であ る。 この回

答数 は延べ14社 で、 この うち、指定専用伝票 を使用す る企業が7社(構 成 比50.0%)、

業界統一伝票を使用す る企業が6社(同42.9%)、 自社独 自伝票 の使用企業が1社(同

7.1%)で ある。指定専用伝票使用企業 はすべて得意先専用伝票 を使用 してい る。

② 伝票 の種類別 にそれぞれの使用比率 についてみ る と、業界統一伝票で は80%以 上使用

す る企業が6社(構 成比100.0%)、 自社独 自伝票で は同 じく80%以 上を使用 す る企業

が1社(同100.0%)、 指定専用伝票で は1～19%使 用す る企業が6社(同85.7%)、
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20～39%使 用す る企業が1社(同14.3%)と なってお り、業界統一伝票及び 自社独 自伝

票で は使用比率が高 く、指定専用伝票で は使用比率が低 い。

② 発注の場合

くプラスチ ック日用品 〉

① 発注の場合、使用伝票の種類別比率 にっいて回答のあ った企業 は86社 で無回答 は21社

で あ る。 この回答数 は延べ107社 で、 この うち、 自社独 自伝票 を使用す る企業 が73社

(構 成比68.2%)、 指定専用伝票 を使用す る企業が27社(同25.2%)、 業界統一伝票を

使用す る企業が7社(同6.5%)と な ってお り、受注 の場合 の構成比 とは大 きく異 な っ

て いる。指定専用伝票使用企業の27社 の うち、得意先専用伝票使用 企業が26社 、チ ェン

ス トア統一伝票が1社 であ る。

② 企業規模別でみると、A規 模 を除 く他 は、何れの規模で も自社独 自伝票使用 の企業比

率が高 い。業界統一伝票 はC、D及 びF規 模企業では使用 されて いない。

③ 伝票の種類別 にそれぞれの使用比率 にっいてみ ると、80%以 上 を使用 している企業 は、

自社独 自伝票では91.7%、 業界統一伝票で42.9%、 指定専用伝票で は29.6%と な ってお

り、 自社独 自伝票 にお ける使用比率が極めて高 い。

伝票別の使用比率100%の 企業 は、業界統一伝票で は2社 、 自社独 自伝票で は55社 、

指定専 用伝票では7社 、計64社 で、回答企業数の74.4%と 約4分 の3の 企業が何れか1

種類の伝票のみを使用 してい る。

〈瑳榔製品 〉

発注の場合、使用伝票の種類別比率 につ いて回答のあ った企業 は6社 、無回答 は1社 であ

る。 この回答数 は企業 と同数の6社 で 、1企 業で1回 答で ある。

この場合の使用伝票 は、全ての企業が100%自 社独 自伝票 を使用 して いる。
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図1-12使 用伝票の使用構成比(回 答企業比率)
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図1-13使 用伝票の種類別回答数 の比率

〈プラスチ ック日用品 〉
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2.9ア イ テ ム数

商品 の ア イ ス ム数(色 、柄 、 サ イズ 別)に つ いて 、 8種 類の商品群別に回答を求めた。

〈プ ラ スチ ック 日用 品 〉

① アイ テ ム数 につ い て 回答 の あ った 企 業数 は100社 で無 回答 は7社 で あ る。記 入 の あ っ

た ア イテ ムの総 数 は68,447品 目で 、1社 平 均 の ア イテ ム数 は684品 目で あ る。 この1社

平 均 アイ テ ム数 を企 業 規模 別 で み る と、A規 模 は201品 目、B規 模 は451品 目、C規 模

は466品 目、D規 模 は570品 目、E規 模 は1,135品 目、F規 模 は1,031品 目とな って い

る。 当 然 の こ とで は あ るが 、企 業 規 模 が 大 き くな るに した が って1社 平 均 の ア イテ ム数

は多 くな る。

② 総 ア イ テ ム数 の68,447品 目の うち 、商 品 群 別 の アイテ ム数 の 多 い川頁で み る と、食 事 ・

食卓 用 品 の ア イテ ム数 が19,709品 目(構 成 比28.8%)、 洗 面 ・浴 場 ・洗 濯 ・ トイ レ用 品

が15,050品 目(同22,0%)、 台 所 用 品が12,609品 目(同18.4%)、 レジ ャー ・レク リエ

ー シ ョンが5 ,137品 目(同7.5%)、 収 納 用 品 が4,953品 目(同7.2%)、 園芸 用 品 が

1,899品 目(同2.8%)、 ギ フ ト用 品が1,619品 目(同2.4%)、 その 他 が7,471品 目

(同10.9%)と な って い る。 そ の 他 の 品 目の 内容 は、 キ ャラ ク ター商 品 、 雪 用 品 、清 掃

用 品 、仏 具 、装 粧 容 器 、玄 関 マ ッ ト等 が一 部 あ げ られ て い るが 、殆 ど記 入 され て い な い。

③ ア イ テ ム 数 を8段 階 に分 け て 企 業 数 の構 成 比 を み る と、500品 目以 下 の 企 業 が71社

(構 成比71.0%)で 大 部 分 を 占 め 、1,000品 目以 下 の 企業 が10社(同10.0%)、 この他

の区 分 で は そ れ ぞれ5社 以下 で あ る。 これ を 企業 規 模 別で み る と、 ア イ テ ム数 が500品

目以 下 の 企 業比 率 は、 規 模 が大 き くな る に した が って 低 くな るが 、 いず れ の規 模 にお い

て も500品 目以下 の企 業 比率 が 最 も高 くな って い る。
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図1-14商 品のアイテム数 の品 目別構成比

〈プラスチ ック日用 品 〉
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図1-15ア イ テム数 別 企 業構 成 比

〈プ ラス チ ッ ク日用 品>

3,000品 目以 下4,000品 目以 下

5,0%3.0%5,000品 目以下

2,500品 目以 下1.0%

4,0%

2,000品 目以 下N'

2.0%

1,500品 目以 下

4,0%

回 答 企業1
,000品 目以 下

10.0%100社

500品 目以 下

71.0%

一35一



〈王法榔製品 〉

① アイテム数 につ いて回答のあ った企業数 は6社 で無回答は1社 である。記入のあ った

アイテムの総数 は1,386品 目で、1社 平均 のアイテム数 は231品 目で ある。 この1社 平

均アイテム数を企業規模別でみ ると、C規 模 は240品 目、D規 模 は158品 目、E規 模 は

336品 目となって いる。

② 総 アイテ ム数の1,386品 目の うち、商品群 別のアイテム数 の多い順でみ ると、台所用

品が62.4%で 最 も多 く、次 いでギ フ ト用 品が21.6%、 食事 ・食卓用品が6.3%、 収納

用品が2.1%、 レジャー ・レク リエ ーシ ョンが1.4%、 その他が6.1%、 洗面 ・浴場 ・

洗濯 ・トイ レ用品は皆無で ある。その他の品 目の内容 は、化学業務用品、理化学用 品、

インテ リア用品等 とな っている。

③ アイテム数別企業数 の構成比をみ ると、500品 目以下が5社 、1,000品 目以下が1社

であ る。企業規模別では、C規 模及 びD規 模企業ではすべて500品 目以下 、E規 模では

500品 目以下 と1,000品 目以下がそれぞれ1社 ずつである。

図1-16商 品の アイテム数の品 目別構成比

〈1法榔製品 〉
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図1-17ア イテム数別企業構成比

〈王法榔製品 〉
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回答企業
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83.3%

2.10商 品 コー ド化の状 況

(1)商 品 コー ド化の有無

くプ ラスチ ック日用 品 〉

① 商品の コー ド化 の有無 につ いて、回答のあ った企業 は105社 、無回答は2社 で ある。

回答 のあ った105社 の うち、 コー ド化 してい ると答 えた企業 は99社(構 成比94.3%)、

コー ド化 していない企業は6社(同5.7%)で あ る。

これを地域別 でみ ると、 コー ド化 して いる企業 の比率 は、東 日本で は93.9%、 中 日本

では100.0%で あ るが、西 日本で は87.9%で コー ド化比率 は若干低 くな っている。

また、企業規模別でみ ると、D規 模、E規 模及 びF規 模 企業で はすべて コー ド化 して

いるが、A規 模 、B規 模及 びC規 模企業で は80～90%の 企業 が コー ド化 してい る。

〈融榔製 品 〉

瑳榔製品製造業で は、集計企業 の7社 のすべてが商品の コー ド化 を して いる。

(2)商 品 コー ド化の方法

商品の コー ド化を してい る場合 、① 自社 コー ド ②JANコ ー ド ③相手指定の コー ドの

うち、管理 の主体 とな って いる項 目について回答を求 めた。
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〈プ ラスチ ック日用品 〉

① 商品 コー ド化の方法について回答 のあ った企業は98社 で、無 回答 は1社 であ る。回答

数 は102社(複 数回答4社)で あ るが、 この うち、 自社 コー ドを採用 して いる企業が61

社(構 成比59.8%)で 最 も多 く、JANコ ー ドを採用 してい る企 業が40社(同39.2%)、

相手指定 コー ドを採用 して いる企業が1社(同1.0%)で あ る。相手指定 コー ド採用 の

企業 は、JANコ ー ドと50%ず つを併用 して いる。

これを地域別でみ る と、 自社 コー ドを採用 して いる企業の比率 は、東 日本で は55.9%、

中 日本では50.0%で あるが 、西 日本で は64.9%と 比率が高 い。

また、企業規模 別で みる と、 自社 コー ドを採用 して いる企業の比率 は、規模が大 き く

なるに したが って高 くな っている。

② 自社 コー ド採用の61社 の中で 、 コー ドの使用桁数 にっいて記入の あった企業 は47社 で

ある。 この うち、4～9桁 の コー ドを使用す る企業が42社 で90%で ある。 これよ り大 き

い桁 の コー ドを使用 してい る企業 は、12桁 を使用 しているのが1社 、14桁 が2社 、15桁

が2社 とな って いる。

〈王法榔製 品 〉

① 商品 コー ド化の方法 について回答のあった7社 の うち、 自社 コー ドを採用 して いる企

業が4社(構 成比57.1%)、JANコ ー ドを採用 して いる企業が3社(同42.9%)で あ

る。

企業規模別でみる と、C規 模1社 及びE規 模2社 で は自社 コー ドを採用 しているが、

D規 模では自社 コー ドを採用 して いる企業が1社 、JANコ ー ドを採用 してい る企業が

3社 とな っている。

② 自社 コー ド採用 の4社 の うち、使用桁 数について記入 のあ った企業 は3社 であ るが、

この うち、5桁 の コー ドを使用 す る企業が2社 、7桁 の コー ドを使用す る企業が1社 と

な って いる。
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図1-18

〈プ ラ スチ ッ ク 日用 品 〉
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(3)商 品 コー ドの得意 先への通知方法

商品を コー ド化 してい ると答え た企業 に対 して、商品 コー ドの得意先へ の通知方法 にっ い

て、① コー ド通知書(案 内書)を 作成 して知 らせ る、② カ タログで知 らせ る、③ オ ンライ ン

で知 らせ る、④ その他 、の4項 目に分類 して設問 した。

〈プ ラスチ ック日用 品 〉

コー ド化 してい る企業の99社 の うち、回答のあ った企業は93社 、無回答 は6社 で ある。 こ

の回答数 はll5社 で 、 この うち、カタログ利用の企業 が67社(構 成比58.3%)で 最 も多 く、

コー ド通知書によ る企業が36社(同31.3%)、 オ ンライ ン利用の企業が1社(同0.9%)、

その他が11社(同9.6%)と な っている。 この回答数 は複数 回答 にな ってい るが 、2項 目以

上の回答企業 は15社 、あ との78社 は何れか単一の通知方 法を とってい る。

その他の内容は、知 らせていない又は知 らせ る必要 がない とす る企業が6社 、見積書又 は

価格表で知 らせ るとす る企業がそれぞれ1社 の記入があ った。

企業規模別でみ ると、A規 模 では コー ド通知書の利用 比率が高 く、B、C、D、E規 模企

業ではカタログ利用 の企業比率が 高 く、F規 模で はコー ド通知書利用 とカ タログ利用 の企業

比率が同率 とな ってい る。

〈瑳榔製品 〉

商品 コー ドの得意 先への通知方法 についての回答企 業は7社 であ る。 この回答数 は8社 で 、
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この うち、 カタログ利用 の企業が4社(構 成比50.0%)、 コー ド通 知書 によ る企業 が3社

(同37.5%)、 その他が1社(同12.5%)と な っている。複数項 目回答企業 は1社 で、あ と

の6社 は何れかの単一 の通知方法 とって いる。

(注)調 査表2-4-2は 設問が不適切で あったため集計か ら除外 した。

図1-19商 品 コー ドの通知方法別 回答比率

〈プラスチ ック日用品 〉
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2.11情 報 システム化の状況

〈プ ラスチ ック日用品 〉

情報 システム化の状況 について回答 のあ った企業 は106社 で無 回答 は1社 であ る。 この回

答数 は107社(複 数回答1社)で あ るが、 この うち、 コ ンピュー タを利用 して いない企業 は

11社(構 成比10.3%)、 コンピュータを利用 している企業 は96社(同89.6%)で あ る。 コン

ピュータを利用 してい る中で は、 コ ンピュータを 自社導入 してい る企業が95社(同88.7%)、

VANを 利用 している企業が1社(同0.9%)と な って いるが、VANを 利用 して いる企業

は、 コンピュータ自社導入 の併用企業 の回答で ある。

企業規模別でみ ると、 コンピュー タを利用 して いない企業がA規 模で は5社(構 成比45.5

%)、B規 模で は4社(同25.0%)、C規 模で は2社(同9.5%)で あるが、D、E、F規

模で はすべて コンピュータを利用 してい る。
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〈瑳榔製品 〉

瑳榔製品製造業で は、すべての企業が 自社導入 によ りコンピュー タを利用 して いる。

2.12コ ン ピュー タの 保 有 台 数

くプ ラ スチ ック 日用 品 〉

コ ン ピュー タを利 用 して い る と回 答 した95社 の うち、 コ ン ピュ ー タの 保 有 台数 に つ いて 記

入 の あ った 企 業 は92社 、 無 記 入 は3社 で 、記 入 の あ った コ ン ピュ ー タの 保 有 総 台数 は1,517

台 で あ る。 この うち 、パ ー ソナル コ ン ピュ ー タが983台(構 成 比64.8%)、 オ フ ィス コ ン ピ

ュ ー タが486台(同32.0%)、 汎用 コ ン ピュー タが48台(同3,2%)で あ る。

コ ン ピュ ー タの1企 業 当 た りの平 均 保 有 台数 は 、全 平 均 で は16.5台 で あ るが 、 企 業 規模 別

で み る と、A規 模 は1.8台 、B規 模 は2.3台 、C規 模 は2.3台 、D規 模 は5.2台 、E規 模 は

ll.2台 、F規 模 は86.6台 とな って い る。

<融 鄭 製 品>

7社 の コ ン ピ ュ ー タの保 有 総 台 数 は32台 で 、 この うち、 パ ー ソ ナ ル コ ン ピュ ー タが8台

(構 成 比25.0%)、 オ フ ィス コ ン ピュ ー タが24台(同75.0%)で あ る。 汎 用 コ ン ピ ュー タ は

保 有 され て い な い。1企 業 当 た りの 平 均保 有 台 数 は4.6台 で あ る。
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図1-20利 用 コンピュータの機種保有台数 の構成比
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一
2.13情 報 システム化適 用業務

情報 システ ム化 の主 な業務を8項 目に分類 して、自社で適用 している業務 につ いて回答を求

めた。

〈プラスチ ック日用 品 〉

情報 システ ム化適用業務 については、 コンピュー タを利用 している95社 の全社か ら回答が

あ り、複数回答のため この回答数は434社 であ る。

システ ム別の適用 企業数 の多 い順でみ ると、①販売管理が90社(構 成比20.7%)、 ②在庫

管理が72社(同16.6%)、 ③財務 ・会計が64社(同14.7%)、 ④受注 ・発注が57社(同13.1

%)、 ⑤購買管理 が47社(同10.8%)、 ⑥生産管理が43社(同9.9%)、 ⑦人事管理が31社

(同7.1%)、 ⑧物 流管理が29社(同6.7%)、 その他が1社(同0.2%)と な っている。

また、回答 企業の95社 の各 システ ム別の採用比率 につ いて み ると、販売 管理 システ ムは

94.7%(回 答企業の95社 に対す る比率 、以下同 じ)と 採用比率は高 く、在庫管理 は75.8%、

財務 ・会計 は67.4%、 受注 ・発注 は60.0%、 購買管理 は49.5%、 生産 管理 は45.3%、 人事管

理 は32.6%、 物流管理 は30.5%の 企業が それぞれの システムを採用 してい る。

企業規模別でみ ると、何 れの規模において も販売管理 システ ムの採 用企業が最 も多 くなっ

てお り、C規 模を除いて他 の規模の企業で はすべて販売管理 システムを採 用 している。

〈瑳榔製品 〉

情報 システム化適用業務につ いての回答数 は27社(複 数回答)で あ る。 システ ム別の適用

企業 数の多 い順でみ ると、①販売管理が7社(構 成比25,9%)、 ② 財務 ・会計 が5社(同

18.5%)、 ③在庫管理が4社(同14.8%)、 ④購買管理及 び人事管理 が各3社(同 各11.1%)、

⑥受注 ・発注管理及 び生産管理が各2社(同 各7.4%)、 ⑧物流管理 が1社(同3.7%)と

な って いる。

また、回答 企業の7社 の各 システム別 の採 用比率 についてみ ると、販売管理 システムは

100.0%と 全企業が採用 してお り、財務 ・会計 は71.4%、 在庫管理 は57.1%、 購買管理及 び

人事管理 は各42.9%、 受注 ・発注及 び生産管理 は各28.6%、 物流管理 は14.3%の 企業がそれ

ぞれ の システムを採用 して いる。
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図1-21情 報 シスデム化適用業務の システム別回答比率
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2.14ネ ッ トワーク システムの状況

(A)ネ ッ トワー クの構 築方法

〈プラスチ ック日用品 〉

ネ ッ トワー ク構築方 法につ いて、 コ ンピュータを利用 して いる95社 について集計 し、 この

うち回答企業 は59社 、無 回答 は36社 であ り、無回答企業がか な り多い。

回答のあ った59社 の うち、自社オ ンライ ンを利用 して いる企業が46社(構 成比78.0%)、

VANを 利用 してい る企業が1社(同1.7%)、 自社オ ンライ ンとVANを 併用 してい る企

業が12社(同20.3%)で ある。

企業規模別でみ ると、併用を含めて、D規 模の1社 を除 く他の58社 は 自社 オ ンライ ンを利

用 し、 また13社 がVANを 利用 して いる。

〈王法榔 製品 〉

コ ンピュータを利用 して いる7社 の うち、2社 が回答 し5社 が無 回答 、回答のあ った2社

は自社 オ ンライ ンを利用 して いる。

(B)社 外のネ ッ トワー クの相手先

くプ ラスチ ック日用品 〉

社外 のネ ッ トワー クの相手先について回答のあった企 業 は48社 、無 回答 は47社 である。回

答のあ った48社 の回答数 は69社(複 数 回答)で 、回答数 の多い順で相手先 をみ ると、問屋が

21社(構 成比30.4%)、 銀行が18社(同26.1%)、 小売 業が14社(同20.3%)、 物流会社が

11社(同15.9%)、 仕入先 メーカーが3社(同4.3%)、 その他が2社(同2.9%)と な っ

てい る。その他の うちの1社 の相 手先は商社 となってい る。

〈融榔製 品 〉

社外 ネ ッ トワー クの相手先にっいての回答 は4社 で、無 回答 は3社 で ある。回答 のあった

4社 の回答数 は5社(1社 が複数 回答)で あ るが、 この相手先 は銀行が4社 、問屋が1社 と

な ってい る。

(C)社 内のネ ッ トワークの相手先

くプ ラスチ ック日用品 〉

社 内のネ ッ トワー クの相手先 について回答のあった企業 は59社 、無回答 は36社 であ る。回

答 のあ った59社 の回答数 は90社(複 数回答)で 、回答数 の多 い順で相手先をみ ると、営業所
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が43社(構 成 比47.8%)、 工 場 が38社(同42.2%)、 営 業 マ ンが3社(同3.3%)、 その 他

が6社(同6.7%)で あ る。 そ の他 の 相 手 先 の 内容 は、 物 流 セ ン ターが5社 、親 会社 が1社

とな ってい る。

〈王法榔製品 〉

社内ネ ッ トワー クの相手先についての回答 は2社 で、無回答 は5社 であ る。回答のあ った

2社 の うち、1社 は工場 、1社 はその他 とな ってお り、 その他の相手 先は物流セ ンターであ

る。

2.15オ ンライ ン又 は磁気媒体 にお ける利用データ

オ ンライン又は磁気媒体(MT、FD)で 行 ってい る場合 、その データの種類 にっ いて設問

した。

〈プ ラスチ ック日用品 〉

回答のあった企業 は61社 で、 この回答数 は188社(複 数回答)で ある。回答 の多 い順 にデ

ー タの種類をみる と、受 ・発注デー タを利用す る企業が40社(構 成比21.3%)で 最 も多 く、

次 いで販売デー タ及 び在庫 データが共 に37社(同 各19.7%)、 請求 ・支払デ ータが33社(同

17.6%)、 商品デー タが2g社(同15.4%)と 利用率 はほぼ均一 してお り、 この他で はファー

ムバ ンキ ングが10社(同5.3%)、 その他が2社(同1.1%)と な っている。その他の内容

は財務管理及 び給料統計 とな って いる。

〈融瑚製品 〉

回答のあ った企業 は3社 で、 この回答数 は8社(複 数回答)で あ る。利用 デー タの種類別

でみ ると、在庫 データ及び ファームバ ンキ ング利 用企業が共 に2社 、受 ・発注 デー タ、商品

データ、販売 デー タ、請求 ・支払 データが各 々1社 とな ってい る。
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図1-22オ ンライン又 は磁気媒体 の利 用デ ータ別 回答比率
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2.16今 後情報 システム化 を予定 している業務

〈プラスチ ック日用 品 〉

回答のあ った企業 は73社 で、 この回答数は162社(複 数回答)で あ る。今後情 報 システ ム

化 を予定 してい る業 務について、回答数の多 い順でみ ると、①生産管理 システ ムが38社(構

成比23.5%)、 ②受 ・発注が22社(同13.6%)、 ③在庫管理が21社(同13.0%)、 ④財務 ・

会計が20社(同12.3%)、 ⑤物流管理が18社(同ll.1%)、 ⑥ 購買管理が17社(同10.5%)、

⑦ 販売管理が12社(同7.4%)、 ⑧人事管理 が11社(同6.8%)、 ⑨ その他が3社(同1.9

%)で ある。その他の内容 は、設問の趣 旨とは若干異 なるが、各 システムの充実を はか る、

情報集め、HOWNET加 入、等が記入 されてい る。
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〈1法榔 製品 〉

今後情報 システム化を予定 している業務 につ いて は、7社 全部か ら回答があ り、 この回答

数 は12社(複 数回答)で ある。業務別 に回答数 をみ ると、受 ・発注 システ ム及び生産管理 シ

ステムが共 に4社 、在庫管理が2社 、購 買管理及 び販売管理が共 に1社 とな ってい る。

図1-23今 後情報 システム化 を予定 している業務 の回答比率

〈プ ラスチ ック日用品 〉
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2.17情 報 システム化 を進 める上での問題点

くプ ラスチ ック日用 品 〉

情報 システ ム化 を進 める上での問題点 にっ いて、回答のあ った企業は89社 、 この回答数 は

108社(複 数回答)で ある。回答数の多い順で問題点 をみ ると、① 「社 内要員不足」が60社

(構成比33.3%)で 最 も多 く、② 「開発費の コス トア ップ」が43社(同23.9%)、 ③ 「得意

先 の指定伝票が多 い」が36社(同20.0%)と な ってお り、 この3項 目が主 な問題点 としてあ

げ られてい る。 この他で は、④ 「自社 コンピュータの能力不足 」及び 「小規模企業で メ リッ

トが少 ない」が共 に16社(同 各8.9%)、 ⑥ 「開発方法が分か らない」が6社(同3.3%)、

「その他」が3社(同1.7%)と な っている。 「その他」の問題点の内容 は、 「得意先が過

大 」、 「導入済のCADと の連動」の2件 が記 入 されて いる。

〈1法螂製品 〉

問題点について回答の あ った企業は7社 で、 この回答数 は11社(複 数 回答)で あ る。回答

数 を問題点別で み ると、 「社内の要員不足」を問題点 とす る企業が4社 、 「小規模 企業で メ

リッ トがない」が3社 、 「開発費の コス トア ップ」及 び 「得意先の指定伝票が多い」が共 に

2社 であ る。回答企業数 は少な いが、回答の問題点 はプラスチ ック日用 品の場合 と同様の傾

向がみ られる。

図1-24情 報 システム化 を進める上 での問題 点の回答比率
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図1-24情 報 システム化を進 める上での問題点の回答比率
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2.18HOWNETに ついての意見

HOWNETは 生活用品業界の流通VANシ ステムと して構築 された ものであ り、関連業界

として は産業界の急速なネ ッ トワー ク化 に対応 するため、そ の普及 に努 めている。

現在 、このHOWNETに は卸売業及 び製造 業が約50社 加入 してい るが、更 に周知徹底をは

か り、業界 における一層の活用 を促進す るため広 く意見 を求 めた。

意 見の記入 は少なか ったが、集計表 には記入 されたす べての意見を回答企業別 にその まま列

挙 した。 この意見を主な項 目別に分 類す ると次の通 りであ る。

(1)HOWNETに 加入 し利用 してい る場合のメ リッ ト

<プ ラスチ ック日用品>

HOWNETを 利用 して いる場合の メ リッ トにつ いて、記入のあ った企業 は3社 のみであ

ったが、主 な項 目は次 の通 りで ある。

① 伝票発行 の入力作業が楽 にな った。

② 支払デー タが早期入手で きる。

③ 情報の正確化、事務処理 の簡素化、帳票類の削減等若干の メ リッ トはでて きて いるが、

デー タ交換相手が少ないたあ メ リッ トが少な く、費用 として は見合 っていない。

なお、③の項 目に付随 して、今後組合を通 じて組合 員へ の指導、他組合 との協 力体制

を とり、広範な普及を して もらいたい との提案がな されている。

瑳1郎製品製造業の記入 はない。
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(2)HOWNETに 加入 し、利用 して いない場合の阻害要 因

くプラスチ ック日用品>

HOWNETを 利用 していない場合の阻害要員 にっいて、記入のあ った企業 は3社 であ る。

① オ ンライ ンを結ぶ相手がなか った。 しか し最近代理 店間で請求 に関す るオ ンライ ン締

結を開始。

② 社内要員の訓練

③ ホス トコンピュータによ る処理 には相応 の開発が必要

④ 小売業の参入が必要

〈王法郷製品>

HOWNETを 利用 して いない場合の阻害要 因につ いて、記入のあ った企業 は1社 であ る。

① 加入、未加入の得意先で伝票処理が異 な り、処理が重複 して時 間がかか る。

(3)HOWNETに 未加入の原因又は理 由

くプラスチ ック日用品>

HOWNETに 加入 して いない原 因又 は理 由につ いて記入のあ った企 業は44社 であ るが、

内容別 に分類す ると次の通 りであ る。 この答えの内容 は複数回答である。

① 加入 していない理 由と して、HOWNETが 分か らないと答 えた内容 ……13社

●

●

●

■

●

●

●

●

●

●

●

■

●

この システムはどの よ うな ものか、よ く分か らない

HOWNETに っ いて は全 く知 らない

HOWNETに つ いて情報を十分把握 していない

HOWNETに つ いて まだ具体 的内容を掌握 して いない

HOWNET情 報不足で活用の可否が不 明

本 システ ムをよ く理解 していない

HOWNETに ついてPR不 足で よ く知 らない

HOWNETに 対す る知識がない

HOWNETの システム内容を知 らないので内容 を教えて もらいたい

HOWNETそ の もの も知 らない。 メーカーに とって何の メ リッ トがあるのか不明

特 に理 由はないが、あま りHOWNETを 知 らない

現在 いろい ろなVANが ありどれが よいか分 か らない

知識が十分でない
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② 加入 して いない理 由と して、取 引先 との関係等 と答えた内容 ・…-13社

・ 問屋数が少 ないた め加入 して も利用価値が低 い

・ 大手得意先が加入 しなければメ リッ トがない

・HOWNET加 入の取引先 の件数が少ないためメ リッ トが少 ない

HOWNETに つ なが る得意先が少ない

・ 販売先が親会社 に集中 しているため量的 メ リッ トがな い

現在得意先の要望 も少ない

・ 取引先の小売業、問屋業の加入が少 な くメ リッ トはな い

・ 得意先並びに仕入先等のオ ンライ ンに対す る意志不明

・ 家庭問屋の数が少 ないため必要 を感 じない

・ 卸売業の コンピュータ機種が統一 されてな く互換性がないため利用価値が低い

・ 取引先の対応がで きて いないため

得意先か ら加入の要請 もない

・ 仕入先の体制が整わ ない

③ 加入 して いない理 由と して、人材 又は要員不足 と答えた内容 一一…6社

。 ・ 人材不足

・ 導入の ための要員問題

・ コンピュー タ機器導入 に伴 う人材

事務的要員不足

・ 社 内の要員不足

・ 社 内要員不足

④ 加入 して いない理 由と して、小規模企業であ るか らと答えた内容 …一一4社

小規模企業で メ リッ トな し

・ 小規模企業

・ 小規模企業で メ リッ トがない(通 信料を含めて)

・ 小規模企業で メ リッ トがない(ア イテム数が少ない)

⑤ 加入 して いない理 由と して、 コス ト増 と答え た内容 …一一4社

・ 受注単位が小 口化 され コス トア ップになる

・ 費用増加

・ コンピュータ導入 に伴 うコス ト増

・ 開発費用がかな りかさむのでそ こまで手がの びない
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一
⑥ 加入で きない理 由と して、保有 コンピュータの機種のためと答えた内容 ……

・NECの 機種で ネ ッ トワー クを図 っているため

ハー ドウェアの容量不足のため無理な状態 にあった(現 在 は解決)

HOWNETの 対応機器がない

・ 導 入 コ ンピュー タはハ ー ド、 ソフ ト面でオ ンライ ンに対応で きないため

⑦ 加入 していない理 由 として、情報 もれの心配 あ りと答えた内容 ・・…2社

・ 情 報 もれの懸念

・ 社内情 報漏洩の危慎

⑧ 加入の必要がない と答 えた内容 ・…・4社

現状で は必要性が少 ない

・ 主 に日用品の部品のため必要な し

・ 現状で は支障 はない(将 来必要 であると思 う)

・ 今の と ころ不 自由を感 じていない

⑨ そ の他の 内容 …-10社

日用品の ウ ェイ トが小 さく、当社 の製品 と日用品の流通が異な ってい る

HOWNET加 入のための社内問題(在 庫数量の確認性)

・ コンピュー タを導入 して間がな く現在充実を 目指 しているため

・ 対象業務が少量のため

自社 内のオ ンライ ン業務 も完成 していないため

・ 社 内体制 の未組織化

・ 社 内 システ ムの コンピュー タが発展 途上 にあ り、 それを優先 して いるため

・ 自社 の体制 が整 わない

・ 社外ネ ッ トワー クに加入す るメ リッ トが明確で ない

・ メ リッ トが出ない

⑩ 今後、加入又 は検討 したいと答えた内容 …一ーー7社

検討中

・ セ ールスマ ンが在庫確認等で きれ ば検討 したい

今後加入 したい

・ 今後加入 し利用を検討 中(FAX受 注で は限界あ り)

4社

・ 流通段階の加入が少な くまだ加 入 して いないが、いつで も加入で きる体 制にあ る

・ 早晩加入 させて いただ きたい

・ 得意先全部 とのHOWNETは 利用価値があ ると思 う
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〈王法1郎製品 〉

王法螂製品業界で は、HOWNETに 加入 していない理由等 につ いて は2社 の記 入が あ った

が、要約す ると次の通 りであ る。

・ 加入費用対効果の測定 がで きていない

・ 主力卸売取引先の加入が前提 条件

・ コンピュータの レベルア ップを準備 中

・ 現在単独でオ ンライ ン化又 はMT/FD交 換の依頼が数社 ある

図1-25HOWNETに 加入 して いな い原因又 は理 由につ いての回答比率

〈プラスチ ック日用品 〉

(44社)o

l.HOWNETが 分か らない

1.取 引先 との関係 による

3.人 材又 は要員不足

4.小 規模企業のため

4.コ ス ト増 とな るため

4,コ ンピュータの機種 のため

4.加 入の必要が ない

8.情 報 もれ の心配

9.そ の 他

10.今 後加入 又は検討

10 20 30%

29.5

29.5
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第3章 面接 調査結 果

3.1総 括

今回、 ヒヤ リング調査 に選択 した企業 は、いつれ も当業界で は システム化の比較的進ん だ と

ころであ り、業界全体 の姿 として は必ず しも捉え られていないか も知 れない。 しか し、当業界

を とりま く環境 は、他 の隣接 した業界 と同 じく日々に厳 しい条件下 での活動であ ることは言 う

まで もない ところで ある。

調査先企業が8社 とい う限 られた中での メーカーの考え は、いつ れ もシステム化 に対す る積

極的 な取 り組み と トップの理解が今後の社業発展 には必要不可欠 な もの として、専門家 や部門

の位置づけを考えて いる ところに共通点が見受 け られた。

前述の如 き業界全体像 としての まとめ と して は不備 な面 もあ り、回答 を したそれ ぞれ の企業

が あま りに も優等生的 な回答が多 く、 ほんの一部を実行 した りシステム化を していた り、テス

ト的又 は考 えて いる ことが完全 に企業 に定着 して いるかのよ うに受 け とられ る場面 もあ り、ま

とめるに当 って は難 しい一面 もあ った。

また、調査項 目は事前 に用意配布 していたが、 アンケー トとは違 って ヒヤ リング方式 を とっ

たため、答 えに くい ものが あ ったか も知れない反面、企業の本音 の部分 を突 っ込んで聞 くこと

が 出来たのは、結果的 によか ったので はないか と思われ る。

今回の情報 システ ム化 に取 り組 んで いる企業 は、合理化や標準化 を 目指 した結果 として企業

内 システ ムや対外的な社会環境の中で取 り組 まな ければ とり残 され るとい う厳 しい面 もうかが

うことが出来 た。

標準化問題で は、 いつれ もJANコ ー ドや業界の取 引伝票、 それ とVANに よ るネ ッ トワー

クへ と個 々の対応を考えて いる ものの、 もっと業界全体の もの と して積極的に取 り組んで欲 し

いという意見が多 くあ った。

中で もオ ンライ ンによる情報交換 システ ムは、取引関係先 との 力関係で その要請 に対 して は

絶対的な ものがあ り、取 引の存続 さえ考慮 しなければな らな い もの と して企業側が受 け とめて

いる。

こ うした情報 システ ム化を積極的に推進 する結果 として一応 に社 内の体勢 は出来て も、それ

を有効に活用 してい くためには、今 後 に多 く問題を残 して いる といえ る。

特 に、当業界 にお ける システ ム開発要員や管理 メンテナ ンスを してい くための専門家が いな

か った り、外注だ けに依存 していては、その情報化 レベルの向上が期待 出来ない とい う問題 も

かかえていた。

以上 のよ うに情報 システム化をす ることが、企業戦略 と しての位置づ けと して考え られ るよ
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うな面が あるが、 まだまだは っきりと していない ものに対す る費用 と効果、そ して将来の方向

が見つ け出せないという企業 もあ る。

いずれ に しろ情報化 は、企業活動 を遂 行するため避 けて通 ることの 出来ない課題である こと

には間違 いのない事実であ るといえ る。

今後 ますます発達す る コンピュータ技術や通信 ネ ッ トワー ク、そ して業種、業態を越 えた企

業間取 引 とい う新 しい環境の時代 とな った今 日、いか に最適 なシステムを作 り、活用す るかが

ポイ ン トとな ってい くことだ ろ う。 また、生活用品業界VANと して最近作 られたrHOWN

ET」 については、一応 に評価 し業界全体が この方 向に向か って進 んでい くことを期待 してい

る。

(D社 内標準化

(a)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用状況

調査対象 となった企業で は、業務用品を除 き95～100%JANコ ー ドを採用 し、それ

ぞれ ソースマーキ ング又は シールを作成 し商品に貼 りつけてい る。さ らに色 、柄、サイ

ズとい った細 目まで管理 して いる点で は、JANコ ー ドは一応 に企業 に受 け入れ られた

といえ る。

②JANコ ー ドの活用状 況

大半の企業が カタログにのせ るとい った一般的な もので一部 にオ ンライ ン受発注の商

品 コー ドとして、あ るいは在庫管理 と して活用 してい るが 、中にはJICFSへ の登録

を して いるところ もあ った。

③ 今後 のJANコ ー ド活用予定

物流在庫管理や オ ンライ ン受発注の コー ドと して活用 してい くことを計画 している と

ころが多 く、中には物流 シンボル(ITF)コ ー ドとして採用を検討 してい る企業 も見

受 け られた。

④JANコ ー ド活用 にお ける問題点

コー ドの桁数 はJIS標 準で決 め られているが 、 コー ドづけを 自社 コー ドの意味づ け

で対応 した企業 は、今後の組み立 て方に困 っていると ころがあ った り、商品 自体が小 さ

くJANコ ー ドの印刷 に苦慮 して いるところ もあ った。
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(b)統 一伝票 について

① 業界統一伝票C様 式の採用状況

C様 式 は比較 的業 界の中で は定着 し、80%以 上の高 い使用率を 占めている。従 ってC

様式その ものを 自社 の基本伝票 と しているところが 目立 った。

② 業界統一伝票に対する問題点または要望事項

記入欄の不足を指摘することが多くあったが、それぞれに考慮して業界統一伝票を使

用している。伝票の枚数や使用方法は今後の課題となる。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に ついて

自社 内の20%が 指定伝票 に対応 している企業が多 く、立場上の問題 もあ り、売側 と買

側両者での コンセ ンサスを得 るべ く努力をす ることが必要であ ると指摘 されて いる。今

後 は、 出荷情報のオ ンライ ン化で解決出来 ないか とい う意見 もあ る。

(c)共 通取 引先 コー ド及びメーカーコー ドにつ いて

① 共通取引先 コー ド及びメーカーコー ドの取得状況

調査企業 はいつれ も取得 してい る。

② 共通取引先 コー ド及 びメーカーコー ドの利用状況

・ 多 くの ところでは、共通取引先 コー ドは伝票への表規やオ ンライ ン受発注 のステー

シ ョンコー ドと して利用 してい る。

・ メーカーコー ドは、JANコ ー ドの付番や納品伝票の取引先 コー ドと して の活用が

主 な ものであ る。

(2)情 報 システム化の現状

(a)企 業内 システム化状況

大半の企業で は、 システム化の 目的 と して社内の標準化や合理化を スター トライ ンとし

てそれぞれ のニ ーズに応 じた展開を している。 システム化を遂行す るに当た って は、一応

に トップの理解 と社内の気運が整 ってお り企業の戦略 と して考えてい る。

(b)企 業間 システム化状況

社会環境か ら乗 り遅れないため に、量販店や百貨店 とのオ ンライ ン受発注 を始 め とす る
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企業間のネ ッ トワークを構築 した り、VANの 活用 による業界 システム等 に対 して積極的

な動 きが うかがえ た。またフ ァームバ ンキ ングのよ うに銀行 とのデー タ交換 も始 ま って い

る。

(c)情 報 システム化導入の動機 と活用例

① 事務処理 の合理化 にっいて

事務処理 の効率化、デー タの正確化を求あ、納品書 、請求書 、仕入伝票等 の コンピュ

ータ化を終 えた状態で、今後 これ らの デー タの活用化が課題 となって きてい る。

② 受発注処理 の合理化 について

調査企業 は、一応 に受注デー タを コンピュー タに入力 させ管理 を して いる。中 には業

界VANネ ッ トワー クを利用 して、受発注 デー タの交換を している企業 も見受 け られた。

③ 決算処理の合理化 につ いて

今調査で は、体系だてた システ ムを作 り上 げている企業 はな く、サブ システム として

それぞれ に対応 してい るが手作業によ るところがほ とん どで、特に これ らの システムは

今後の課題 として と らえて いる企業が多か った。

④ 在庫管理 の合理化 について

在庫管理 につ いて は、 どの企業 も積極的 に取 り組 み、完 全品、部品、仕掛 品 レベルま

で システム化 を して いる。 しか し、運用や精度の点で問題 が残 されてい る。

⑤ 物流、配送 業務 の合理化 について

基本的な送 り状 や荷札、出荷指示書 とい った もの はどの企業 も対応 して いるが、本来

の物流管理については今後の課題 となる部分が多 くあ り、合理化 を求め られ ると ころで

もある。

⑥ 生産管理の合理化につ いて

一部 には原価管理
、工程管理等の レベルの高い システムを運用 してい る企業 もあ った

が、いつれの企業 も着手す る糸 口が見つかちず課題 としている。
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(e)情 報 システム化 の導入効果

効果 と して上 げ られた ものの うち特 に多か った ものは、社内の標準 化、デ ータの正確性 、

タイム リーな情報 の提供や リアルタイム処理の結果 、経営戦略 と して早 く手が打て るよ う

にな った。

さ らに システム化 をす ることで、社内の環境 の整備や社員の意識向上 といった面 での成

果 も上 ったと評価 して いる企業 もあ り、総体的にみて システム化以前 と比べて、かな り効

果が上 った もの と して見受 け られ る。 しか し、 これ らの評価 はあ くまで も自社の物差 しで

あ り、競争関係 における有利性 とかサ ー ビスの向上 とい った面で はさ らな る努 力が必要で

あ り、エ ン ドレスの問題 と して対応 してい くことが重要であ る。

(f)情 報 システム化導入後の問題点

システム化の効果を上げ るため最 も重要 とされて いることは、それ らの システムを維持

メンテナ ンスをす る体制、要員の確保 と社内教育だ と言われてい る。ま さ しく今回 の調査

の中で も、 こ うしたことに関 して多 く指摘 され た。 システ ムが拡 大化 す ることによ り、そ

の対応が スムーズにな されなければ機能 しな くなる こと も考え られ る。

多様化す る経営環境の中にあ って、その企業 にマ ッチ した システ ムを管理 してい くこと

が、 まさに情報 システ ム管理部門だ けの問題で はないということがいえ る。
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3.2事 例A

【会社の概要 】

本 社

従 業 員 数

資 本 金

事 業 所 数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

600名(う ちパ ー ト50名)

230,000万 円

生 産 関 係2ケ 所

販 売 関 係15ケ 所

卸 店350社

小 売 店1社

約4,000ア イ テ ム

【社 内標準化】

(1)JANコ ー ドにつ いて

①JANコ ー ドの採用状況

取扱 い商品のすべてにJANコ ー ドを付 番 し、 ソースマー クを印刷 してい る。 また、色

柄の レベ ルは細 分化 し管理 して いる。

②JANコ ー ドの活用状況

商品 カタログや卸店の定番 リス トの作成 に活用 してい る。

物流 システムで は、バー コー ドスキ ャニ ングによる出荷指示管理 に活用 してい る。

③ 今後のJANコ ー ド活用予定

・ 卸店 との受発注 システ ムを確立 し、商品 コー ドのキーと して使用 したい。

・ 流通在庫の把握 をす るための システ ムは、POS分 析 デー タを活用 して販売情報を利

用 した い。

④JANコ ー ド活用におけ る問題点

・ コー ドの桁数 に問題点が ある。

・ 自社 コー ドと組み合わせ意味づ けを もたせ る方法を とって いるため、 コー ドがい っぱ

いにな ってお り苦慮 してい る。
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(2)統 一伝票 について

① 業界統一伝票C様 式 の採用状況

100%自 社伝票 を兼ねて80%ほ ど利用 してお り、20%は 指定伝票に書 きかえる方法 を と

っている。また、C様 式の伝票 は、 コンピュー タによってプ リン トア ウ トしている。

② 業界統一伝票 に対す る問題点または要望事項

記入す る項 目が少 な く、漢字の表現が出来ないが、不足 す る項 目は余 白や付加 デー タで

対処 している。 もっと業界その もので これを使 うよ うPRが 必要で ある。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に つ いて

20%が 指定伝票を作成 しているが、主体 はコンピュー タ対応で プ リン トしてい る。

指定伝票に は自社に必 要な情報が記入で きないたあ、使 いず らい し得意先 ごとに内容が

違 うため システ ム化に不 向である。

(3)共 通 取 引 先 コー ド及 び メー カ ー コー ドにつ いて

① 共 通 取 引 先 コー ド及 び メ ー カ ー コー ドの 取得 状 況

共 通 取 引先 コー ド、 メ ー カ ー コー ド両 方 と も登 録 して い る。

② 共通取引先 コー ド及 びメーカー コー ドの利用状況

・ 共通取 引先 コー ドは現状では特 に活用 していない。

・ メーカー コー ドはJANコ ー ドの付番や伝票の メーカー コー ドとして利用 して いる
。

【情報 システム化の現状】

(1)企 業内 システム化状況

社内で情報の リアル タイ ム化の要求が高 くなり、それぞれの部門か らも将来の トー タル化

を 目指 す方向が求 め られて きた。 トップの理解を得て、 トータルなオ ンライ ンデータベ ース

を作 ることで物流セ ンター と営業拠点 とのオ ンライ ン化が進み効果を上 げている。

(2)企 業 間 システム化状況

大手小売店 とのオ ンライ ン受発注 や在庫 デー タの交換 を中心 に活用 している。相手 の要求

に答え るためには、 自社 に関係のない ものまで管理す る(例:商 品 マスター)必 要が あ り、

この ことは手間や余分 なデータを もつ ことにな り大変 である。
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(3)情 報 システム化導入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化について

社内の標準化を目指 したシステム化の結果、事務の合理化になり伝票関係や請求書や売

掛 ・仕入システムが改善された。

② 受発注処理の合理化 にっ いて

基本的に受注データは コンピュータに入力す ることで、デ ータの一元化を図 っている。

特 にオ ンライ ンデー タによる交換 は、入力作業の軽減 とな り役立 ってお り今後 も進 めた

い。

③ 決算処理の合理化について

・ 財務会計 を システ ム化 してい るが、今後は税務 申告書 の レベルまで一元化 した もの を

目指 し、関連 サブ システ ムを見直 ししたい。

・ 月次損益は、10日 目を 目標 と して作成 してい る。厳 しい 日数で もあるが、予算対実績

にっいては重要 な資料 として活用 されている。

④ 在庫管理の合理化について

管理 されている レベル は、非常 にす ぐれてお り完成 品、部 品や仕掛品 とす べてに渡 って

広 く精度 も高い。在庫管理 が、物 流、販売 システ ムの中心 とな るもの と して力を入れ てい

る。

⑤ 物流、配送業務の合理化 につ いて

自社物流 システ ムに変更 し、流通 セ ンターの建設 などの投 資を行い、精力的 に合理化を

目指 して きた。その結果、物 流全体 の効率化や スムーズな配送 システ ムが完成 した。

⑥ 生産管理の合理化 につ いて

今後は生販一体 の考え方を展開す るため、 それぞれの関連サ ブシステムを見直 し将来 の

トータル化を 目指 してい る。 しか し今後の課題 となると ころ も多 く、その将来 にっ いて は、

全社的な システムにな るもの と思 われる。
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(4)情 報 シス テ ム化 の歩 み

① 昭和50年11月:仕 入 ・在庫 ・売 上 ・会 計 ・給与 システ ム を 開始(IBMシ ステム3)

② 昭和57年2月:標 準 原 価計 算 シス テ ム ・買 掛 金管 理 シス テ ム を 開始(バ ロースBl100)

③ 昭和57年7月:生 産 管 理 に所 要 量 計 算 システ ムを開 始(バ ロースB1100)

④ 昭和61年2月:新 販 売管 理 シス テ ムを 開 始(富 士 通M340S)

⑤ 昭和61年9月:生 産 管理 システ ム を コ ンバ ー ジ ョン(M340-S)

(5)情 報 システ ム化 の導入効果

① システ ム化の結果、全体的 に社 内の情報が スムーズに流れ るよ うにな った。

② リアル タイム処理(売 上在庫等)の 結果 、効率が上 った。

③ データの一元化 を図 ることで、無駄 な処理が少な くなった。

④ 得意先の状況が即時 に分かるため、早 く手が打て るよ うにな った。

⑤ 販売情報が 日々確実 に管理 され、営業 か ら喜 ばれ るよ うにな った。

⑥ 在庫管理 と受注残管理が一体化 され、納期が はっきりわか るよ うにな った。

⑦ デー タベ ースの採用 により、サ ブシステ ムの管理が楽にな った。

⑧ 社 内で システ ム開発をす るため、要員の レベルが高 くな った。

全体 的にみ て システ ム化 はよい効果を上げている。

(6)情 報 システム化導入後の問題点

① 社内 システ ムが トータル化 されて きたたあ、個人 によ る判断がな くな り疑問を感 じる こ

と もあ る。

② 利用部門か らの さ らなる要求が多 く、費用対効果のバ ラ ンスが はっき りと して いない。

③ コンピュータ要員の負担が多 く、残業、休 日出勤等の労務問題が出て きた。

④ コンピュータ要員の高齢化や要員不足が発生 し、外注化の比率が高 くな った。

⑤ システムの管理 、メ ンテナ ンスに時間がかか るケースが増え、今後の対応 に問題がでて

きた。

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

な し
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(2)VAN利 用業務

な し

(3)業 界VANrHOWNET」 に対す る コメ ン ト

① 社 内的 にはVAN利 用 のネ ッ トワー クは、ハ ウネ ッ トを活用す る方向で考えて いる。

② 業界全体が足並をそろえて対応す る必要 があ り、 さ らな る トップへの アプローチをハ ウ

ネ ッ ト組合事務局が動いてほ しい。

③ 当面の メ リッ トもさることなが ら、将来の展望を もっと明確 に して組合員が努 力すべ き

であ る。

【その他】

① 社会的なネ ッ トワー ク(銀 行 、企業 間、公 的)利 用を 目指す ことを 目標 と したい。

② 社内 システ ム(生 産、販売、資金面での)再 構築化 を図 りたい。

③ システムのそれぞれ の機能 は出来 たが 、運用面で の研究や改善を図 りたい。

【企業内および企業間の情報 ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

電話
FAX等 で
注文を受ける

出荷指示

物 流センター

`出 荷処理
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(2)物 流経路

閨面 一 面 一一園
入荷情報
出荷情報

入出荷処理

(3)企 業 内 シ ステ ム ネ ッ トワ ー ク

FACOM

DDXパケットM340S

回線
9600bps

専 用 回 線

(4)企 業 間 シス テ ム ネ ッ トワー ク

店

店

店

①
②
③
④
⑤

量 販 店 コンピュータセンター

発注指呂
一 「コ

発注 デー タ
(公衆回線 …JCA手 順)

② 一一 ー 一 一 〉

麺ぎ ⑭ 璽 劃一整

各店から定番品薄商品を発注指示される。
発注データをコンピュータから抜き取る。
物流会社に出荷指示する。
物流会社から物流倉庫に商品を移動する。
物流倉庫から各店へ出荷する。
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3.3事 例B

【会社の概要】

本 社

従 業 員 数

資 本 金

事 業 所 数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

230名(う ちパ ー ト60名)

19,400万 円

生 産 関 係1ケ 所

販 売 関 係7ケ 所

卸 店280社

小 売 店0社

約1,000ア イ テ ム

【社 内標準化】

(1)JANコ ー ドにつ いて

①JANコ ー ドの採用状況

100%全 商品 に採用 してい る。付番 に関 して は、色、柄、パ ッケー ジ別の細 目レベル迄

すべてにされている。

②JANコ ー ドの活用状況

すべての商品に付番 してい るので カタログに表示 し、受発注用 の商品 コー ドと して活用

している。 さらに業界VANを 利用 し受 発注 システ ムの商品受注 コー ドとしたり、得意先

への商品 データとして も、希 望があれば提供 を してい る。

③ 今後 のJANコ ー ド活用予定

物 流 シンボル コー ド(ITF)と 組み合わせて使 った り、POS情 報 を入手 して販売情

報の分析 を したい。

④JANコ ー ド活用 にお ける問題点

・OEM商 品にっいて は、相手の メーカーコー ドも管理 しな ければな らないので大変で

ある.

・ 将来 は、卸店で もメーカー コー ドを もっと活用 して ほ しい。(卸 店か らの発注 コー ド

として)
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(2)統 一 伝票について

① 業界統一伝票C様 式 の採用状況

全社的 に統一伝票C様 式 を自社伝票 と して採用 し、伝票 の種類 を少な くす るよ うに して

いる。 しか し、20%が 得意先指定専用伝票 を使用 し対応 してい る。

② 業界統一伝票に対 す る問題点 また は要望事項

・ もっと卸店で活用 され ることを望む。

・ 業界統一伝票C様 式には、入数、梱の記入欄がな いので コ ンピュータで2段 打 ちで カ

バ ー して いる。

・ 直送の時、送品案内書を本社 と支店のよ うに2ケ 所 に求め られ る場 合 に不 足す る。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に つ いて

業界が らみで もっとPRを して、 な くす る方 向に して もらいたい。中で も日雑業界 やギ

フ ト・装飾品 ・小間物業界 は特 に専用伝票の要求が多 い。

(3)共 通 取 引先 コー ド及 び メ ー カー コー ドにつ い て

① 共 通 取 引先 コー ド及 び メ ーカ ー コー ドの取 得 状 況

流 通 コー ドセ ンタ ー に共 通取 引先 コー ドと メー カ ー コー ドを 登 録 して 活 用 して い る。

② 共 通 取 引先 コー ド及 び メ ー カー コー ドの 利用 状 況

・ 共 通 取 引先 コー ドは、VANシ ス テ ムの ス テ ー シ ョンコ ー ドと して 利 用 して い る。

・ メー カ ー コー ドは、JANコ ー ドの 付 番 に利 用 して い る。

【情報 システ ム化 の現状】

(1)企 業内 システム化状況

自社の業務 改善 と合理化 を目的 と してス ター トしたため、情報 システム化が結果的に は良

い方向で進 んだ。 又社 内に もJANコ ー ドやVANに ついての受 け入れが トップの理解 もあ

って スムーズに出来 た。

(2)企 業間 システ ム化状況

得意先か らの要望 とい うよ り、 自社 か ら積極的に取 り組 み、業界VANの 活用 とか個 別の

業務でのデ ータ交換 を推進 してきた。一方で は、得意 先 システムとの連携 において は、互換

性や フ ォーマ ッ トの点で問題 も発生 して きて いる。
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(3)情 報 システム化導 入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化 につ いて

事務の効率化、正確化 を目的 と し、基礎 デー タを正 しく作 ることで納 品書 や請 求書の質

を高あた。 また原始 デー タを基 に して、いろいろな システムへ も展 開 させてい る。

② 受 発注処理の合理化 につ いて

受注データの入力作業 の軽減化を図 るため、営業所 に入 力端末を設 置 し、オ ンライ ンに

よ るエ ン トリーを始 めている。 さ らに、業界VANを 利用 し、受発注デ ータ交換 も行 って

いる。

③ 決算処理の合理化について

今後の課題

④ 在庫管理 の合理化について

在庫管理 の対象 は完成 品のみで、資材、部 品、仕掛品の レベ ル迄 システ ム管理が出来 る

ことを 目標 に して いる。

⑤ 物流、配送業務の合理化 につ いて

商品別、出荷方面別(ト ラック単位)で の ピッキ ング リス トを作成 し出荷指示を してい

る。 また、送 り状や荷札につ いて も発行 し物流作業 に役立 てている。

⑥ 生産管理の合理化について

現在 は、旧 システムで一部稼働 中、今後 いろいろな社 内外の環境を整備 し再着手 して い

きたい。

(4)情 報 システ ム化 の歩 み

昭和54年5月:コ ン ピュ ー タ 自社 導 入(FACOM-BM)販 売 、給 与

昭和54年5月:KEYTOFD装 置 の 導 入 受 注 デ ー タ入 力 開 始

昭和54年9月:コ ン ピュ ー タ レベ ル ア ップ(FACOM-VO皿)売 掛 、 請 求

昭和55年5月:〃(FACOM-V830)生 産 、 財 務

昭和61年3月:〃(FACOM-K280)シ ス テ ム 見 直

昭 和61年4月:フ ロ ッ ピー によ る請 求 デ ー タ交 換 開始
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昭和62年3月:特 定 回線利用 によるオ ンライ ン化(本 社 一営業所)

昭和63年12月:業 界VAN利 用による受発注 システム開始

平成3年4月:コ ンピュー タレベルア ップ(FACOM-K690)生 産 システム変更

(5)情 報 システ ム化 の導 入効果

① 業務処 理の正 確性 、ス ピー ド化、効率化 に効果が 出た。

② システ ム化によ って事務処理 コス トが減少 した。

③ 社内の業務改善を進 めた結果 と して標準化がで きた。

④ 営業部門への資料提 供が ス ピー ドア ップ し、販売活動 に役立 った。

⑤ 個人デ ータか ら社内一括 、一元化 データとな り、社 内の管理水準が上 った。

(6)情 報 システ ム化導 入後 の問題点

① システ ム関係 者の残 業が多 くな った。

② 社内外の システ ムが複雑化 し、メ ンテナ ンスやオペ レー ション等 のフ ォローが難 しくな

った。

③ 専門家が いない とその仕組がわか らないことが ある。

④ システ ム化に対す る費用の 目安 が明確でな く、 コス トパ フ ォーマ ンスが つかめない。

⑤ コ ンピュータ化以前 の問題点 として、業務 分析や チ ェックが甘 いため、 システム化 して

も初期の効果が上 が らないケースがある。

⑥ システ ム要員に若手 がいないため、今後の システム維持、管理 に若干 の不安が ある。

【ネ ッ トワーク】

(1)利 用VAN名

HOWNET

HOMESNET

(2)VAN利 用業務

① 受発注データ交換

② 請求支払データ交換
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(3)業 界VANrHOWNET」 に対す る コメ ン ト

① 参加 メーカー、卸店の数に比べて実 際にデー タを交換 しているところが少ないため、効

果が現状で はあ まり上 っていない。

②HOWNETで 規定 された フォーマ ッ ト以外で交換を求め られ るケースが あ り、今後 の

課 題 として検討 して もらいた い。

【その他】

① 新工場 の建設 を予定 してお り、将来 はFA化 にっいて も研究 して行 きたい。

② 原価計算、品質管理 システムを確立 したい。

③ 販売計画、経営計画 にコ ンピュー タを活用 し、科学的な管理 を したい。

【企業内および企業間の情報 ネ ッ トワー ク図】
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(3)企 業 内 シス テ ムネ ッ トワ ー ク
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(4)企 業 間 シス テ ム ネ ッ トワー ク
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3.4事 例C

【会社 の概要】

社

数

金

数

員

所

本

業

業

本

従

資

事

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

190名(う ちパ ー ト30名)

3,000万 円

生産関係3ケ 所

販売関係3ケ 所

卸 店500社

小 売 店0社

約2,700ア イテム

【社 内標準化 】

(1)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用状況

商品の98%にJANコ ー ドの付 番及び、 ソー スマーキ ングを実施 してい る。但 し、同一

商品にお ける色、柄 は分けていな く、同 じコー ドを付養 して いるケース もあ る。

②JANコ ー ドの活用状況

8年 ほど前か ら、 自社の基本商品 コー ドとしてアイテム コー ドの5桁 を利用 しコンピュ

ー タ管理 を して いる
。さ らに受発注用 のカ タログに掲載 して活用 を して いる。

③ 今後 のJANコ ー ド活用予定

・ 在庫 管理 における認識 として活用 したい。

・ 包装形態の違 う商品の管理 に もJANコ ー ドを付番 して活用 したい。

④JANコ ー ド活用 における問題点

・ 色、柄 の指定がある場合 には、現状で は対応の出来 ないケースが あるため細分化が必

要で ある。

・OEM商 品は、相手先 コー ドの管理 をす るため、 コ ンピュータ上不都合 な ことがあ る。
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(2)統 一伝票 について

① 業界統一伝票C様 式の採用状況

伝票の35%ほ どがC様 式を採用 して おり、残 りの65%に っいて は、B様 式を10%、 自社

伝票を40%、 得意先 の指定専用 伝票が15%ほ どとなってい る。

② 業界統一伝票 に対す る問題点 または要望事項

C様 式 における伝票複写枚数 の うち、得意先が必要 とす る枚 数が5枚 、3枚 とま ちまち

とな ってお り無駄 が出るケースがあ る。

③ 得意先 の指定伝票(専 用伝票)に つ いて

伝票の15%が 指定専用伝票で 、その対応には苦慮 して いる。特 に コンピュータで伝票発

行 を してい る分 について は、指定伝票用紙のかけかえ作業 がめん どうにな った り、手書対

応分で も時間がかか り効率的 とは言えない。

(3)共 通取引先 コー ド及 びメーカー コー ドについて

① 共通取引先 コー ド及 びメーカー コー ドの取得状況

流通 コー ドセ ンターに共通取 引先 コー ド及びメーカーコー ドを登録 し活 用 して いる。

② 共通取 引先 コー ド及び メーカー コー ドの利用状 況

・ 共通取 引先 コー ドは、得意先 の要望で伝票 に記入 した り、オ ンライ ン受発注 システム

のステーシ ョンコー ドと して利 用 して いる。

・ メーカーコー ドは、JANコ ー ドの付番用に利用 して いる。

【情報 システ ム化の現状】

(1)企 業 内 システム化状況

社 内の事務処理 の省力化、効率化か らスター トし、伝票発行や請求書を中心 に展開 し、徐

々に統合化 を目指 して システム開発 に当 って いる。開発 コス トと効果 のバ ラ ンスや外注 につ

いて は、管理が大変で ある。

(2)企 業 間 システ ム化状況

得意先か らの要望 によ って開発 し、現状で は納品データの オ ンライ ン化や請求 デー タの交

換を行 っている。業界VANへ の取組み も積極的 に取 り組んで い く計画 を もっている。
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(3)情 報 システ ム化導入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化 につ いて

省力化、効率化を 目指 して伝票発 行、請求書発行業務を中心 と している。 さらに売上管

理 と しての諸資料の作成 に も活用 して いる。

② 受発注処理の合理化 につ いて

受注 データ処理の簡素化、正確性 を得 るため に受注入力作業の システム化を図 り、一部

は得意先か らのオ ンライ ンによる受 注 データの交換 も開始 して いる。

③ 決算処理の合理化 につ いて

経理専用のオ フコンを導入 し、パ ッケージソフ トを利用 して対応 しているが、決算関係

のすべてで はな く、経理 的分野で利用 している。

④ 在庫管理の合理化 につ いて

在庫管理の対象は、完成品、仕掛品 、部品の レベルで管理 して いるが問題 もある。

⑤ 物流 配送業務の合理化 につ いて メ

受注処理時 に諸マ スターを利用 して 、 コンピュー タか ら出荷指示書(ピ ッキ ング リス ト)、

運送業者への送 り状 や荷札 を発行 して いる。

⑥ 生産管理の合理化について

今後の課題

(4)情 報 システム化の歩み

昭和45年:会 計機を導入 して元帳の作成 開始

昭和50年:シ ャープHAYAC-6000を 導 入 し伝票発行

昭和53年:シ ャープHAYAC-7000に レベルア ップ し単品管理

昭和60年:富 士通K250を 導入 し受注 の端末入力開始

昭和62年:オ ンライ ンによる納品デ ータ交換 スター ト

昭和63年:富 士通K310に レベル ア ップ

平成2年:業 界VANへ の取組
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(5)情 報 システム化 の導 入効果

① 導入を契機 と して社 内業務の標準化が図 られた。

② 端末機 の導 入によ り受注入 力の一元化が出来た。

③ 営業部 門か らの要求資料 に即応が可能 となった。

④ 営業所 の端末機 か ら在庫高や注文残がわか るよ うになった。

⑤ 全般的に管理水 準が上 って きた。

(6)情 報 システム化導 入後の問題点

① コンピュー タ システ ムの維持、 メンテナ ンスの労 力が大変であ る。(シ ステム変更やオ

ペ レー ション)

② コンピュー タ在庫 と実在庫 に相違がある。

③ 社外 システ ムが出現す ると対応が大変であ る。(業 界VAN、POSシ ステム)

④ システム化が進 展す ると作業量が増 した。(受 注 の小 口化、多頻度化)

⑤ リー ドタイ ムが短 くな りスケ ジュール対応が困難。(物 流管理 コス ト)

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

HOWNET

HOMESNET

(2)VAN利 用業務

仕入 データの得 意先送信業務

(3)業 界VANrHOWNET」 に対す るコメ ン ト

・ 標準化 された フ ォーマ ッ トに忠実 に対応 し、 どう して も個 々の都合が出る もの は当事者

間で解決 して ほ しい。

・ 出来 るデ ータ種か らメーカー卸間で スター トし、早期ネ ッ トワーク化 を望 む。

【その他】

システム化に当 って は、社内の理解 と協力体勢があ り、スムーズ に稼働 に入れ た ことは評価

して いる。
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【企業 内および企業 間の情報ネ ッ トワー ク図】
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(4)企 業 間 システ ム ネ ッ トワ ー ク
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3.5事 例D

【会社の概要】

本

従 業 員

資 本

事 業 所

社

数

金

数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

204名(う ちパー ト50名)

10,000万 円

生産関係2ケ 所

販売関係3ケ 所(う ち海外2ヶ 所)

卸 店50社

小 売 店0社

約800ア イテ ム

【社内標準化 】

(1)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用状況

100%全 商品 にJANコ ー ドを採用 し管理 している。

②JANコ ー ドの 活用 状 況

商 品 パ ッケ ー ジの一 部 分 と して 商 品 コ ー ドを ソー ス マ ー ク して い る。 さ らに カ タ ロ グの

中 に もJANコ ー ドを一 部 併 記 して い る。(カ タ ログ に は、 バ ー コー ドの 印刷 は して い な

い)

③ 今後のJANコ ー ド活用予定

システ ムの レベルア ップ時 には、JANコ ー ドを活用 した棚卸 システム、送 り状や荷札

を管理す る物流配送 システムへの応用を考えている。オ ンライ ン受 発注 システムの採用時

には、受注用の コー ドとして も活用 して いきたい。

④JANコ ー ド活 用 に お け る問 題 点

・OEM商 品 にお け る2重 のJANコ ー ド管理 は、 手 間 が か か り ミス も発 生 す る。

・ 得 意 先 自身 がJANコ ー ドの 活 用 度 が 低 いので 、PRが 必 要 で あ る。

・ 現 在 の コ ン ピュ ー タ シス テ ム に は、JANコ ー ドの(マ ス タ ー フ ォーマ ッ ト)ス ペ ー

スが な い。
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(2)統 一伝 票について

① 業界統一伝票C様 式の採用状況

自社 伝票をC様 式 に変更 したので 、100%採 用 して いる ことにな る。 しか し得意先指定

伝票 は、全体の10%ぐ らいあ り、別途手書等の対応 を して いる。

② 業界統一伝票 に対す る問題点 または要望事項

現在の標準様式で は、得意先 の支店や営業所に送 る場合 には、本社 に も1枚 必要だ とい

うケースに対応を されていないので、送品案内書 の枚数の検討を して ほ しい。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に ついて

一担C様 式 に打 ち出 した伝票 か ら専用伝票 に書 き換えて いるたあ
、専用伝票 に記入すべ

き内容がC様 式 にプ リン トされ ていない もの(相 手の商品 コー ド、部門 コー ド、営業店 コ

ー ド等)は 別の記録帳か ら転記 するため時 間がかか る。

(3)共 通取引先 コー ド及 びメーカー コー ドにつ いて

① 共通取引先 コー ド及 びメーカー コー ドの取得状況

メーカーコー ドのみ取得 している。今後 オ ンライ ンを利用す るときにはステー ションコ

ー ドが必要 となるので取得 したい
。

② 共 通 取 引先 コー ド及 び メー カ ー コー ドの利 用状 況

メ ー カ ー コー ドは、JANコ ー ドを付番 す るた め に利 用 して い る。

【情報 システ ム化の現状】

(1)企 業内 システム化状況

10年 ほど前か ら企業 内の情報 の精度 ア ップを図 ることを主 目標 に して、伝票発行、請求書

業務の効率化や省力化 も推進 して きた。その結果 として 、経営情報 の質 的向上や ス ピー ド化

が図 られ、社内の レベ ルが上 って きた。

(2)企 業間 システム化状況

自社 システムの向上 を目指すためには、外部 との情報化や ネ ッ トワー ク化が必然的 にな っ

て きたが、相手 に希望す る システムの受 け入 れ体勢が不充分の ため、相手の レベ ルア ップを

待 って いる状況で ある。(自 社 の レベルと相手の レベルが合わ ない)
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(3)情 報 システム化導入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化 につ いて

伝票発行枚数 が多 いので、精度面、見易さ、さ らにはス ピー ド面 に効果 を求 め、情報 シ

ステム化 の足場 として取 り組み、現状 では請求書 や元 帳類 の管理 もしている。

② 受発注処理の合理化 について

受注の95%迄 がFAXやTELに よ るもので、端末機 よ り入力作業を行 ってい る。残 り

は注文書による手作業で管理 を してお り、 コン ピュー タによる受注残の管理 は行 って いな

い。

③ 決算処理の合理化 について

月次 における管理が中心 で、総合的 な決算処理 はマニ ュアルで集大成 して作成す るか、

個 々の資料は部分的 に コンピュー タ管理 されてい る。月次では、商 品別粗利計算、部 門別

原価計算や担 当者別の粗利管理 は経営資料 と して活用 して いる。

④ 在庫管理の合理化 にっ いて

完成 品について は100%デ ー リーバ ッチで 出納管理(1日1回)を してお り、棚卸 と し

て も活用 している。主力部品 も同様 の方法を と って いる。 出荷用の先落 しにっ いて は、検

討 中で今後の課題 であ る。

⑤ 物流、配送業務 の合理化 につ いて

一般的な送 り状 、荷札 、出荷指示書 の作成 を中心 に しているが 、一部の 自家配送用 の路

線 表を基に したルー ト配送指示を 出 して活用 してい る。

⑥ 生産管理の合理化 について

原価管理及 び工程管理を スター トの足場 と して システム化 に着手 して数10年 にな る。

社内教育やQCを 取 り入れ レベルア ップを 目指 してい るが、完成す るまで にはまだ時間

が必要 とされる。今後 は、予測 システムを計画 してい る。

(4)情 報 システム化 の歩 み

昭和35年:NCR会 計機 を導入 し給与 、売上管理 スター ト

昭和40年:FACOM-230-10を 導入 業務 の レベ ルア ップ
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昭和45年:オ フ コ ン(セ イ コー)に よ る伝 票 発 行

昭 和50年:FACOMシ リー ズに レベ ル ア ップ

昭 和60年:工 場 にNECシ ステ ム100-58を 導 入 生 産 管 理 ス タ ー ト

昭 和60年:パ ソ コ ンNEC-9800シ リーズ の導 入

昭 和61年:パ ソ コ ンNEC-5200シ リーズ の導 入

昭 和62年:販 売 部 門 にNECシ ス テ ム100-58を 導 入 し販 売 管 理 ス タ ー ト

昭 和62年:工 場 と販 売 部 門 をオ ンラ イ ンシス テ ム によ り結 ぶ

平 成1年:NEC-3100-40A(工 場)に レベ ル ア ップ し、 ス ピー ドア ップ化

平 成1年:NEC-3100-30A(販 売)に レベ ル ア ップ し、 ス ピー ドア ップ化

平 成1年:FB(フ ァー ムバ ンキ ング)を 導 入 し、 銀 行 との オ ンラ イ ン化

(5)情 報 システ ム化 の導 入効果

① 在庫管理 の精度 が向上 し効率 がよ くなった。

② 管理 レベルを細 分化 した結 果、経 費が明確 にな った。

③ 経営 戦略が立てやす く問題点がは っきりと して きた。

④ 日常 の動 きが スムーズにな り会社 の姿が はっきりと した。

⑤ 営業部門か らの要求に早 く答え られるよ うにな った。

⑥ 社内の標準化が促進 され た。

⑦ アイテ ム数が多 くな り作業量が増えて も対応出来て いる。

⑧FB(フ ァームバ ンキ ング)導 入で社会的信用度が上 った。

(6)情 報 システム化導入後の問題点

① システムが複雑化 し、 トラブルの発生に対 してす ぐ対応 出来 ない ことが ある。

② システム設計 やプ ログラムの作成 は外注を しているので、緊急対応時 に苦慮 してい る。

③ 社 内教育 が少 し不足 してい るため、 システ ム運用上でのルールや方法 に トラブルがあ る。

④ システム化 によ ってデータが蓄積 されて も有効 に活用 されて いない(資 料や提案書)

⑤ 受注残 管理 システムを開発 して も有効 に利用 されていない。

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

HOWNET

－81一



(2)VAN利 用業務

受発注デー タ交換(テ ス ト中)

(3)業 界VANrHOWNET」 に対す る コメ ン ト

① 自社でVANシ ステ ムの構築 は出来て も、相手側が受 け入れて くれ なか った りす るケー

スがあ るので 、参加のPRを お願い した い。

② コー ド変換作業 に問題がある。

(自社 コー ドとJANコ ー ド、相手 コー ドとJANコ ー ド)

【その他】

① ファイ リングシステ ム構築のための研究を したい。

② 販売情報 を入手 して、営業活動や生産管理 システムに活用 してみたい。

【企業内および企業 間の情報ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

匪置⑭ lll韓韓国
(2)物 流経路

図
一■ チ ・一 夕 一例 一ー

ーーーー一{自 家 配 送!

一■ 小 口 混 載 トラ・ク1… 一一・ 劃
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(3)企 業 内 シス テ ム ネ ッ トワー ク

本 社 工 場

給 与 売 上 在庫管理 各種統計表 請求業務 仕 入

販売 システム

(4)企 業 間 シ ステ ムネ ッ トワー ク

本 社 銀 行

給与振込 残高照合 各種小口振込
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3.6事 例E

【会社 の概要】

本

従 業 員

資 本

事 業 所

社

数

金

数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

780名(う ちパ ー ト200名)

61,800万 円

生 産 関 係4ケ 所

販 売 関 係10ケ 所

卸 店200社

小 売 店0社

約6,000ア イ テ ム

【社 内 標準 化 】

(1)JANコ ー ドに つ いて

①JANコ ー ドの採 用 状 況

完 成品 につ い て は色 、柄 、 パ ッケ ー ジ別 で100%コ ー ド設 定 は して い るが 、 ソー スマ ー

クにつ いて は90%が 対 応 し、 残 り10%は シー ル等 で カバ ー して い る。

②JANコ ー ドの活用状況

JANコ ー ドを社内管理 コー ドと しての活用 をメイ ンと し、商品 カタログやVANに よ

る受発注 の コー ドと して一部使用 して いる。又納品、請求デ ータ交換 に も活用 して いる。

③ 今後のJANコ ー ド活用予定

商品の入 出庫作業にJANコ ー ドを活用、あるいは棚卸作業等 に も活用す る ことを計画

している。

④JANコ ー ド活用 におけ る問題点

当社 はアイテム コー ド5桁 に意味づ けを してお り、廃番や改良品の コー ド管理が大変 で

あ る。OEM商 品の場合 は、 自社用 コー ドに もお き換えて使用す るため、複 雑な運用 とな

っている。
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(2)統 一伝票 について

① 業界統一伝票C様 式の採用状況

C様 式伝票を 自社伝票 と して100%使 用 している。指定伝票の要求 は10%ほ どあ り、営

業所 の方 で再記入を して カバー してい る。

② 業界統一伝票 に対す る問題点 または要望事項

現在 のC様 式伝票 は記入欄が不足 しているので、梱、指定 コー ドについてはプログラム

で工 夫 して対応 して いる。又同 じ伝票を2枚 以上要求 され ると ころが あるが現状で は対応

していない。又、商品 と伝票 を同梱す る要求が強 くなってお り、今後の課題で もあ る。

③ 得意 先の指定伝票(専 用伝票)に つ いて

統一 伝票を もっとPRし た り、不都合な ところがあれ ば見直を真剣 に行 う時 に来て いる。

相互の コンセ ンサスを得 る場所 をつ くり、本当にな くせ ないかを考えていかなければな ら

ない。

(3)共 通取 引 先 コー ド及 び メ ー カー コー ドにつ いて

① 共通 取 引先 コー ド及 び メー カ ー コー ドの取 得状 況

共通 取 引先 コー ド、 メ ー カー コー ドと も取 得 し活 用 して い る。

② 共 通 取 引 先 コー ド及 び メー カー コー ドの 利用状 況

・HOWNET-VANの ステ ー シ ョンコー ドと して 利 用 して い る。

・JANコ ー ド設 定 用 に利用 した り、 納 品伝 票 の メ ー カ ー コー ドと して もプ リン トに使

用 して い る。

【情報 システ ム化の現状】

(1)企 業内 システム化状況

自社の在庫管理 を正確 にす るために システム化を図 り、 コンピュー タの導入を行 って きた。

又 これを契機 と して、人事、経理 や社 内の事務合理化 を 目指 し、効率化 、ス ピー ド化、正確

化を求めた。近年 では、オ ンライ ンシステムによ り、 リアルな物流 システムに応用 して効果

を上 げてい る。
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(2)企 業間システム化状況

社会環境の変化や得意先からの要請もあり、VAN利 用による得意先との受発注データ交

換や専用回線利用による運送業者との間で物流情報の交換に着手したところで、今後拡大化

を図って情報を戦略化したい。

(3)情 報 システム化導入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化について

財務関連の帳表を システム化す ることで全体の質を高めて きた。納品伝票、仕入伝票 、

社内本支店伝票、 日報 、請求書を中心 に対応 して きた。反面 これ らも見直 しの時で もある。

② 受発注処理の合理化について

受注処理の基本 は、すべて在庫 マスターを確認す る ことと して システムを図 ってお り、

業界VAN利 用 によるオ ンライ ン入力やその他TEL、FAXに よ る処理 もすべて端末 入

力を 目指 している。

③ 決算処理の合理化 につ いて

完全に システム化 はされていないが、部分的に コンピュータ化 されてお り、それ らをマ

ニ ュアル処理 によ って結合 している。特 に仕訳 に関す るデー タ処理 は、合計値 を コンピュ

ー タが処理 し
、その後 はマニ ュアル作業 によ り対処 してい る。

④ 在庫管理の合理化 につ いて

在庫管理 は完成 品の単品のみであ り、今後 は仕掛品や部品につ いて も計画を している。

トータル的な在庫管理 は、今後の課題で もある。

⑤ 物流、配送業務の合理化 につ いて

荷札や送 り状 に関す る処理 は、以前 か ら対応 して きた。近年、運送業者 との間でデー タ

交換を行い、運賃計算 もシステム化 し役立 てている。

⑥ 生産管理の合理化 について

生産計画につ いて は専用の ミニ コンピュータを導入 して計画を立ててい るが 、全 アイテ

ムではな く、60%程 度であ るので、今後 はさ らに拡大 す るよ う計画を してい る。
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(4)情 報 システム化の歩み

昭和50年:コ ンピュータ自社導入HITAC-8150在 庫管理

昭和55年:コ ンピュータレベル ア ップHITAC-L330在 庫管理 充実

昭和58年:コ ンピュータレベル ア ップHITAC-Ml40Hオ ンライ ンエ ン トリー

昭和59年:工 場 にオ フコンの導入HITAC-L30生 産管理開始

昭和60年:物 流 セ ンターと本社を特定回線 でつなぎ在庫 、販売管理開始

昭和61年:工 場 と本社を公衆回線でつな ぎ在庫管理を充実

平成2年:業 界VANへ の加入 受発注デー タ交換開始

(5)情 報 システム化の導入効果

① システム化 によ って、全社的 には人件費がおさえ られた。(社 員 を増や さず とも業務運

用が可能 とな った)

② 在庫管理 に関す る業務の精度が上 った。

③ 管理 資料(日 報 、月報等)は 、 コンピュータか らの アウ トプ リン トになったため、見や

す く管理 の水準が上 った。

④ 社 内 システム と して確立 し、標準化が社内 に進 め られた。

⑤ 社会環境 に対応す るたあの力がつ いて きた結果 、業界VAN等 へ の参加 も可能 になった。

⑥ 対外 的には、信用 がつ いた。

(6)情 報 システ ム化導 入後の問題点

① 情報 システ ム担 当者が少な く、残業等が多 くな っている。

② 情報 システ ム担 当者が専門家にな りす ぎ、人事交流が ない。

③ システ ム化が進 んで くると業務担当者で ないとわか らないことが発生 す る。

④ システ ム トラブルに対 して会社の業務がお くれた り、他部門に迷 惑をかけ ることが発生

す る。

⑤ システムの メ ンテ ナンス作業が大 きな負担 になっている。

⑥ システムが拡大す ると全社的な認識が得 られ な くな り、 システ ム不在にな るケースが あ

る。

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

HOWNET



(2)VAN利 用業務

受発注デー タ交換

(3)業 界VANrHOWNET」 に対す る コメ ン ト

① 参加卸店 の数 を増や し、 メ リッ トので る業界VANに してい く必要 があ る。

② 標準 フ ォーマ ッ トを もう少 し考慮 して ほ しい。

・ セ ッ ト明細 の表現の方法

・ 直送デ ータの扱 いを明確に して ほ しい

【その他 】

・ 会計 システムを メイ ンと した全社 的な精度 の高い ものに、関連 システムを再構築 してい

きたい。

・JANコ ー ドの有効活用 を もっと したい。(例:JANコ ー ド利用 による在庫管理)

・ 今後の システム開発に対 して は、社内の協 力体 制や参画す る気運が必要 とな って くる。

【企業内および企業 間の情報 ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

問 屋 メ ー カ ー(当 社)

FAX

受注書

亘 ・ ク

纏÷]…
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(3)企 業 内 シス テ ム ネ ッ トワー ク

C
製造 ・販売 ・開発
M630/10E

FAX 本社A
製造 ・販売 ・開発
M630/40E

公衆回線

EO2/
門
0
部
2
造
6

B
製
M

公衆回線

FAX DDX-P

公 衆 回 線

EOヨ/
門

0

部

2

売

6

B
販

M

専用回線

配送 セ ンター
端末装置

配送 セ ンター
端末装置

(4)企 業 間 システ ム ネ ッ トワー ク

メ ー カ ー ハ ウネ ッ ト A問 屋 1社

メ ー カ ー 専用回線 B運 送会社 1社
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3.7事 例F

【会社 の概要】

本

従 業 員

資 本

事 業 所

社

数

金

数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

45名(う ちパー ト0名)

15,000万 円

生産関係1ケ 所

販売関係5ケ 所

卸 店800社

小 売 店0社

約5,000ア イテ ム

【社 内標準化】

(1)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用 状況

業務用主体の商品のため、JANコ ー ドは10%ほ どに付番 し、 ソースマーキ ング又 はラ

ベル対応 を している。(色 、柄 も一 単品 と して管理)

②JANコ ー ドの活用状況

特別な活用 は してお らず、 コンピュータの商品マスターの中に登録 を して いるのみ。

③ 今後のJANコ ー ド活用予定

物流 システムに活用 し、正 しい在庫管理を 目指 し、POSシ ステ ムによる商品の入出庫

に応用 して行 きたい。

④JANコ ー ド活用におけ る問題点

商品の型状か らみて、JANコ ー ドを ソースマーキ ングす る場所が ないので困 って いる。

パ ッケー ジを変更 した り、入れ るための方法 を考え ると、ど うして もコス トア ップにな っ

て しまう。

(2)統 一伝票について

① 業界統一伝票C様 式 の採用状況

10%をC様 式の伝票 を使 用 して いる。 これ はむ しろ専用伝票的意味で、希望の ところだ
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け コンピュー タか らプ リン トしてい る。 自社伝票は、全 部打 ち出 しを してい る。

② 業界統一伝票 に対 す る問題点 または要望事項

・ フ ォーマ ッ トは同 じで も記入項 目が得意先 によ って異な るため、面倒 にな ってい るこ

とがあ る。

・ 記入項 目(例:梱)が 不足 してお り、適用や備考 のスペースが もっとあ った方が よい。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に ついて

伝票の10%が 指定 伝票 であ り、立場上の問題 もあ り、やむな く対応を してい る。

C様 式の普及を希望する。

(3)共 通取引先 コー ド及び メー カー コー ドにつ いて

① 共通取引先 コー ド及び メーカーコー ドの取得状 況

メーカー コー ドは取得 しているが、共通取 引先 コー ドは今後必要 に応 じて取得予定。

② 共 通 取 引先 コ ー ド及 び メー カー コ ー ドの利 用 状 況

メー カ ー コー ドはJANコ ー ドの 付 番 と して利 用 した り、伝 票 の メ ー カ ー コー ドと して

も使用 して い る。

【情報 システム化の現状】

(1)企 業内 システム化状況

会計機 の導入を スター トライ ンとして伝票発行を始め、以後オ フコンによる在庫管理 さら

には工場 とのオ ンライ ンによる共通商品、得意先 マスターの活用をするよ うにな って きた。

幸 い トップに理解があ り、 システム化 に対 しては寛大な方 であ る。

(2)企 業間 システム化状況

生産部門では、 フ ァームバ ンキ ングによる銀 行 とのデー タ交換 を行 っている。VAN利 用

につ いて も検討事項 とな ってい る。



(3)情 報 システム化導 入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化 について

正 しいデータを作 る ことを 目的 と して システ ム化 を図 った ため、売上伝票 や仕入伝票等

の帳表が一元化 され、管理や整理の能力が上 った。

② 受発注処理の合理化 につ いて

受注デー タの コ ンピュータ化 によ って、納期の確認や 出荷状況な ど得意先か らの問 い合

わせ に対 して ス ピー ドア ップが図 られ、生産計画や在庫計画等 と連動が出来 た。

③ 決算処理の合理化にっいて

今後の課題

④ 在庫管理の合理化 につ いて

生産部 門で は、完成品 、仕掛品、部品 レベル まで コンピュータ化 されてお り便利 にな っ

た。今後 は、営業部門か ら直接在庫引 当が 出来 るシステムを目指 してい るが問題 もある。

⑤ 物流、配送業務の合理化について

運送業者の指定送り状を作成しているが物流全体の見直が必要となり、今後の課題とし

て改善していきたい。

⑥ 生産管理の合理化について

生産計画予定表を作成 しているが、実際には伝票による指示が主流となっている。

(4)情 報 システム化 の歩み

昭和49年:会 計機L4000導 入によ る伝票発行開始

昭和55年:オ フ コンB700に レベルア ップ(売 上管理 に着手)

昭和58年:B900汎 用機の導 入(生 産 、販売関連開始)

昭和60年:公 衆 回線 による工場 とのオ ンライ ン化

昭和63年:UNISYSA4に レベ ルア ップ(在 庫管理 、受発注管理)

昭和63年:パ ッケー ジソフ トの導 入(給 与計算)

昭和63年:専 用 回線 による全国支店間のオ ンライ ン化

平成2年:工 場 に ファームバ ンキ ングシステムを導入(残 高照会 、総合振込)
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(5)情 報 システム化の導入効果

① 業務処理 の標準化を図 ったため、誰で も分かるよ うにな った。

② 受発注の処理が特定の人だけでな く、必要な人で対応出来 るよ うにな った。

③ 現場中心の システム化が実現 した。

④ 納期管理が的確 とな り、得 意先への返答が早 くな った。

⑤ オ ンライ ン化 によ ってFAXやTELに よる作業が な くな り、 コス ト的に も安 くな った。

⑥ ミスの発見が早 く出来 るよ うにな った。

⑦ 在庫管理が徹底出来 たため、機会損失が少な くな った。

⑧ たえず最新の在庫を知 ることが出来 るよ うにな った。

⑨ ネ ッ トワー ク回線 は リセール会社を利用 しているため、従来 よ り通信 コス トを安 く出来

た。

(6)情 報 システム化導入後の問題点

① イ レギ ュラー処理 に対する負荷が多 くな った。

② システム化 によ って複雑化 したルールが 出来たため、登録 や発注業務 に時間がかか る。

③ システ ムダウ ン(回 線系、ホス ト、端末)に 対 しての対策が出来 ていない。

④ コ ンピュー タ トータル コス トが増えて きたが、正 しい コス トパ フォーマ ンスがっかめて

いない。

⑤ メ ンテ ナ ンス作業が増大 して、作業が大変 となった。

⑥ 得意先か らの細 かな要求が増 えて対応が難 しくなって きた。

【ネ ッ トワ ー ク】

(1)利 用VAN名

な し

(2)VAN利 用業務

な し

(3)業 界VAN「HOWNET」 に対す るコメ ン ト

・HOWNWTに ついては勉強中だが、出来れば受 発注 システ ムを構築 してネ ッ トワー ク

にのせたい。

・ 標準化 をさ らに進めて ほ しい。(JAN 、共通取 引先 コー ド、C様 式伝票 など)
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【その他】

① 財務関係 の システ ム化(タ イム リーに会社 の内容を管理 したい)

② 入力関係 のOCR化 やFAXと の連動の方 法を研究中であ る。

【企業 内および企業 間の情 報ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

ピ劃

∵…一…[三 極]一 ー

ー一{小 売 店1… 一一

一[量 亟 面

一一[百 貨 店]一 一… 国

(2)物 流経路

「{他社運送副 「[唾]巨]

i-一…斗 触 便P[ユ ーザ]

(3)企 業 内 シス テ ムネ ッ トワー ク

受 発注 、販 売 、 在庫 、給 与 生産管理

(4)企 業 間 シス テ ム ネ ッ トワー ク

給与振込

フ ァー ムバ ンキ ング

残高照会
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3,8事 例G

【会社の概要】

本

従 業 員

資 本

事 業 所

得 意 先 件

取扱 アイテ ム数

社

数500名(う ちパ ー ト0名)

金37,000万 円

数 生産関係3ケ 所

販売関係4ケ 所

数 卸 店350社

小 売 店0社

約800ア イテ ム

【社内標準化】

(1)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用状況

対象 となる商品のJANコ ー ド化率 は100%で 、色 、柄 レベ ル迄対応 し、その うちの95

%の 商品 には、 ソースマー ク又 はラベルによ り対応を して いる。

②JANコ ー ドの活用状況

商品 カ タログにJANコ ー ドの表示を し、 さらにバー コー ド自体 も刷 り込んで活用 して

い る。

③ 今後 のJANコ ー ド活用予定

物流 シンボル コー ド(ITF)へ の活用を研究 中であ る。

④JANコ ー ド活用における問題点

業務用品が90%で 日用品 は10%と 少 な く、全体の取扱 いか らみ ると管理がわず らわ しい。

JANコ ー ドの付番に意味づ けを してい るため、 コー ドがパ ンクしそ うであ る。

(2)統 一伝票 につ いて

① 業界統一伝票C様 式の採用状況

C様 式 の要請が少ないので、 ご く一部の得意先 に手書で対応 している。今後 も、C様 式

の積極 的な活用 は考えていない。
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② 業界統一伝票 に対す る問題点 また は要望事項

手書対応 を して いるが、 自社で管理 して いない項 目を求 め られ るケースがあ り、別表や

早見表で カバ ー し苦慮 してい る。

③ 得意先の指定伝票(専 用伝票)に つ いて

全伝票の30%ほ ど指定伝票を使 っているが 、力関係 もあ るので対応せ ざるを得ない。業

界 として も真剣 に取 り組み、指定伝票 をな くす る方 向を見つけてほ しい。

(3)共 通 取 引 先 コー ド及 び メー カ ー コー ドに つ い て

① 共通 取 引 先 コ ー ド及 び メ ー カ ー コー ドの 取得 状 況

共通 取 引 先 コ ー ド、 メー カ ー コー ドと も取 得 して い る。

② 共通取 引先 コー ド及び メーカーコー ドの利用状況

・ 共通取引先 コー ドは頻度 は少な いが、重版店へ納 入の とき使用 してい る。

・ メーカー コー ドは、JANコ ー ドの付番 に利用 してい る。

【情報 システ ム化 の現状】

(1)企 業内 システム化状況

合理化、効率化 を求 めるたあに社 内 システムの見直 しを進めてい るところであ る。販売情

報の早期入手や、あ る程度 は受身であ って もオ ンライ ン化の方向で トップ も考えて いる。要

員の確保 も専門職 と してSEを 採用 してい る。

(2)企 業間 システム化状況

取引先 との情報交換を積極 的に進め る計画があ り、 コンピュー タ室側で はシステム開発の

途上である。 しか し、相手があるため 当初の計画通 りには進んで いないのが現状で あ る。

(3)情 報 システム化導入の動機 と活用例

① 事務処理 の合理化 につ いて

事務作業のス ピー ド化、正確化 を求 める ことに主力をお き、デー タ処理の一元化 を図 っ

ている。売上伝票 、仕入伝票、納 品書 や請求書への システ ム化を図 り、手書か らコンピュ

ータ処理へ移管 して きた。
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② 受発注処理の合理化 について

TEL、FAXの 受注分 はすべて コ ンピュー タ入力を 目指 してお り、受注管理 や出荷残

管理 に役立てて いる。

③ 決算処理の合理化 について

月次損益 につ いてはメーカーのパ ッケー ジを利用 し、パ ソコンにて対応 してい るが、部

分 的には手集計 を橋渡 しして トータルす るもの もある。予算対実績 管理 については、30部

門で現在実行 を している。

④ 在庫管理の合理化について

今後の課題

⑤ 物流 、配送業務 の合理化 について

物流面 においては ピッキ ング リス ト(出 荷指示書)で 対応 してお り、その他 の分野 は、

今後 の システム化 の 目標 としている。

⑥ 生産管理の合理化について

今後の課題

(4)情 報 システ ム化 の歩 み

① 昭和61年:財 務 システム導入(K-280)

② 平成元年:ホ ス トの増強(K-670/30)

③ 平成3年11月:全 国オ ンライ ン開始

(受発注か ら売上 ・仕入計上 までの業務 をオ ンライ ン化)

(5)情 報 システ ム化の導入効果

① 社内管理 レベルが上が り、データの一元化が図 られ た。

② 在庫残高が ス ピーデ ィに分か り精度が 向上 した。

③ 欠品 に対す るフ ォローが的確に出来 るよ うにな った。

④ 得意先別の売上及 び粗利益が毎 日分 かるよ うにな った。

⑤ セール スマ ンの個人別売上及び粗利益が分か るよ うにな った。

⑥ 販売情報が活用 され、生産 と販売が タイム リーに合 って きた。
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⑦ 個人別の情報が 目標管理 に対 して応用出来 るよ うになった。

(6)情 報 システム化導入後の問題 点

① 決め られた ことを(マ ニ ュアル通 り)決 め られた ステ ップで対応 して行 くため、緊急処

理が 出来な く不便 になった こともあ る。

② システ ム開発 コス トが明確につかめず、 コス トパ フォーマ ンスがは っきりと分か らない。

③ システ ム開発要員の レベル に問題があ る。

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

な し

(2)VAN利 用業務

な し

(3)業 界VAN「HOWNET」 に対す る コメ ン ト

・ 当面は活用 出来 る得意先が ないので勉強程度 に しかな っていない。

・ 社内外 の標準化 とい う観点 か らハ ウネ ッ トの システムを見守 って いきたい。又、機会が

あれば利用 も考えている。

【その他】

・ 営業店別の予算管理を したい。

・ 得意先別の予算管理を したい。

・ 月次損益のさ らな るス ピー ドア ップを図 り、 トップに役立てて もらいたい。

【企業 内および企 業間の情報 ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

「… … 一[2次 卸 店]一 ー

田圃
一一]小 売 店

」

ト

一1大中小量販店1・

一ー!百 貨 店 ト 劃
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(2)物 流経路

国
一ーiチ ャ ー タ ー 便1-一

一1自 家 配 送1一

ー一1小 口 混 載 トラ ッ ク1-一

(3)企 業 内 システ ム ネ ッ トワー ク

嚇 システ ム

専 用線K-670/30

④

端 末 はす べ て
K-100/20

DDX-P

9600BPS

DDX-P
9600BPS

支店 ・営業所 ・工場端末

端 末

財務 システム

(4)企 業 間 システムネ ッ トワーク

本 社 銀 行

残 高照合
振替入力

配送 セ ンター端末

販売、仕入、在庫
システ ムオ ンライ ン

(含 受注、出荷、売上
発注、入荷 、仕入)
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3.9事 例H

【会社の概要】

本 社

従 業 員 数

資 本 金

事 業 所 数

得 意 先 件 数

取扱 アイテム数

750名(う ちパ ー ト150名)

192,500万 円

生 産 関 係6ケ 所

販 売 関 係8ケ 所

卸 店200社

小 売 店2社

約3,500ア イテ ム

【社内標準化 】

(1)JANコ ー ドについて

①JANコ ー ドの採用状況

色、柄、サイズ レベルすべて単品化 し、

一スマークで対応 してい る。

100%付 香 してい る。商品への印刷 もす べて ソ

②JANコ ー ドの活用状 況

自社 コー ドを併用 してい るため対外 的な目的 は少 な く、 カタログの表示や量 販店 とのオ

ンライ ン受発注 システムやJICFSへ の登録に活用 してい る。

③ 今後 のJANコ ー ド活用予定

JANコ ー ドと自社 コー ドを同一 に して、受発注 システムや在庫管理 システ ムに応用 し

てみたい。

④JANコ ー ド活用 にお ける問題 点

・ 自社 コー ドとJANコ ー ドを同一 させ るためには、現在JANコ ー ドに意味づ けを し

て いるので再付番が問題 とな る。

・OEM商 品があ るためその対応 も苦慮 してい る。
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(2)統 一伝票について

① 業界統 一伝票C様 式の採用状況

C様 式伝票 は全体の10%程 度で、要請のあるところに対応 している。 自社伝票 は100%

発行 し、指定伝票的な使用方法 とな っている。

② 業界統 一伝票 に対す る問題点 また は要望事項

自社伝票の比 率が高いため、特に問題 はない。業界 と しては もっと活用す る方法を とっ

て ほ しい。

③ 得意先の指定伝 票(専 用伝票)に ついて

若干あ り、指 定伝票は手書で対応 しているため作業 的には大変で ある。力関係 もあろ う

が、極力な くして ほ しい ものであ り真剣に考えて欲 しい。

(3)共 通取 引先 コー ド及び メーカーコー ドについて

① 共通取 引先 コー ド及 びメーカーコー ドの取得状況

共通取 引先 コー ドとメーカーコー ドは両方 とも登録 し活用 して いる。

② 共通取 引先 コー ド及 びメーカー コー ドの利用状 況

・ 共通 取引先 コー ドは、取引伝 票や量販店 との取 引口座 と して利用 してい る。

・ メー カー コー ドについて は、JANコ ー ドの付番や統一伝票の取引 口座No.や カ タログ

に利用 してい る。

【情報 システ ム化の現状 】

(1)企 業内 システ ム化状 況

システ ム化のス ター トは、在庫 管理を的確 に行 うことを目的 に して手作業の処理 を極力 コ

ン ピュー タにお きかえ、省力化を 目指 している。受発注 オ ンライ ン化のよ うに相手 か らの要

求 に対 して システ ム化 した もの もあ るが、社 内の トー タル化を 目的 と して進めてい る。

(2)企 業 間 システ ム化状況

量販店 とのオ ンライ ン受発注や銀 行 とのデータ交換 を進めてお り、今後 はVANの 利用を

考慮 し、 システム対応 を計画 してい る。
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(3)情 報 システ ム化導入の動機 と活用例

① 事務処理の合理化 について

手書処理を極 力な くす ることを 目的 とし、納品書 や仕入伝票を コ ンピュータ化 した。結

果 として データの精度が上が り、効率 的な事務管理が可能 とな った。

② 受 発注処理の合理化 につ いて

受 注データは、基本 的にはすべて コンピュー タに入力 し処理の ス ピー ド化 を図 ることを

目的 とした。量販店 とはオ ンライ ン受注によ り、受 注処理作業の軽減を図 って いる。

③ 決算処理の合理化について

新月次損益システムを開発中である。

④ 在庫管理 の合理化 について

管理の対象は、完成品か ら部品、仕掛品迄 トータル的 に コンピュー タ化 してお り、生産

管理や納期管理を開発中である。

⑤ 物流、配送業務 の合理化について

受注 データか ら在庫 マスターを検索 させ て、送 り状や荷札及び ピッキ ング リス トを作成

している。 さらに、配車指示予定表や梱 出荷管理等 に役立てて いる。

⑥ 生産管理の合理化 について

開発途上であ り、諸 システムとの関連づ けを研 究中で もある。

(4)情 報 システム化の歩み

① 昭和53年11月:本 社野 田工場/滋 賀工場に ホス トコンピュー タを導入

買掛/売 掛/在 庫管理を中心 に システ ム化を実施

② 昭和60年11月:情 報量の増 に対応すべ くハ ー ドの レベル ア ップを実施

同時 に本社工場 ・部店所(10ケ 所)を 結 び、オ ンライ ンネ ッ トワー クを

構築

③ 平成3年11月:シ ステムの再構築 を実施す るため現在準備中
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(5)情 報 システ ム化 の導入効果

① 受注エ ン トリー システムが スムーズに稼働 し、受注処理 コス トが低 くな った。

② 売上状況が タイム リーに分か り、早 く手が打て るよ うになった。

③ タイム リーな在庫がつかめ、納期 の即答が可能 とな った。

④ 予算対実績管理が ス ピーチrに つかめ、意識の向上 に役立 った。

⑤ 経営資料の内容が充実 して きた。

⑥ 月次決算処理の ス ピー ドが上 った。

(6)情 報 システム化導入後の問題点

① 現場での コンピュータ入力作業が負担 にな り、残 業や徹夜す るケー スがでて きた。

② コンピュー タ要員が不足 してお り、担 当者 の負担が大 きい。

③ システムの メ ンテナ ンス作業が増えて、対応 に苦慮 している。

④ 個別 システム開発の要請が多 くなって きたたあ に、全体 の動 きがは っきりとつかめない

ことが ある。

⑤ コンピュー タ室 に専 門家を採用 して も仕組がわか らず システム開発作業す るまでの時間

がかか りす ぎる。

【ネ ッ トワー ク】

(1)利 用VAN名

な し

(2)VAN利 用業務

な し

(3)業 界VANrHOWNET」 に対 する コメ ン ト

今後 は利用 す る方向で考えてお り、そのため にも参加 メーカーや卸店 の具体的 な活動が知

りたい。

【その他】

① コンピュー タの レベル ア ップを予定 してお り、社 内の関連業務を見 直 してい る。

②24時 間体勢 の システ ム化 を計画 してお り、具体的な検討 を している。

一103一



【企業 内および企業間の情報ネ ッ トワー ク図】

(1)商 流経路

一次卸∋

一 小 売 店ト
一

メ
|
カ
|

十

⊥

一袋

旦
1

一 百 貨 店ト

1ホ ームセンター1

消
費
者

一 大中量販店 ト一
斗 通 販 十

(2)物 流経路

一 小 売 店

一 百 貨 店

メ

ー

カ

ー

斗 チ ャーター便 ト

寸 代 理 店
1自 家配送1

寸 ホームセンタコ
■ 小 口混載 トラ・クト

ヨ 大中量販固

寸 通 販1

(3)企 業 内 システ ムネ ッ トワー ク

本 社 工 場 部店所

財務会計

予算管理

(4)企 業 間 シス テ ムネ ッ トワー ク

全 銀

本 社(K10)銀 行

臓
=
縫
=
臥
=
樋
=
結

JCA

オ ー ダ
エ ン トリー

本社(K10)

給与計算

取引先

受注デー タ

ー104一



第4章 資 料

4.1実 態 調査表

プ ラスチ ック日用品 ・ホ ー ロー業界 にお ける

「情報ネットワーク化の現状と課題」についての実態調査表

記入責任者

所属部課名

電 話 ( )
－

FAX ( ) 一

(ご記入頂 きました内容の不明な点は電話でお問い合わせ しますので,貴 社控えとしてコピー して下さい。

宜 しくお願い致 します。)

[1-1]貴 社の概要について記入して下さい。

L会 社 名

2.所 在 地 ⑰

3.資 本 金

4.年 商(最 近の決算期)

百万円

5.従 業者数 社

億円{うち忽 ㌫ 日用品駕 つ
%

%

員 名

パー ト ・アルバイ ト 名

合 計 名(う ち営業マ ン 名)

[1-2]貴 社の事業所の数を通商産業用別に記入 して下 さい。

事 業 所

合

計

北
海

道

東

北

関

東

中

部

近

畿

中

国

四

国

九

州

海

外

1.支 店 ・ 支 社

2.営 業 所

3.出 張 所

4.工 場

5.物 流 セ ンター

6.そ の 他()

合 計
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(注)各 通商産業局の都道府県は次のようになっています。

北海道通商産業局

東 北 〃

関 東 〃

部
畿

国
国
州

中
近
中

四
九

〃

〃

11

〃

ノノ

北海道全域

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県

愛知県、岐阜県、三重県、富山県、石川県

福井県、滋賀県、京都府、奈良県、大阪府、兵庫県、和歌山県

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県

[1-3]貴 社の仕入先の社数を通商産業用別にお答え下さい。

仕 入 先
合

計

北

海
道

東

北

関

東

中

部

近

畿

中

国

四

国

九

州

海

外

1.商 品 仕 入 先

2.原 材 料 仕 入 先

3.副 資材 仕 入 先

4.そ の 他()

合 計

[1-4]貴 社の得意先の数を通商産業局別にお答え下さい。

得 意 先

合

計

北

海
道

東

北

関

東

中

部

近

畿

中

国

四

国

九

州

海

外

L問 屋

2.通 信 販 売

3.海 外 取 引

4.そ の他()

合 計

[1-5] 貴社の商品は上記の得意先からどのようなところへ販売されていますか。

おおよその比率(金 額比)を 記入 して下さい。

店

店

一
店

協

売

外

)
計

夕

農

ン

販

貨

販

セ

売

・

ヨ

協

信

卿

合

百

量

ホ

小

生

通

海

そ

L

2

a

4

5

a

7
…
&

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

100%
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[2-1] 貴社は受注及び発注の場合、どのような方法で行っているかその金額比率について記入 して下 さ

い。

-

り
∠

り
0

4

⊂
O

C
U

注

信

信

)

ン
)

藁

稀

イ

計

…

ロ
/

注
驚

M
・
(

畦
靖
憐

ン
碗
合

訪

注

F
媒

オ

そ

〈受注の場合 〉

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

100%

〈発注の場合〉

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

100%

[2-2]貴 社が使用 している伝票について、種類別におよその使用(枚 数)比 率について記入 して下さい。

票
票

票
票

票
票

云

云
云
伝

伝
伝
計

ー

ー

ー

用

=

一
目

用
事

統
続

続
独

尊
先

け
店

界
社
定
額

甜
合

業

自

指

ー

ウ
白
00

L

ワ
－
a

〈受注の場合〉

(%)
(%)

(%)
(%)

(%)
(%)
100%

〈発注の場合 〉

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

100%

[2-3]貴 社 のプラ スチ ック日用品 ・ホー ローの アイテム数(色 、柄 、サイズ別)に ついて、下記 の商 品

群 別に記入 して下 さい。

(ア イテム数)

1

2

3

4

5

6

7

8

品

品

品

ン

ロ
oo
品

品

)

用

ヨ

用

レ

シ

イ

一

用

用

卓

ト

エ

用

用

ヘ
ノ

食
謬

ト
(

所

.
場

.
芸

納

他

浴

一

フ

事

、
ヤ

の

面

ジ

台

食

洗

レ

園

収

ギ

そ

合 十一言
口

(

(
(

(
(
(

(
(

(

)

)

)

)

)

)

)

)

)

[2-4]貴 社は商品のコー ド化をしていますか。該当する番号に○印を付けて下さい。

1.コ ー ド化 して いない。 2.コ ー ド化 を してい る →[2-4-1]の 質 問へ

[2--4-1] 貴社が商品をコー ド化 している場合、管理の主体 となっているのは次のどれですか。該当す

る番号に○印を付けて下さい。

1.自 社 コ ー ド(

2.JANコ ー ド

桁) 3.相 手指 定 コー ド

[2-4-2] 貴社商品の管理コー ドの主体となっているもの以外で併用しているものの比率を記入 して下

さい。

1.JANコ ー ド(

2.自 社 コ ー ド(

)

)

%

%

3.相 手 指定 コー ド( %)
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[2-5]貴 社商品コー ドの得意先への通知方法について、該当する番号に○印を付けて下 さい。

1

2

0
∪

4

コー ド通知書(案 内書)を 作成 して知らせる

カタログで知らせる

オンラインで知らせる

その他( )

[3-1]貴 社の情報 システム化の状況について、該当する番号に○印を付けて下 さい。

-

り
－

q
U

4

民
」

コンピュータを利用 していない

コンピュータを自社導入 している

VAN(計 算セ ンター)を 利用 している

親会社、系列会社のコンピュータを利用 している

その他()

[3-2]貴 社が情報システム化に利用 しているコンピュータ機器について台数を記入 して下さい。

1.パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ(

2.オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ(

3.汎 用 コ ン ピ ュ ー タ(

合 計(

　

　

　

　

ム
ロ
ム
ロ

ム
ロ
ム
ロ

[3-3]貴 社で現在行 っている情報 システム化適用の業務について、該当する番号に○印を付けて下さい。

ム

ム

ム

ム

ム

ーア

ーア

ーア

ーア

ーア

ス

ス

ス

ス

ス

シ

シ

シ

シ

シ

注

理

理

理

理

発

営

営

省

営

・
買

庫

流

売

受

贈

在

物

販

L

2

a

4

5

C
U

7

8

0
σ )

ム

ム

ム

テ

テ

テ

ス

ス

ス

シ

シ

シ

十

理

会

理

智

・
管

(

産
務
轟

生
財

人

そ

[3-4]貴 社 のネ ッ トワー クシステムにつ いてお答え下 さい。

(a)貴 社のネッ トワーク構築方法にっいて、該当する番号に○印を付けて下 さい。

1

9
一

3

自社オンラインを利用
VANを 利用

自社オ ンライン ・VANを 併用利用

(b)社 外とのネットワークについて、該当する番号に○印を付けて下 さい。

1.仕 入 先 メー カー

2.問 屋

3.小 売 業

4.物 流 会 社

5.銀 行

6,そ の他( )

(c)社 内のネットワークの場合、相手先はどこですか。該当す る番号に○印を付けて下さい。

1.工 場

2.営 業 所

3.営 業 マ ン

4.そ の 他( )

[3-5] 貴社がオンライン又は磁気媒体(MT、

る番号に○印を付けてお答え下さい。

夕

夕

夕

タ

一

=

一

デ注

デ

デ

デ

発

品

売

庫

受

商

販

在

-

り一
3

4

5

R
U

ワ
」

FD)で 行 ってい る場合、 どの よ うなデ ータか、該 当す

請 求 ・支 払 デ ー タ

ファー ムバ ンキ ング

その他( )
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[4-1]貴 社が今後情報 システム化を検討 したいと考えているシステムについて、該当する番号に○印を

付けて下さい。

-

り
ム
3

4

5

ム

ム

ム

ム

ム

ーア

ーア

ーア

ーア

ーア

ス

ス

ス

ス

ス

シ

シ

シ

シ

シ

注

理

理

理

理

発

営

営

営

営

・
買

庫

流

売

受

贈

在

物

販

£
U

7
-

8

9 )

ム

ム

ム

テ

テ

テ

ス

ス

ス

シ

シ

シ

十

理

会

理
・
管

(

管産
務
蕊

生
財

人
そ

[4-2]貴 社が情報システム化を進める上での問題点について、該当する番号に○印を付けて下 さい。

-

り
ム

3

4

巨
J

C
U

ワ
～

開発費のコス トア ップ

社内の要員不足

得意先の指定伝票が多い

自社コンピュータの能力不足

開発方法が分からない

小規模企業でメ リッ トがない

その他()

[5]HOWNETは 生活用品業界の流通VANシ ステムとして構築されたものです。当業界 としても産業

界の急速な情報ネッ トワーク化に対応するため、その普及に努めているところです。つきましては更に

周知徹底をはかり、業界における一層の活用を促進するため皆様のご意見をお伺い致 します。

L貴 社がHOWNETに 加入 し、利用されている場合どのようなメリットがありましたか。
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2.貴 社がHOWNETに 加入 し、利用されていない場合どのような阻害要因がありますか。

3.貴 社がHOWNETに 未加入の場合、どのような原因 または理由がありますか。

ご多用のところご協力頂きまして有難うございました。

情 報 ネ ッ トワー ク化 委 員 会
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4.2集 計結果表

(1)工 業統計表 にみ るプラスチ ック日用品製造業及び王海郎製造業

表4-1

表4-2

表4-3

表4-4

表4-5

年次別産業統計表

平成元年の従業者規模別統計表

1事 業所当たりおよび従業者1人 当たりの統計表

年次別品目統計表

都道府県別 ・品目別統計表

(2)調 査集計結果義

義4-6

表4-7

表4-8

表4-9

表4-10

表4-11

表4-12

表4-13

表4-14

表4-15

表4-16

表4-17

表4-18

表4-19

表4-20

表4-21

表4-22

表4-23

表4-24

表4-25

表4-26

表4-27

表4-28

表4-29

調査集計企業の規模別企業数、資本金、売上高、従業者数

事業所数(通 商産業局別)

仕入先数(")

得意先数(〃)

販売先別販売金額

受注 ・発注方法別の比率別企業数

受注 ・発注方法別企業数

受注 ・発注方法の比率別企業数の構成比

使用伝票の種類別 ・使用比率別企業数

使用伝票の種類別企業数

使用伝票の種類別 ・比率別企業数の構成比

商品別アイテム数

アイテム数別企業数

商品コー ド化の状況

商品コー ド化の方法

商品コー ドの通知方法

情報システム化の状況

利用コンピュータの保有台数

情報システム化適用業務別企業数

ネットワークシステムの状況

オンライン又は磁気媒体における利用データ

今後情報システム化を予定している業務

情報システム化を進める上での問題点

HOWNETに ついての意見
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表4-1年 次別産業統計表(従 業者4人 以上の事業所)

〈プラスチック製日用品雑貨 ・食卓用品製造業〉

事 業 所 数 従 業 者 数 出 荷 額 等 付加価値額
年 次

実 数 前年比 実 数 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比

% % 百万円 % 百万円 %
昭和60年 1481 一 25511 一 442467 一 175292 一

61 1 522 102.8 25 738 100.9 432 441 97.7 181 389 103.5

62 1 523 100.1 26 356 102.4 439 562 101.6 186 909 103.0

63 1 623 106.6 27 516 104.4 479 406 109.1 202 743 108.5

平成01 1 516 93.4 26 683 97.0 496 571 103.6 208 194 102.7
1

〈瑳瑚鉄 器製造業〉

% % 百万円 % 百珊 毘

昭和60年 74 110.4 3,727 72.7 63,390 64.3 21,967 57.2

61 65 87.8 3,500 93.9 67,557 106.6 25,946 118.1

62 66 101.5 3,528 100.8 72,687 107.6 27,870 107.4

63 62 93.9 3,524 99.9 77,555 106.7 29,691 106.5

平成01 60 96.8 3,200 90.8 78,516 101.2 27,910 94.0

出所:平 成元年工業統計表 産業編
(注)1.プ ラスチック日用品は昭和59年 以前は分類されていない
2.付加価値額の従業者9人 以下の事業所は粗付加価値額

表4-2平 成元年の従業者規模 別統計表

くプラスチック製日用品雑貨 ・食卓用品製造業〉

額値価加付

比成構

1

7

6
0
U

7

3

X

X%り右2【U818111リムー

010

一

額金

7

7

QO

9"

7

0

X

X田Uーワξ8711万244亡a9白-百CJ628Cu89白りム001刀望3

皿皿
一

等額荷出

比成構

3

7

4

1

1

1

X

X%0りOCOO201111リム2

010

一

額金

nO

3

8

8

0

2

X

X田口459ρ7QV4万0800380百17ρ00QUO5ρ0750011

珊蝿

田凪

数者業従

比成構

4
ρ0

り白

7

4

3

X

X%0ρOβ吐OOρU521111

010

一

数実

0
9
白

8

0U

8

5

X

X3り白888QV447[Uり0054り0244▲

83β26

田1

数所業事

比成構

QV

O
V

1

4

りρ

0

3

1%

010

一

7

0

0

4

4

2

0

0「00乙-

数実

8

7

3

7

3

ー
ロ」

9
匂71亡Uρ0ρ0り0831

細L

㎜

模規者業従

人9

9

9
QU

QU

9

9

91249999124

～

～

～

～

～

～

～

～

4

0

0

0

0

0

0

0123500019匂∩◎

計

臥ト
〈瑳榔鉄器製造業〉

4～9人

10～19

20～29

30～49

50～99

100～199

200～299

300～499

15

7

10

14

5

5

3

1

叱

25.O

l1.7

16.7

23.3

8.3

8.3

5.0

1.7

102

105

255

552

266

759

X

X

%
3.2
3.3
8.0
17.3
8.3
23.7
X
X

百万円

1,770

1,855

3,977

14,226

5,158

22,821

X

X

%
2.3
2.4
5.1
18.1
6.6
29.1
X
X

百珊

873

819

1,846

4,414

1,707

7,423

X

X

%
3.1
2.9
6.6
15.8
6.1
26.6
X
X

計 60 100.0 3,200 100.0 78,516 100.0 27,910 100.0

1～3人 9
一 22

一 101 一 一 一

出所:平 成元年工業統計表 産業編(1～3人 規模は統計部による推定値)
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表4-31事 業所 当た り及 び従業者1人 当た りの統計 表(従 業者4人 以上 の事業所)

1事 業所又は1人 当た り

プラスチック日用品製造業 砿1郎鉄器製造業

`

全 製 造 業

従業者4～29人 懸 者30人以1二 従業者4～29人 曝 者30人肥 従業者4～29人 従業者30人肚

1事 業所

当たり

従業者数(人)

出荷額等(† 円)

付加価値額(†円)

有形齪継投髄額(刊D

10

144,089

65,598

78

1,780,536

738,169

118,347

14

235,926

118,223

98

2,524,406

870,431

81,446

10

138,134

64,500

122

4,065,195

1,485,040

238,505

従業者1人

当たり

出荷額等(† 円)

付加価値額(†円)

14,240

6,483

22,593

9,367

16,341

8,189

25,755

8,881

13,593

6,347

33,320

12,320

1人 当たり現金給与額(† 円) 2,468 3,051 3,180 3,970 2,795 3,934

.

出所:平 成元年工業統計表 産業編

(注)従 業者4～29人 の付加価値額は粗付加価値額

表4-4年 次 別品El統 計表(従 業者4人 以上の事 業所)

〈プラスチック日用雑貨、台所用品、食卓用品、浴室用品〉
`

プラスチック日用品

年 次

事業所 出荷額

師円

昭和60年 1 679 430 556

61 1 739 422 067

62 1 683 429 756

63 1 789 464 234

平成01 1 701 486 824
1

〈磁榔製品〉

台所・食卓舩 磁 器. 鯛縦用品 その他の鯛 鉄器 合 計

年 次

事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額

百万円 百万円 莇円 百万円

昭和60年 40 29554 20 15873 34 23,681 94 69 108

61 34 21 740 15 14 931 37 27,357 86 64 028

62 33 20 875 16 17 000 42 29,278 91 67 153

63 31 20 904 16 18 233 34 30,655 81 69 792

平成01 29 16 898 18 19 858 39 38,598 86 75 354

出所:平 成元年工業統計表 品目編(磁 榔製品の合計 の事業所数は延数)
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都道府県別 ・品目別統計表(従 業者4人 以上の事業所)表4-5

プラスチック日用品
f法 榔 鉄 器 製 品

都道府県 台所 ・食卓用 衛生用品 その他 計

事業所 出荷額 構成比 事馴 出荷額 事新 出荷額 殺所 出荷額 事新 出荷額 構成比
.

莇円 % 莇円 百万円 百朋 百万円 %
1.北 海 道 4 996 0.2 X x X X X X X

2.青 森 X X X

3.岩 手 X X X

4.宮 城 3 1,399 0.3

5.秋 田 X X X

6山 形 4 495 0.1
7.福 農∫

8.茨 城

34

33

9,161

9,906

1.9

2.0

X X X X X

9.栃 木 49 8,353 1.7 X X X X X X X

10.群 馬 43 15,778 3.2 X X X X X X X

11.埼 玉 117 24,650 5.1 3 2,444 3 1,048 6 3,492 4.6
12.千 葉

13.東 京

46

150

12,754

16,540

2.6

3.4 3 629 : 蓑 ‖
X
306 蓑 1 1

14.神 奈川 29 6,501 1.3
15.新 潟 80 27,827 5.7 X X X X x X x

16.富 山 53 25,062 5.1
17.石 川 30 10,375 2.1 X X X X X

18.福 井 31 8,489 1.7

19.山 梨 10 4,315 0.9
20.長 野 36 6,846 1.4

21.岐 阜 92 10,323 2.1

22.静 岡 64 15,865 3.3 X X X X X X X

23.愛 知 133 49,889 ]0.2 7 5,139 5 3,405 10 11,487 22 20,031 26.6
24.三 重 18 3,504 0.7 6 1,966 X X X X X

25.滋 賀 18 20,265 4.2

26.京 都 16 2,176 0.4
27.大 阪 319 85,162 17.5 3 3,066 X X 5 450 X X X

28.兵 庫 46 18,343 3.8 X X X X X X X

29.奈 良 88 38,913 8.0

30.和 歌 口」 50 18,161 3.7

31.鳥 取 X X X X X X X X

32.島 根 X X X

33.岡 山 25 7,163 1.5

34.広 島 16 5,589 1.1 X X X X X

35.山 口 9 5,100 1.0

36.徳 島 4 3,610 0.7

37.香 川 12 958 0.2

38.愛 媛 3 472 0.1
39.高 知

40.福 岡 20 7,308 1.5 3 8,077 4 9,422 7 17,499 23.2

41.佐 賀 3 787 0.2

42.長 崎

43.熊 本 X X X

44.大 分 3 182 0.0

45.宮 崎

46.鹿 児 島 X X X

47.沖 縄

合 計 1,701 486,824 100.0 29 16,898 18 19,858 39 38,598 86 75,354 100.0

出所:平 成元年工業統計表 品 目編
(注)xは 事業所数が1又 は2の のため秘匿したもの。 x表 示のため合計数値は一致 しない。
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表4 6 調査集計企業の規模別企業数、資本金 、売上 高、従業者数

(東 日本)

従業者規模 企業数 資 本 金
売 上 高

1

従 業 者 数

全 売」二高 ソラスチック日用品 社 員 パ ー ト 合 計 営業マン

人

A.1～10

B.11～30

C.31～50

D.51～100

E.101～300

F.301人 以 」二

6

‖
6

6

6

千 円

135,200

221,000

119,000

399,800

3,198,000

22,979,800

百 万 円

1,540

4,850

2,780

12,890

34,600

81,000

百 万 円

1,481

4,170

2」20

11,738

30,740

33,935

人

27

1;1
363

806
2,229

人
19

5;
143

176

550

人
46

{il
506

982

2,779

1

人
12

藷

、;1
347

合 計 34 27,052,800 137,660 84,184 3,634 950 4,584 665

(中日本)

人 千円 百万円 百万円 人 人 人 人
A.1～10

B.11～30 3 115,250 2,900 2,625 46 6 52 20
C.31～50 5 113,000 9,930 6,826 143 59 202 27
D.51～100 3 348,000 8,000 4,570 227 27 254 16
E.101～300 2 300,000 11,300 11,300 288 15 303 44
F.301人 以.ヒ 1 327,000 14,700 14,700 527 10 537 36

合 計 14 1,203,250 46,830 40,021 1,231 117 1,348 143

(西日本)

人 千円 百万円 百万円 人 人 人 人
A.1～10 5 53,000 482 482 18 5 23 4
B.11～30 8 183,000 7,540 5,810 135 40 175 37
C.31～50 12 226,500 14,650 10,897 424 61 485 67
D.51～100 11 341,000 36,430 22,320 647 121 768 130
E.101～300

F.301人 以 上

18

5

1,677,000

100,002,000

100,170

750,800
77,219

25,791

2,592

7,753

485

540

3,077

8,293
437
294

合 計 59 102,482,500 910,072 142,519 11,569 1,252 12,821 969
1

.

(プラスチック日用品合計)
`

人 千円 百万円 百万円 人 人 人 人
A.1～10 11 188,200 2,022 1,963 45 24 69 16
B.11～30 17 519,250 15,290 12,605 304 53 357 91
C.31～50 21 458,500 27,360 19,843 653 175 828 108
D.51～100 20 1,088,800 57,320 38,628 1,237 291 1,528 183
E.101～300 26 5,175,000 146,070 119,259 3,686 676 4,362 702
F.301人 以 上 12 123,308,800 846,500 74,426 10,509 1,100 11,609 677

合 計
1

107 130,738,550 1,094,562 266,724 16,434 2,319 18,753 1,777

σ法 榔 製 品)
1

,

人 千円 百万円 百万円 人 人 人 人
A1～10

B 11～30
C 31～50 1 1,000 400 400 24 18 42 2
D 51～100 4 54,000 4,000 3,890 176 56 232 8
E 101～300 2 140,000 6,700 6,700 382 52 434 15
F 301人 以 上

合 計 7 195,000 11,100 10,990 582 126・ 708 25
1 .
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表4-7

(東 日本)

事業所数(通 商産業局別)

1

事 業 所 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

].支 店 ・支 社

2.営 業 所

3.出 張 所

4.工 場

5.物 流 セ ンター

6.そ の 他

器

2
1i

;

…

…

1
]

11
3;
1}

1;
2

1!
i
1

左

子
;
;

▲
1 子

合 計34社 168 10 14 76 13 26 8 4 14 3

無 回 答
l

F

(tl:【Y本)

L支 店 ・支 社

2.営 業 所

3.出 張 所

4.工 場

5.物 流 、セ ンター

6.そ の 他

3{
2

26

6

ぞ
3

2

1;
1

3

;
2;
3

▲

1

2 1

1

▲

1

合 計14社 89 4 5 15 30 6 2 2 6

無 回 答

)(西 日 本)

1.支 店 ・支 社

2.営 業 所

3.出 張 所
4.工 場

5.物 流 セ ンター

6.そ の 他

1;1
1;{
35
2

1i
!
1{
!
藷

1;
5

1;
1
日

6;
28

2

6
9
2

▲

i

21
1 {

合 計59社 362 18 22 79 29 134 25 11 41 3

無 回 答

〈プラスチック日用品合計〉

1.支 店 ・支 社

2.営 業 所

3.出 張 所

4.工 場

5.物 流 セ ンター

6.そ の 他

2§1
55
173
56
3

21
6

2

11
9

!

1;
12

43
19

1

31
5
26
3

駕
4

1;
2

11
5

;

;
6

4

31
7

至
▲
1

合 計107祉 600 32 41 170 72 166 35 17 61 6
1

無 回 答
1

〈砿邸製品〉

事 業 所 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

1.支 店 ・支 社

2.営 業 所

3.出 張 所

4.工 場

5.物 流 セ ンター

6.そ の 他

2

L
11

1
1

1

5 4
1

1

1

合 計7社 14 1 6 5 2

無 回 答
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表4-8

(東 日本)

仕入先数(通 商産業局別)

仕 入 先 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

1.商 品 仕 入 先

2.原 材 料 仕 入 先

3.副 資 材 仕 入 先

4.そ の 他

768

313

675

211

1 13

3

23

536

252

540

197

70

15

6

2

112

35

79

12

1

10

2

3

6

4

12

27

4

2

合 計33社 1,967 1 39 1,525 93 238 11 5 22 33
1

無 回 答1社
1

(中日本)
4

1.商 品 仕 入 先

2.原 材 料 仕 入 先

3.副 資 材 仕 入 先

4.そ の 他

.

`

133

94

274

202

6

1

2

5 73

4

8

27

24

76

255

162

15

11

10

11

1

1

1

1

6

1

2

合 計12社 703 9 5 112 517 47 2 2 7 2

無 回 答2社
ト

(西日本)
1

1.商 品 仕 入 先
2.原 材 料 仕 入 先
3.副 資 材 仕 入 先
4.そ の 他

⑯

1

990
1,283
1,133
263

1

3

2

5

4

12

2

109
108
29
6

31

58

27

3

807

1,068

984

248

7

23

65

12

1

5

10

7

`

18

8

2

4

合 計57社 3,669 6 23 252 119 3,107 95 18 17 32

無 回 答2社

〈プラスチック日用品合計〉
1

1.商 品 仕 入 先
2.原 材 料 仕 入 先

3.副 資 材 仕 入 先
4.そ の 他

1,891

1,690

2,082

676

8

4

2

2

23

7

35

2

718

364

577

230

125
149

288
167

934

1,114

1,073

271

9

24

75

15

1

9

12

15

19

47

12

4

4

合 計102社 6,339 16 67 1,889 729 3,392 108 25 46 67

無 回 答5社

〈砿榔製品〉

仕 入 先 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

1.商 品 仕 入 先
2.原 材 料 仕 入 先
3.副 資 材 仕 入 先
4.そ の 他

51
88
104
101

2

2

3

20

32

54

7

24

50

44

87

5

4

3

7

合 計7社 344 7 113 205 19

無 回 答
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表4-9

(東 日本)

得意先数(通 商産業用別)

得 意 先 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

1.問 屋

2.通 信 販 売 .
3.海 外 取 引

4.そ の 他

6,863

54

62

77

236

1

4

370

2

3,229

22

4

56

756

5

4

1,211

18

2

8

337

4

2

181

4

531

1

12

56

合 計33社 7,056 241 372 3,311 765 1,239 343 185 532 68

無 回 答1社

(中日本)

1.問 屋

2.通 信 販 売

3.海 外 取 弓1

4.そ の 他

2,332
90
38

33

79

3

166

7

845

29

11

10

424

12

4

12

362

26

14

11

132

5

97

3

215

5

12

9

合 計13祉 2,493 82 173 895 452 413 137 100 220 21

無 回 答1社

1

(西日本)

1.問 屋

2.通 信 販 売

3.海 タト 取 引

4.そ の 他

19,789

341

229

1,164

649

6

5

25

969

8

45

6,212
130
27

377

2,102

24

7

93

5,436

131

116

483

1,216
11

37

757

11

21

2,307

19

6

83

141

1

68

合 計58社 21,523 685 1,022 6,746 2,226 6,166 1,264 789 2,415 210

無 回 答1社

〈プラスチック日用品合計〉

1.問 屋

2.通 信 販 売

3.海 夕卜 取 弓1

4.そ の 他

28,984

485

329

1,274

964

10

5

29

1,505
15

47

10,286

181

42

443

3,282

41

11

109

7,009

175

132

502

1,685

20

39

1,035

18

21

3,053

24

6

84

165

1

133

合 計104社 31,072 1,008 1,567 10,952 3,443 7,818 1,744 1,074 3,167 299

無 回 答3社

〈斌螂製品〉

得 意 先 合 計 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 海 外

1.問 屋

2.通 信 販 売

3.海 外 取 引

4.そ の 他

360

31

21

7

22

2

22 110

13

10

2

64

5

4

'86

11

7

5

14 7 23 12

合 計7社 419 24 22 135 73 109 14 7 23 12

無 回 答 社
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義4-10販 売先 別販売金額

(東 日本) 金額単位:百 万円

A B C D E F 計
士

版 元 先
社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数:金 額 社数1金 額 社数 金 額

1百 貨店 3 40 2 292 1 77 3 157 4.1325 4 6170 17 8061

2 量販店 4 664 4 1,389 2 563 3 3,133 5:9》 785 4 18 305 23 33 839

3 ホ ー ムセ ンター 5 341 6 1,125 2 810 3 1,827 4i7 915 4 12 164 24 24 182

4 小売店 4 239 4 1,093 2 412 3 600 4・4 297 3 5 942 20 12 583

5 生協 ・農協 3 84 3 168 1 165 2 439 5'1 365 4 1 844 18 4 065

6 通信販売 2 72 2 52 1 33 2 335 4'1 365 3 1 575 14 3 432

7 海外販売 2 51 1 16 1 21 2808 2 2 665 8 3 561

8 その他 1 20 5 680 1 304 6 6,378 25,240 3 6 335 18 18 957

計 5 1,460 6 4,850 3 2,380 6 12,890 532,100 4 55,000 29 108,680

無 回 答 1180 1 11400 1 1:2,500 2126,000 5128,980

(中 日本)

1.百 貨店 3 147 3 735 2 5!0 2725 10 2,117

2.量 販 店 3 886 3 825 3 2,075 23,710 1! 7,496

3.ホ ー ム セ ン タ ー 2 320 4 4,005 2 1,670 22,345 10 8,340

4.小 売店 2 320 3 2,925 3 2,470 22,516 10 8,231

5.生 協 ・農協 2 112 2 780 2 445 2808 8 2,145

6.通 信 販売 1 15 1 40 3 500. 2 727 7 1,282

7.海 外販 売 2 220 2 226 4 446

8.そ の他 1 1,100 1 120 1 330 1 243 4 1,793

計 3 2,900 4 9,650 3 8,000 2i 11,300 12 31,850

無 回 答 1 280 i 1 14,700 2114,980

(西 日本)

1.百 貨店 1 2 4 477 9 749 10 2,526 11 3,018 4 9,797 39 16,569

2.量 販 店 3 128 6 3,172 11 3,329 10 11,976 16 27,001 4 34,074 50 79,680

3.ホ ー ム セ ン タ ー 4 104 6 860 11 4,419 9 7,255 16 29,446 4 24,906 50 66,990

4.小 売店 4 171 5 669 11 1,741 10 6,690 17 18,021 4 36,220 51 63,512

5.生 協 ・農協 1 1 4 371 10 1,615 10 1,896 14 5,576 3 7,574 42 17,033

6.通 信 販 売 1 12 2 128 10 1,579 5 794 12 5,153 3 3,762 33 11,428

7.海 外 販売 2 48 6 425 6 495 12 3,791 1 500 27 5,259

8.そ の他 1 14 1 105 5 793 5 3,298 8 5,864 3 16,867 23 26,941

計 4 432 6 5,830 12 14,650 10 34,930 17 197,870 4 133,700 53 287,412

無 回 答 1 50 2 1,710 1 1,500 1{2,300
1

1 617,100 6 622,660
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〈プラスチック日用品合計〉
1

販 売 先
A B C D E F 計

社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数i金 額 社数 金 額 社数 金 額

1.百 貨 店

2.量 販 店

3.ホ ームセ ンター

4.小 売 店

5.生 協 ・農協

6.通 信 販売

7.海 外 販 売

8.そ の他

4

7

9

8

4

3

2

42

792

445

410

85

84

34

9
13
14
11
9
5
4
7

916
5,447
2,305
2,082
651
195
99
1,885

13

16

17

16

13

12

9

7

1,561
4,717
9,234
5,078
2,560
1,652
661
1,217

15

16

14

16

14

10

7

12

3,193
17,184
10,752
9,760
2,780
1,629
516
10,006

1715,068
2340,496
2239,706
2324,834
217,749
187,245
164,825
111!,347

8
8
8
7
7
6
3
6

15,967
52,379
37,070
42,162
9,418
5,337
3,165
23,202

66
83
84
81
68
54
39
45

26,747

121,015

99,512

84,326

23,243

16,142

9,266

47,691

計 9 1,892 15 13,580 19 26,680 19 55,820 24已41,270 8 188,700 94 427,942

.

無 回 答 2113・ 211,710 2 680 111,500 引4,800 41657,800131666,620
1

合 計 1112,・22 17115,29・ 21 27,360 20157,320 261146,070 121846,50010711,094,562
1

〈球脚製品〉
1

販 売 先
A B C D E F 計

社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額 社数 金 額' 社数 金 額 社剰 金 額

1.百 貨 店

2,量 販 店

3.ホ ームセ ンター

▲ 小売店

5.生 協 ・農協

6.通 信 販売

7.海 外 販売

8.そ の他

{

上

士

1

60
60
12
1!1
52

44

4

{

含
3

;

900
1,010
240
572
126
306
66
780

2

2

;
2

1

2

1

3,360

835

335

1,005

236

99

335

495

写

;
6

i
4

`

4,320
1,905
587
1,737
374
457
401
1,319

1

`

合 計 1 400 4 4,000 21⑤700 7 11,100

無 回 答 1 1
(注)計 又は合計の社数は集計 した社数



表4-11 受注 ・発注方法の比率別企業数

受 ・発注 A B C D E F 合 計 正法1郎製品

方法比率
(%) 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社
訪販 ・殼
1～19 8 1 4 4 13 5 18 4 4 1 47 15 4 1
20～39 3 1 2 1 2 4 2 3 15 3
40～59 2 1 2 1 2 6 2
60～79

80～99 1 1 1 1
100

計 3 11 2 8 5 15 5 22 8 9 1 68 21 5 2

注嬬 受・発信
1～19 2 7 1 4 1 9 4 13 3 2 2 35 13 5 2
20～39 1 1 4 3 2 1 3 1 8 8 1
40～59 1 1 1 1 2 2
60～79 1 1 1 3
80～99 1 1 1 1 2 1
100 1 1 1 1 1 1 2 1 3 6 1

計 2 3 8 2 10 7 11 8 15 10 3 4 49 34 5 5

FAX・ 電 話

1～19 1 1 2 1 1 4 1 2

20～39 1 1 1 2 1
40～59 2 2 3 2 1 3 4 13 4
60～79 3 2 2 2 5 1 5 2 1 18 5
80～99 2 2 10 3 8 5 11 9 17 10 5 3 53 32 5 2
100 5 7 3 12 5 11 1 7 1 6 1 15 44 1 2

計 10 9 17 17 20 20 18 18 26 21 11 5 102 90 7 6

麟MT/FD
1～19

20～39

40～59

60～79

80～99

100

計

オンライン

1～19 2 3 2 9 1 3 19 1 1

20～39 2 1 1 3 7

40～59 1 1 2

60～79

80～99

100 1 1

計 2 5 4 11 1 7 29 1 1

そ の 他

1～19 1 1 1 2 1 1 4 3
20～39 1 1 1 1

40～59

60～79

80～99

100

計 1 2 1 2 2 1 5 4
1

合 計 15 12 38 22 43 32 50 32 76 42 31 10 253 150 18 13

無 目 答 1 1 1 1 2 1 6 2 11
`
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表4--12受 注 ・発 注方 法 別 企 業数

(1)企 業数

A B C D E F 合 計 1法邸製品受 ・発注
方法比率
(%) 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注

調 受・発 注

注姑 受・発e

FAX・ 電 話

媒体HT/FD

オン ライン

そ の 他

社

3

2

10

社
3

9

社

11

8

17

2

社

2

2

17

1

社

8

10

20

5

社

;
20

祉

15

11

18

4

2

社
5

8

18

1

社

22

15

26

11

2

社

8

10

21

1

2

社

9

3

11

7

1

社
1

4

5

社

68

49

102

29

5

社

21

34

90

1

4

社
5

5

7

1

社
2

5

6

合 計 15 12 38 22 43 32 50 32 76 42 31 10 253 150 18 13

無 目 答 1 1 1 1 2 1 6 2 11

(2)企 業数の構成比

く受注の場合〉

受 注 A B C D E F 合 計 球脚製品

% % % % % 叱 % %
訪薗受注 20.0 28.9 18.6 30.0 28.9 29.0 26.9 27.8
住文書受発信 13.3 21.1 23.3 22.0 19.7 9.7 19.4 27.8
FAX・ 電 話 66.7 44.7 46.5 36.0 34.2 35.5 40.3 38.9
媒体附/FD

オン ライン 5.3 11.6 8.0 14.5 22.6 11.5

そ の 他 4.0 2.6 3.2 2.0 5.6

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
、

〈発注の場合〉

発 注 A B C D E F 合 計 砿1郎製品

驚 % % % % 毘 % %
訪周 発注 25.0 9.1 15.6 15.6 19.0 10.0 14.0 15.4
注文き発信 9.1 21.9 25.0 23.8 40.0 22.7 38.5
FAX・ 電 話 75.0 77.3 62.5 56.3 50.0 50.0 60.0 46.2

媒体MT/FD

オン ライン 2.4 0.7

そ の 他 4.5 3.1 4.8 2.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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表4-13受 ・発注方 法の比率別企業数の構成比

(1)プ ラスチック日用品
〈受注の場合〉

`

訪問受注 注文書受信 FAX・電 話交信 媒体(MT/FD) オ ンラ イン そ の 他
受注比率

社数 構成比 社数 構城比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 罵 社 % 社 % 社 % 社 駕 社 %
1～19% 47 69.1 35 71.4 1 10 19 65.5 4 80.0
20～39 15 22.1 8 16.3 2 2 0 7 24.1 1 20.0
40～59 6 8.8 2 4.1 13 12 7 2 6.9
60～79 18 17 6
80～99 1 2.0 53 52 0
100 3 6.1 15 14 7 1 3.4

合 計
.

68 100.0 49 100.0 102 100.0 29 100.0 5 100.0

〈発注の場合〉

訪問発注 注文書発信 FAX・電 話交信 媒体(町/FD) オ ンライン そ の 他
発注比率

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 完 社 %
1～19% 15 71.4 13 382 4 44 1 100.0 3 75.0
20～39 3 14.3 8 23 5 1 1 1 1 25.0
40～59 2 9.5 2 5 9 4 4 4
60～79 3 8 8 5 5 5
80～99 1 4.8 2 5 9 32 35 6
100 6 17 6 44 48 9

合 計 21 100.0 34 100.0 90 100.0 1 100.0 4 100.0

(2)磁 瑚 製 品
く受注の場合〉

訪問受注 注文書受信 FAX・電 話交信 媒体(HT/FD) オ ンライン そ の 他
受注比率

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 驚 社 % 社 驚, 社 % 社 % 社 %
1～19% 4 80.0 5 100.0 1 14.3 1 100.0
20～39
40～59
60～79
80～99 1 20.0 5 71.4

100 1 14.3

合 計 5 100.0 5 100.0 7 100.0 1 100.0

〈発注の場合〉

訪問発注 注文書発信 FAX・電 話交信 媒体(HT/FD) オ ンラ イン そ の 他
発注比率

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 驚 社 % 社 % 社 驚 社 %
1～19% 1 50.0 2 40.0 2 33.3

20～39 1 20.0

40～59
60～79

80～99 1 50.0 1 20.0 2 33.3

100 1 20.0 2 33.3

合 計 2 100.0 5 100.0 6 100.0
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表4・-14 使用伝票の種類別 ・使用比率別企業数

使用伝票
の比率

A B C D E F 合 計 £法 螂

(%) 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注

1.業界統一伝票

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

1～19 1 2 2 1 2 2 3 2 12 3
20～39 1 1 1 1 3 1
40～59 2 1 3
60～79 2 1 1 1 5
80～99 3 6 6 8 10 1 1 34 1 6
100 1 1 1 2 3 6 2

計
1

7 2 10 2 11 11 17 3 7 63 7 6

2.自 雌 臼伝票

1～19 1 1 2 3 5 2
20～39 1 3 3 7
40～59 1 2 1 4

60～79 1 2 1 5 1 3 1 3 1 4 18 4

80～99 1 1 6 3 2 4 3 5 5 1 19 12 1
100 2 2 1 12 2 12 2 12 11 6 7 55 6

計 5 3 10 13 14 15 11 16 12 19 8 7 60 73 1 6
1

3.縦 専肱 票

1～19 5 1 11 1 14 1 17 3 22 4 10 1 79 11 6

20～39 1 5 7 2 5 1 5 3 1 24 6 1

40～59 1 1 3 4 8 1

60～79 2 2 1 2 6 1

80～99 1 1 1 1

100 2 1 1 1 1 2 1 2 7

計 7 3 18 2 23 6 25 5 34 10 13 1 120 27 7

(1)得批 朝

`

1～19 4 1 8 1 10 1 11 3 14 4 5 1 52 11 6

20～39 1 5 6 2 4 1 5 3 1 22 6 1

40～59 1 1 3 3 7 1

60～79 2 1 2 5

80～99 1 1 1 1

100 .2 1 1 1 1 2 1 2 7

計 6 3 15 2 17 5 18 5 25 10 8 1 89 26 7

(2)チ ェンスト

1

ア専用1～19 1 2 2 5 6 4 20

20～39 1 1 2

40～59 1 1

60～79 1 1 1 1

80～99

100

計 1 2 4 1 6 7 4 24 1

(3)百餓 醐
1～19 1 2 1 2 1 7

20～39

40～59

60～79

80～99

100

計 1 2 1 2 1 7
・

無目答 1 4 2 4 3 1 3 5 2 21 1
. `

(注)3の 数 値 は(1)(2)(3)の 合 計
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表4-15使 用伝票の種 類別企業数

(1)企 業数
.

A B C D E F 合 計 1法 瑚

使用伝票
受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注 受注 発注

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社
L業 服一伝票 7 2 10 2 11 11 17 3 7 63 7 6

2.自 社独自伝票 5 3 10 13 14 15 11 16 12 19 8 7 60 73 1 6

3詣鯉肱票 7 3 18 2 23 6 25 5 34 10 13 1 120 27 7

*得意先専用伝票 6 3 15 2 17 5 18 5 25 10 8 1 89 26 7

*チェンストア 1 2 4 1 6 7 4 24 1
*醐麟脆票 1 2 1 2 1 7

合 計 19 8 38 17 48 21 47 21 63 32 28 8 243 107 14 6

無}i答 1 4 2 4 3 1 3 5 2 21 1
1

(注)3の 数値は*印 の数値の合計

(2)企 業数の構成比

く受注の場合〉

受 注 A B C D E F 合 計 砿1郡

% % % % 駕 % % %
1.業界駈 伝票 36.8 26.3 22.9 23.4 27.0 25.0 25.9 42.9

2.附 独自伝票 26.3 26.3 29.2 23.4 19.0 28.6 24.7 7.1

3.縦 専用ぱ 36.8 47.4 47.9 53.2 54.0 46.4 49.4 50.0

*髄 先醐伝票 31.5 39.5 35.4 38.3 39.7 28.5 36.6 50.0

*チェンストア 5.3 5.3 8.3 12.8 11.1 14.3 9.9

栢貨髄肱票 2.6 4.2 2.1 3.2 3.6 2.9

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

無 目 答 1 1 2

〈発注の場合〉
.

発 注 A B C D E F 合 計 王法 榔

% 1 % 駕 % 驚 % %
.業界忙 伝票 25.0 11.8 9.4 6.5

.離 郷 伝票 37.5 76.5 71.4 76.2 59.4 87.5 68.2 100.0

.縦 朝 伝票 37.5 11.8 28.6 23.8 31.3 12.5 25.2

随先朝臨 37.5 11.8 23.8 23.8 31.3 12.5 24.3

チェンストア 4.8 0.9

韻腱肱票

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
1

.

無目答 4 2 4 3 3 5 21 1
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表4-16使 用伝票の種類別 ・比率別企業数の構 成比

(1)プ ラスチック日用品
く受注の場合〉

業界統一伝票 自社独自伝票 指定専用伝票 *得 意先専用伝票 *チ ェンストア甘 伝票 *百 貨蹴 一伝票

使用伝票比率
社数 構成比

'社数
構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1～19% 12 19.0 5 8.3 79 65.8 52 58.4 20 83.3 7 100.0
20～39 3 4.8 7 ll.7 24 20.0 22 24.7 2 8.3
40～59 3 4.8 4 6.7 8 6.7 7 7.9 1 4.2
60～79 5 7.9 18 30.0 6 5.0 5 5.6 1 4.2
80～99 34 54.0 19 31.7 1 0.8 1 1.1
100 6 9.5 7 11.7 2 1.7 2 2.2

合 計 63 100.0 60 100.0 120 100.0 89 100.0 24 100.0 7 100.0

〈発注の場合〉

業界統一伝票 自社独自伝票 指定専用伝票 *髄 艘用伝票 *チ ェンストア統一伝票 *百 貨職 一伝票

使用伝票比率
社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 祉数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 叱 社 % 社 %
1～19% 3 42.9 2 2.7 11 407 11 42.3

20～39 1 14.3 6 22 2 6 23.1

40～59 1 3 7 1 3.8

60～79 4 5.5 1 3 7 1 100.0

80～99 1 14.3 12 16.4 1 3 7 1 3.8

100 2 28.6 55 75.3 7 25 9 7 26.9

合 計 7 100.0 73 100.0 27 100.0 26 100.0 1 100.0
1

(2)砿 榔 製 品
く受注の場合〉

業界統一伝票 自社独自伝票 指定専用伝票 *得 意鱒肱票 *チ ェンストア駈 伝票 *百 貨臨 一伝票

使用伝票比率
社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1～19% 6 85.7 6 85.7

20～39 1 14.3 1 14.3

40～59
60～79

80～99 6 100.0 1 100.0
100

合 計 6 100.0 1 100.0 7 100.0 7 100.0
.

〈発注の場合〉
.

業界統一伝票 自社独自伝票 指定専用伝票 *得 意先自服 票 *チ ェンスト描 一伝票 *百 貨店膏 伝票

使用伝票比率
社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 駕 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1～19%
20～39 一

40～59

60～79

80～99

100 6 100.0

合 計 6 100.0
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商品別アイテム数表4-17

(プラスチック日用品)

商 品 地 区 A B C D E F 計

東日本 69 3,191 135 40 874 1,396 5,705

1.台 所 用 品 中 日本 5 50 143 609 200 1,007

西 日本 88 195 630 1,683 2,068 1,233 5,897

計 157 3,391 815 1,866 3,551 2,829 12,609

東 日本 1,150 3,075 320 4,467 213 505 9,730

2.食 事 ・ 食 卓 用 品 中日本 202 203 110 518 250 1,283

西日本 90 70 3,375 690 3,971 500 8,696

計 1,240 3,347 3,898 5,267 4,702 1,255 19,709

東日本 110 23 130 30 623 1,540 2,456

3.洗 面 、浴 場、洗濯 、 中日本 5 82 126 210 500 923

トイレ用品 西日本 93 434 1,869 658 6,807 1,810 11,671

計 203 462 2,081 814 7,640 3,850 15,050

東日本 10 10 20 270 460 770

4.レ ジ ャ ー 、 レ ク リエ ー 中日本 2 142 68 212

シ ョ ン 西日本 10 138 136 261 3,160 450 4,155

計 10 150 288 281 3,498 910 5,137

東日本 6 13 30 50 10 75 184

5.園 芸 用 品 中日本 500 237 22 600 1,359

西 日本 13 29 25 45 44 200 356

計 19 42 555 332 76 875 1,899
1

東日本 25 100 662 666 1,453

6.収 納 用 品 中日本 28 127 180 50 385

西日本 15 125 797 764 1,108 306 3,115

計 40 125 825 991 1,950 1,022 4,953

東日本 11 40 50 50 32 50 233

7.ギ フ ト 用 品 中日本 5 60 100 70 235

西日本 30 50 106 62 626 277 1,151

計 41 95 216 212 728 327 1,619

東日本 130 39 150 3 77 528

`

927

8.そ の 他 中日本 50 310 300 500 1,160

西日本 173 20 14 187 4,710 280 5,384

計 303 59 214 500 5,087 1,308 7,471

東日本 1,501 6,391 825 4,760 2,761 5,220 21,458

合 計 中日本 219 1,115 1,153 1,977 2,100 6,564

西日本 512 1,061 6,952 4,350 22,494 5,056 40,425

合計 2,013 7,671 8,892 10,263 27,232 12,376 68,447

東 日本 1 1 1 1 4

無回答企業数 中日本 1 1

西 日本 1 1 2

計 1 2 2 2 7

品)

 

製(

1.台 所 用 品 100 280 485 865

2.食 事 ・ 食 卓 用 品 60 25 3 88

3.洗 面 、浴場、洗濯、 トイ レ用品
4.レ ジ ャ ー 、 レ クリエ ー シ ョ ン

5.園 芸 用 品 20 20

6.収 納 用 品 29 29

7.ギ フ ト 用 品 155 144 299

8.そ の 他 60 15 10 85

合 計 240 475 671 1,386

1

無回答企業数 1 1

1

一127一



表4-18ア イテ ム数 別企 業 数

(プラスチック日用品)
1

A B C D E F 計
アイテム数

社数 構成比 靴敷 構成比 8数 構成比 且数 構成比 社数 構成比 杜数 構成比 社数 構成比

1.500品 目以下
社
9
%
90.0
社
15
%
88.2
社

16
%
84.2
社
12

%
66.7
社
14
%
58.3
社
5
%
41.7

社

71

%
71.0

2.1.000〃 1 10.0 1 5.3 3 16.7 2 8.3 3 25.0 10 10.0
3.1,500〃 1 5.3 2 11.1 1 8.3 4 4.0
4.2,000〃 2 8.3 2 2.0
5.2,500〃 2 8.3 2 16.7 4 4.0
6.3,000〃 2 11.8 1 5.6 1 4.2 1 8.3 5 5.0
7.4,000〃 1 5.3 2 8.3 3 3.0
8.5,000〃 1 4.2 1 1.0

合 計 10 100.0 17 100.0 19 100.0 18 100.0 24 100.0 12 100.0 100 100.0

無 回 答 1 2 2 2 7

(砿 榔 製 品)
1

A B C D E F 計
アイテム数

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 ‖数 構成比 社数 構成比 撒 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1.500品 目以下 1 100.0 3 100.0 1 50.0 5 83.3
2.1000〃 1 50.0 1 16.7
3.1 500〃

4.2 000〃

5.2 500〃

6.3 000〃

7.4 000〃

8.5 000〃

合 計 1 100.0 3 100.0 2 100.0 6 100.0

無 回 答 1 1
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表4-19商 品 コー ド化 の状 況

(プラスチック日用品)
.

コー ド化

A B C D E F 計

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 杜数 構成比 劃数 構成比 ∬数 構成比 社数 構成比

(東 日本)

コード化 している

コード化 して いな い

社

5

%

100.0

社

5

1

%

83.3

16.7

社

3

1

%

75.0

25.0

社

6

%

100.0

社

6

%

100.0

祉

6

%

100.0

社

31

2

%

93.9
6.1

計 5 100.0 6 100.0 4 100.0 6 100.0 6 100.0 6 100.0 33 100.0

無 回 答 1 1

(中 日本)

コード化 して いる

コード化 して いな い

3 100.0 5 100.0 3 100.0 2 100.0 1 100.0 14 100.0

計 3 100.0 5 100.0 3 100.0 2 100.0 1 100.0 14 100.0

無 回 答

(西 日本)

コード化 して いる

コード化 して いない

4

1

80.0

20.0

7

1

87.5

12.5

9

2

8L8

18.2

11 100.0 18 100.0 5 100.0 51

7

87.9

12.1

計 5 100.0 8 100.0 11 100.0 11 100.0 18 100.0 5 100.0 58 100.0

無 回 答 1 1

(合 計)

コード化 して いる

コード化 して いな い

9

1

90.0

10.0

15

2

88.2

11.8

17

3

85.O

l5.0

20 100.0 26 100.0 12 100.0 99

6

94.3

5.7

計 10 100.0 17 100.0 20 100.0 20 100.0 26 100.0 12 100.0 105 100.0

無 回 答 1 1 2

(砿 瑚 製 品)
1

コー ド化

A B C D E F 計

杜数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社致 構成比 8数 構成比 社数 構成比

コード化 して いる

コード化 していない

社 % 社 % 社
1

%
100.0
社
4
%
100.0
社
2
%
100.0
社 % 社

7
%
100.0

計 1 100.0 4 100.0 2 100.0 7 100.0

無 回 答
`
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表4-20商 品 コー ド化 の 方 法

くプラスチック日用品〉(コ ー ド化していると回答した99社 の集計)

コー ド化方法
A B C D E F 計

微 構成比 社数 構成比 社数 構成比 ‖数 構成比 社数 構成比 8数 構成比 社数 構成比

(東 日本)

1.自 社 コー ド

2.相 手 指定 コー ド

3.JANコ ー ド

社

1

1

5

%

14.3
14.3
71.4

社

4

1

%

80.0

20.0

社

2

1

%

66.7

33.3

社

4

2

%

66.7

33.3

社

3

3

%

50.0

50.0

社

5

2

%

71.4

28.6

社

19

1

14

%

55.9
2.9
41.2

計 7 100.0 5 100.0 3 100.0 6 100.0 6 100.0 7 100.0 34 100.0

無 回 答
.

(中 日本)

1.自 社 コー ド

2.相 手 指定 コー ド

3.JANコ ー ド

3 100.0 1

4

20.0

80.0

2

1

66.7

33.3

1

1

50.0

50.0 1 100.0

7

7

L

50.0

50.0

計 3 100.0 5 100.0 3 100.0 2 100.0 1 100.0 14 100.0

無 回 答 1 1

(西 日本)

1.自 社 コー ド

2.相 手 指定 コー ド

3.JANコ ー ド

2

2

50.0

50.0

2

5

28.6

71.4

4

5

44.4

55.6

8

3

72.7

27.3

15

3

83.3

16.7

4

1

80.0

20.0

35

19

64.8

35.2

計 4 100.0 7 100.0 9 100.0 11 100.0 18 100.0 5 100.0 54 100.0

無 回 答
1

(合 計)

1.自 社 コー ド

2.相 手 指 定 コー ド

3.JANコ ー ド

3

1

7

27.3

9.1

63.6

9

6

60.0

40.0

7

10

41.2

58.8

14

6

70.0

30.0

19

7

73.1

26.9

9

4

69.2

30.8

61

1

40

59.8

1.0

39.2

計 11 100.0 15 100.0 17 100.0 20 100.0 26 100.0 13 100.0 102 100.0

無 回 答 1 1

〈舷 瑚 製 品〉(コ ー ド化していると回答した7社 の集計)

コー ド化方法
A B C D E F 計

社数 構成比 傾 構成比 傾 構成比 杜数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

1.自 社 コー ド

2.相 手 指定 コー ド

3.JANコ ー ド

社 % 社 % 社
1
%
100.0

社

1

3

%
25.0

75.0

社
2
%
100.0
社 % 社

4

3

%
57.1

42.9

計 1 100.0 4 100.0 2 100.0 7 100.0

無 回 答
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[自社コー ドの桁数]

〈プラスチック日用品〉(自 社コー ドを採用していると回答した企業61社 の集計)
`

A B C D E F 計
コー ドの桁数

社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
4桁 1 20.0 1 83 2 133 4 8 5

5〃 1 100 1 20.0 1 20.0 4 33 3 3 20 0 10 21 3

6〃 3 60.0 2 16 7 3 20 0 3 33.3 11 23 4

7〃 1 20.0 1 8 3 2 13 3 2 22.2 6 12 8

8〃 3 60.0 3 25 0 2 13 3 2 22.2 10 21 3

9〃 1 6 7 1 2 1

10〃

11〃

12〃 1 11.1 1 2.1

13〃

14〃 1 6.7 1 11.1 2 4.3

15〃 1 8.3 1 6.7 2 4.3

合 計 1 100 5 100 5 100 12 100 15 100 9 100 47 100

無回答 2 4 2 2 4 14

〈砿榔製品〉(自 社 コー ドを採用していると回答した企業4社 の集計)

コー ドの桁数

A B C D E F 計

社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率 社数 比率

5桁

6〃

7〃

社 % 社 % 社
1
%
100
社 % 社

1

1

%
50.0

50.0

社 % 社
2

1

%
66.7

33.3

合 計 1 100 2 100 3 100

無回答 1 1
.
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表4-21商 品 コ ー ドの 通知 方 法

くプラスチック日用品〉(「 コー ド化 している」と回答した99社 の集計)
.

通知方法
A B C D E F 計

傾 構成比 社数 構成比 社数 構成比 杜数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

Lコ ー ド 通 知 書

2.カ タ ロ グ

3.オ ン ラ イ ン

4.そ の 他

社

5

4

3

%
41.7
33.3

25.0

社

5

11

%
25.0
75.0

社

6

12

2

%
30.0
60.0

10.0

社

6

12

5

%
26.1
52.2

21.7

社

7

21

1

%
24.1
72.4

3.4

社

7

7

1

%
46.7
46.7
6.7

社

36

67

1

11

%
31.3
58.3
0.9
9.6

計 12 100.0 16 100.0 20 100.0 23 100.0 29 100.0 15 100.0 115 100.0

無 回 答 2 2 1 1 6

〈砿 瑚 製 品〉(「 コー ド化 している」と回答 した7社 の集計)

通知方法
A B C D E F 計

社数 構成比 置数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

1.コ ー ド通 知 書

2.カ タ ロ グ

3.オ ン ラ イ ン

4.そ の 他

社 % 社 % 社

1

%

100.0

社

2

1

1

%
50.0
25.0

25.0

社

1

2

%
33.3

66.7

社 % 社

3

4

1

%
37.5
50.O

l2.5

計 1 100.0 4 100.0 3 100.0 8 100.0

無 回 答

無 回 答
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表4-22情 報 システ ム化 の 状 況

くプラスチック日用品〉
`

A B C D E F 計
システム化

社数 構成比 社数 構成比 8数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1.コンピュータを 利 用 し て 5 45.5 4 25.0 2 9.5 11 10.3

い な い

2.コンピュータを 自 社 導 入 6 54.5 12 75.0 19 90.5 20 100.0 26 96.3 12 100.0 95 88.7

して いる

3.VAN(湘 センター)を 利 1 3.7 1 0.9

用している
4.親 会 社 ・系列 会社

のコンピュータを利用

5.そ の 他

計 11 100.0 16 100.0 21 100.0 20 100.0 27 100.0 12 100.0 107 100.0

無 回 答 1 1

〈球 脚 製 品〉
. 1

A B C D E F 計
システム化

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 8数 構成比 8数 構成比 社数 構成比

社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 % 社 %
1.コンピュータを 利 用 し て

いない

2.コ ンピュータを 自 社 導 入 1 100.0 4 100.0 2 100.0 7 100.0

して いる

3.VAN(計 算センター)を 利

用 している
4.親 会社 ・系列会社

のコ泥ユ一夕を利用

5.そ の 他

計 1 100.0 4 100.0 2 100.0 7 100.0

無 回 答
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表4-23利 用 コ ン ピュー タの保 有 台 数

くプラスチック日用品〉(コ ンピュータを利用 していると回答した95社 の集計)

1

9
幽

3

種 類 A B C D E F 計

台 台 台 台 台 台 台
.パ ー ソ ナ ル 8 11 9 22 160 773 983
コ ンピュータ

.オ フ ィ ス 2 14 31 80 111 248 486
コ ンピュータ

.汎 用 1 2 3 1 21 20 48
コ ン ピュータ

計 11 27 43 103 292 1,041 1,517

無 回 答 2 1 3

〈砿 瑚 製 品〉(コ ンピュータを利用 していると回答した7社 の集計)

-

リ
ム

リ
○

1

種 類 A B C D E F 計

ム A A ム ム ム ム口 口 口 口 口 口 口
.パ ー ソナル 1 4 3 8
コ ン ピュー タ

.オ フ ィ ス 8 16 24
コ ンピュータ

.汎 用

コ ンピュータ

計 1 12 19 32

無 回 答
1
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表4-24情 報 シス テ ム化 適 用 業 務 別 企業 数

〈プラスチック日用品〉(コ ンピュータを利用していると回答した95社 の集計)

業務の内容 A B C D E F 計

社 祉 社 社 社 社 社
1.受 注 ・発注 1 3 9 13 21 10 57

2.購 買 管理 3 4 9 8 15 8 47

3.在 庫 管理 3 6 14 15 24 10 72

4.物 流 管理 3 5 14 7 29

5.販 売 管理 6 12 14 20 26 12 90

6.生 産 管理 1 3 7 5 18 9 43
7.財 務 ・会計 3 8 7 13 22 11 64

8.人 事 管理 2 3 5 12 9 31

9.そ の 他 1 1

計 17 38 67 84 152 76 434

無 回 答

〈球 脚 製 品〉(コ ンピュータを利用 していると回答 した7社 の集計)

業務の内容 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社
1.受 注 ・発注 2 2

2.購 買 管理 2 1 3

3.在 庫 管理 2 2 4

4.物 流 管理 1 1

5.販 売 管理 1 4 2 7

6.生 産 管理 2 2

7.財 務 ・会計 1 2 2 5

8.人 事 管理 2 1 3

9.そ の 他

計 2 14 11 27

無 回 答
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表4-25ネ ッ トワー ク シス テ ム の状 況

(A)ネ ットワーク構築方法
くプラスチック日用品〉(コ ンピュータを利用していると回答した95社 の集計)

方 法 A B C D E F 計

・

●

●

1

2

り0

自社オンライン
を利用
VANを 利用

自社オンライン
・VANを 併用

社
2

社
3

社
7

2

社

9

1

社
17

7

社

8

3

社
46

1

12

計 2 3 9 10 24 11 59

無 回 答 4 9 10 10 2 1 36

〈砿 瑚 製 品〉(コ ンピュータを利用していると回答した7社 の集計)

方 法 A B C D E F 計

・

●

●

1

2

3

自社オンライン
を利用
VANを 利用

自社オンライン
・VANを 併用

社 社 社 社 社
2

社 社
2

計 2 2

無 回 答 1 4 5
`

(B)社 外のネットワーク
〈プラスチック日用品〉(コ ンピュータを利用 していると回答 した95社 の集計)

相 手 先 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社
1.仕 入先 メーカー 1 1 1 3
2.問 屋 1 1 5 9 5 21
3.小 売 業 1 3 4 3 3 14

4.物 流 会 社 2 5 4 11

5.銀 行 2 3 5 4 4 18

6.そ の 他 1 1 2

計 (2) 2 (3) 3 (8) 9 (10) 15 (17) 23 (8) 17 (48) 69

無 回 答 4 9 11 10 9 4 49

〈砿 榔 製 品〉(コ ンピュータを利用 していると回答 した7社 の集計)

相 手 先 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社
1仕 入 先 メーカー

2 問 屋 1 1

3 小 売 業
4 物 流 会 社
5 銀 行 3 1 4

6 そ の 他

計 (3)3 (1)2 (4)5

無 回 答 1 1 1 3
1
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(C)社 内のネッ トワーク
〈プラスチック日用品〉(コ ンピュータを利用していると回答した95祉 の集計)

1

相 手 先 A B C D E F 計

L工 場

2.営 業 所

3.営 業 マ ン

4.そ の 他

社
2

社
1

1

社
2

2

3

1

社
7

10

2

社

14

20

1

社

12

10

2

社
38

43

3

6

計 (2) 2 (2) 2 (8) 8 (12)19 (23)35 (12)24 (59)90

無 回 答 4 10 11 8 3 36

〈1法 瑚 製 品〉(コ ンピュータを利用していると回答した7祉 の集計)

相 手 先 A B C D E F 計

1.工 場

2.営 業 所

3.営 業 マ ン

4.そ の 他

社 社 社 社 社
1

1

社 社
1

1

計 (2)2 (2)2

無 回 答 1 4 5

(注)計 の0内 の数値は回答企業数

＼
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表4-26オ ンラ イ ン又 は磁 気 媒 体 にお け る利 用 デ ー タ

〈プラスチック日用品〉(計 の0内 の数値は集計企業数)

データの種類 A B C D E F 計

1.受 ・発 注 デ ー タ

社 社

1
社
4

社

11

社

16

社
8

社

40
2.商 品 データ 3 6 14 6 29
3.販 売 デー タ 1 1 6 6 16 7 37
4.在 庫 デー タ 1 4 7 17 8 37
5.請 求 ・支 払 データ 1 4 7 15 6 33
6.フ ァーム バンキング 1 3 2 4 10
7.そ の 他 1 1 2

計 (2) 4 (2) 2 (9) 21 (15) 41 (23) 81 (10) 39 (61) 188

<砿 瑚 製 品)(計 のO内 の数値は集計企業数)

データの種類 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社
1.受 ・発 注 デ ー タ 1 1
2.商 品 デ ータ 1 1
3.販 売 デ ータ 1 1
4.在 庫 データ 2 2

5.請 求 ・支 払 データ 1 1
6.フ ァーム バンキング 1 1 2
7.そ の 他

計 (1) 1 (2) 7 (3) 8
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今後情報システム化を予定している業務表4-27

〈プラスチック日用品〉(計 の()内 の数値は集計企業数)

業務の内容 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社
1.受 注 ・ 発 注 2 7 3 4 4 2 22

2.購 買 管 理 1 3 3 6 4 17

3.在 庫 管 理 3 6 5 3 3 1 21

4.物 流 管 理 2 2 4 6 4 18

5.販 売 管 理 1 4 2 1 2 2 12

6.生 産 管 理 3 4 7 10 12 2 38

7.財 務 ・ 会 計 2 1 6 4 5 2 20

8.人 事 管 理
'2

2 1 5 1 11

9.そ の 他 1 1 1 3

計 (6) 13 (12) 29 (12) 31 (16) 33 (19) 42 (8) 14 (73) 162

〈王法 榔 製 品〉(計 の()内 の数値は集計企業数)

業務の内容 A B C D E F 計

社 社 社 社 社 社 社

1.受 注 ・ 発 注 2 2 4

2.購 買 管 理

3.在 庫 管 理 1 1

1 1

2

4.物 流 管 理

5.販 売 管 理 1 1

6.生 産 管 理 1 2 1 4

7.財 務 ・ 会 計

8.人 事 管 理
9.そ の 他

計 (1)2 (4)6 (2)4 (7)12
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表4-28情 報 システ ム化 を 進 め る上 で の 問題 点

くプラスチック日用品〉(計 の()内 の数値は集計企業数)
.

問 題 点 A B C D E F 計

1. 開発費のコス ト
アップ

社
4

社
9

社

5
社

9
社
11

社
5

社

43

2. 社内の要員不足 8 8 6 12 17 9 60

3. 得意先の指定伝
票が多い

1 7 6 8 11 3 36

4. 自社コンピュー
タの能力不足

3 1 5 6 1 16

5. 開発方法が分か
らない

1 1 1 2 1 6

6. 小規模企業でメ
リッ トがない

5 4 2 3 2 16

7.そ の 他 1 1 1 3

計 (9) 18 (13) 33 (14) 22 (18) 38 (24) 49 (10) 20 (88) 180

〈砿 榔 製 品〉(計 の()内 の数値は集計企業数)

問 題 点 A B C D E F 計

1. 開発費のコス ト
社 社 社 社 社

2
社 社

2
ア ップ

2. 社内の要員不足 1 2 1 4

3. 得意先の指定伝 1 1 2
票が多い
4. 自社 コ ンビュー

タの能力不足
5. 開発方法が分か
らな い

6. 小規模企業でメ 1 2 3'
リ ッ トがな い

7.そ の 他

'

計 (1) 2 (4) 5 (2) 4 (7) 11
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表4-29HOWNETに っ いて の意 見

(1)HOWNETに 加 入 し利 用 して い る場 合 の メ リッ ト

地 区 規模 意 見 の 内 容

中 日本 F ○ 伝票発行の入力作業が一部楽 になった。

西 日本 E ○ 現 状 は受 ・発注 が1社 、 請 求 デ ー タ交 換 が2社 と少 な いた め 、 メ
リ ッ トは十 分 出 て い な い。
・情 報 の正 確 化 ・事 務 処 理 の簡 素 化 ・帳 票類 の 削 減

等 々若 干 の メ リ ッ トは 出 て き て は い るが 、 費 用 と して は 見 合 っ て い

な い 。

今後組合 を通 じて組合 員への指導、他組合 との協力体制 を とり、
広 範 囲 へ の 普 及 に つ と め て も ら いた い。

○ 支 払 いデ ー タ の 早期 入 手 。

(2)HOWNETに 加 入 し、 利 用 して いな い 場 合 の 阻 害 要 因

区 分 規模 意 見 の 内 容

中 日本 E Oオ ン ラ イ ン を 結 ぶ 相 手 が 見 つ か らな か っ た が 、6月10日 現 在 、

代理店間 で請 求に関するオ ンライン締結 を開始。

西 日本 E ○ 社 内要 員の訓練 。

『 ○ 当社 で は 、 受注 を端 末機 で な く、 ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ で 受 付 け る
仕 組 み を考 え て い ます 。 ホ ス トコ ン ピ ュ ー タで 受 注 処 理 を 行 う場 合 、

発注 に対す る欠品があった場合に、発注 デー タに訂正 を加 え る仕組
み等相応 の開発が必要です。
この 受 ・発 注 シス テ ム に つ いて は 、 当社 シス テ ム の 重 要 部 分 で あ

り 、 その 変 更 、 開 発 は現 在 検 討 中 で す 。

各 ネ ッ トワ ー クを踏 まえ 開 発 して 行 く と思 わ れ ます の で 、早 く小

売 業 の 参 入 を促 進 して 下 さ い。

砿 」郡 E ○ 加入の得意先 と未加入の得意先で 、伝票処 理が違 うた め、処理が
重 複 して しま い 、時 間 が か か って しま う 。

(3)HOWNETに 未 加 入 の原 因 又 は 理 由

区 分 規模 意 見 の 内 容

東 日本 A ○ こ の シス テ ム は どの よ うな も の か 、 よ く分 か らな い 。

○ 更 に 受注 単 位 が 小 口化 され 、 コ ス トア ップ に な る 。

B OHOWNETに つ い て は 全 く知 りませ ん 。

○ 小規 模 企 業 で メ リッ トな し。

○(1)現 在 い ろ い ろ なVANが あ り、 どれ が 良 いか わ か らな い

(2)自 社 の シス テ ム の改 善 を 進 め て い る が 、 開 発 費 用 が か な りか さ
む の で 、 そ こ まで 手 が の び な い の が現 状 。
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…

○ 検 討 中 。

O(1)HOWNETは 事 務 と物 流 の合 理 化 で あ るが 、 人 と費 用 が 必 要 で
あ る し、 問 屋数 が 少 な いた め 、 加 入 して も利 用価 値 が 低 い 。

(2)東 日本 全 域 で 、 セ ー ル ス マ ンが 端 末 機 を利 用 して そ の 場 で在

庫 確 認 等 が 出 来 れ ば 検 討 した い。

○(1)人 材 不 足(2)小 規 模 企 業(3)費 用 増 加

○ 大 手得意先が加入 しな けれ ば メリッ トがな い。

E ○ 今 後 加 入 した い 。

Om洲ETに つ いて 情 報 を十 分 に把 握 して いな い。

ONECの 機 種 で社 内 ネ ッ トワー ク を図 っ て い る 。

OHOWNETに つ いて 、 まだ 具 体 的 内 容 を 掌握 して い な い 。

F ○ 当社 の商 品 の 内 、 日用 品 の ウ ェ イ トが 非 常 に小 さ い。 当社 の 流 通

と 日用 品 の流 通 が異 っ て い る 。

○(1)ハ ー ドウエ ア の 容 量 不 足 の た め 、 無 理 な 状 態 で あ った が 、 現

在 レベ ル ア ップ が 出 来 た(2)llOWNET加 入 の た め の社 内 問 題(在 庫

数 量 の 確 認 性)(3)llOWNET加 入 の 取 引 先 の件 数 が 少 な い た め メ リ
ッ トが 少 な い(4)導 入 の た め の 要 員の 問題(5)実 施 に 際 して の 各

方面 か らの 要 望 、EOS等 の 優 先 等

OHOWNETの 情 報 の 提 供 の 現 状 が は っ き りせ ず 、 当社 で 活 用 で き る
か ど うか 不 明 な 点 が 多 い。

○ 必 要性が現状で は少な い。

中 日本 B ○ 本 シス テ ム を よ く理 解 して い な いた め 。

○(1)HOWNETに つ な が る 得 意 先 が 少 な い た め 、 小 規 模 企 業 で は メ

リ ッ トが な い(通 信 料 をふ くめ て)。(2)llOWNETに 接 続 す る に は

富 士通 又 はIBMの 機 器 が 必 要 とな り ます が 、得 意 先 が 多 け れ ば
HOWNET専 用 で導 入 して も よ いが 、現 時 点 で は 自社 に富 士 通 又 は

IBMの ソ フ トウ エ ア ー 資 産 が な いか ら導 入 出来 な い。

OHOWNETに つ い てPR不 足 、 よ く知 ら な い 。

C ○ い ま ま で必 要 な か っ た 。 しか し、 今 後 加 入 し利 用 を検 討 中 で あ る
FAX受 注 で は 限 界 が あ り、 発注 量 の 多 い問 屋 と のVAN利 用 で す 。.

Oコ ン ピ ュ ー タ を 導 入 して 間 が な く 、現 在 充 実 を 目指 して いる た め

D ○ 対象業務小量 のた め未 加入。

○ 現 行 導 入 して い る コ ン ピ ュ ー タ は ハ ー ド ・ソ フ ト面 で オ ン ラ イ ン

対 応 出来 な いた め 。

西 日本 A ○ コ ン ピュ ー タ機 器 導 入 に伴 うコ ス トと人 材 。

○ 主に 日用品の部 品のた め必 要な し。

○(1)販 売先が親 会社 に一社集 中 して いるた め量 的 メリッ トがな い
(2)事 務的要員不 足(小 規模 企業のため)

B O自 社 内 の オ ンラ イ ン(営 業 所 一 本 社 又 は 本社 一 仕 入 先 との オ ン ラ
イ ン)業 務 も完 成 し て お り ませ ん 。 それ が 先 決 で す の で現 在 未 加 入.
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○ 現 在 得 意 先 よ りの 要 望 も 少 な く、 また 現 在 の 方 法 で 支 障 が な い 。将 来 必 要
で あ る と思 うが 。

C ○(!)知 識 が 十 分 で な い(2)今 の と こ ろ 不 自由 を感 じ て いな い 。

OHOWNETに 対 す る 知識 が な いた め 。

○ 取 引 先 の 小 売 業 、 問 屋 業 各社 の 加 入 状 況 に よ る と、 未 だ 少 な い た
め メ リ ッ トはな い。 早 急 に流 通 段 階 で の 加 入促 進 を お願 い した い 。当社 と し

て は 、 いつ で も加 入 出来 る態 勢 に あ り、 今 後 加 入業 者 名 を

公 開 し、 当業 界 の 情 報 ネ ッ トワー ク が 活 用 され る 日 を待 つ 。

O社 内の要 員不足及び得意先並び に仕入 先等のオ ンライ ンに対 する

意志 不明。

○ 社 内 要 員 不 足 。 小 規 模 企 業 で メ リ ッ トが な い(ア イテ ム数 が 少 な
い)。

○ 家庭 問屋 の数が少な いため必要 を感 じな い。

D OllOWNETの シス テ ム 内 容 不 知(mWNETの 内 容 .に関 す る こ とを お教 え 下 さ
い ます れ ば幸 甚 で す)。

○ 卸 売 業 の コ ンピ ュ ー タ機 種 が統 一 さ れ て な く互 換 性 が あ り ませ ん
の で 、利 用 価 値 が低 い と思 われ ま す の で 現 時 点 で は検 討 中 。

○ 取 引 先 の対 応 が 出来 て い な い た め 。

E ○(1)社 内 体 制 の 未 組 織 化(2)情 報 も れ の 懸 念(3)現 況 で何 とか
こな せ て行 け ま した が早 晩 加入 さ せ て いた だ き た い 。

○(1)HOWNETそ の も の が どう い う も の か も知 ら な い(2)我 々 メー

カ ー に と っ て何 の メ リ ッ トが あ る の か 不 明(3)得 意 先 か ら加 入 の

要 請 も な い

○ 別 に特 定 の理 由 はな いが 、 た だ あ ま りHOWNETを 知 らな い所 が あ

リ、全 国 的 に な れ ば メ リ ッ トも 出 て く る と思 う。 売 上 に対 す る 得 意

先 全 部 とのllOWNETは 利 用 価 値 が あ る と思 う。

○ 社 内 シ ス テ ム のコ ン ピュ ー タが 発展 途 上 に あ り、 そ れ を優 先 して
い る た め 。

O(1)社 外 ネ ッ トワ ー ク(VAN等)に 加 入 す る メ リ ッ トが 今 の と
こ ろ 明確 で な い(2)社 内 情 報 漏 洩 の 危 惧

O得 意 先 よ りHOWNETを 依 頼 さ れ れ ば 利 用 しま す が 、 当社 が 先 に
HOWNETを 使 う こ と は考 え て い ませ ん 。

理 由 は 、(1)自 社 の 体 制 が 整 わな い(2)仕 入 先 の体 制 が 整 わ な い

(3)メ リ ッ トが 出 な い

王法1鄭 D ○ 当社の認識不 足があるかも知 れ ませんが、 そのため費用対効果 の
測定が出来 ていませ ん。

E ○(1)コ ン ピ ュー タの レベ ル ア ッ プ を準 備 し、10月 ま で に新 機 種

の 導 入 を考 え て い る 。(2)当 社 は メ ー カ ー で あ り、 主 力 卸 売 取 引 先

の 加 入 が 前 提 条 件 か と思 わ れ る 。現 在 単 独 に て オ ンラ イ ン化 又 は
MT/FD交 換 の依 頼 が数 社 あ る 。

(ほ ぼ原 文の ままを掲載)
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